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東北大学法科大学院履修案内
（平成 27 年度入学者用）

１ 東北大学法科大学院の教育理念

東北大学法科大学院（以下「法科大学院」という。）では、現行法体系の構造を正確に理

解し、冷静な頭脳及び温かい心をもって社会を観察することにより、そこにある問題を発

見し、広く多様な視点から考察し、及び緻密で的確な論理展開をすることができるととも

に、他人とのコミュニケーションを図るための高い理解力、表現力及び説得力を備え、か

つ、誇りを持ち、その責務を自覚した「優れた法曹」を育成することを教育の目的として

います。

２ 法科大学院の課程の教育

法科大学院では、理論的基礎の体得を目指した科目（「第１年次導入科目」、「第１年次科

目」、「基幹科目」、「応用基幹科目」）、法律実務について、理論的な問題との架橋を十分に

意識しつつ、一定の知識を修得させ、将来の仕事への関心を育む科目（「実務基礎科目」）

及び先端的・学際的・現代的・国際的な科目（「基礎法・隣接科目」、「展開・先端科目」）

を開講しています。

（1）第１年次（Ｌ１）

・第１年次科目（30単位）を履修しなければなりません（必修）。

・「法律基礎演習」（第１年次導入科目・1単位）、「リーガル・リサーチ」（実務基礎科目・

2単位）、「法学の基礎」（基礎法・隣接科目・1単位）を履修することができます。

（2）第２年次（Ｌ２）

・基幹科目（28 単位）を履修しなければなりません（必修）。

・実務基礎科目、基礎法・隣接科目、展開・先端科目のうち、Ｌ２に配当されている科

目から 8単位を履修することができます。

（3）第３年次（Ｌ３）

・応用基幹科目、実務基礎科目、基礎法・隣接科目及び展開・先端科目を履修します。

・応用基幹科目は３科目・6単位まで履修することができます。

３ 授業科目の履修

・法科大学院の授業科目群、授業科目、単位数、年次配当、履修方法及び進級は、東北

第１年次科目

第１年次導入科目

「リーガル・リサーチ」

（実務基礎科目）

「法学の基礎」

（基礎法・隣接科目）

基幹科目

実務基礎科目

基礎法・隣接科目

展開・先端科目

応用基幹科目

実務基礎科目

基礎法・隣接科目

展開・先端科目

第１年次（Ｌ１） 第２年次（Ｌ２） 第３年次（Ｌ３）
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大学法科大学院履修内規によります。

・同一名称の授業科目を重複して履修することはできません。ただし、Ⅰ、Ⅱ、Ⅲが付

されている授業科目は、同一名称の授業科目とはみなされません。

４ 履修登録

・各年次の授業科目を履修するためには、各年度当初に、所定の手続きにより、履修科

目として登録をしなければなりません（履修登録）。

・各年次毎に履修登録をすることができる単位数の上限は、第１年次（Ｌ１）が 34単位、

第２年次（Ｌ２）が 36 単位、第３年次（Ｌ３）が 44 単位です（東北大学法科大学院

規程第 6条）。前期の授業科目が不合格となった場合、この履修登録単位の上限につい

ては、すでに履修済みの授業科目として計算します。

・履修登録をする際には、法科大学院生教育研究賠償責任保険に加入しなければなりま

せん。

・実務基礎科目のうちの必修科目及び必要があると認められる授業科目については、ク

ラスが指定されます。

・演習の授業形態をとる授業科目等、その他その授業科目の特性に応じて必要があると

認められるときは、カリキュラム等委員会の承認を得て、履修希望者に対し履修が制

限され、又は履修者の選抜が実施されることがあります。この履修制限又は履修者選

抜のために当該授業科目を履修することができなくなった場合は、カリキュラム等委

員会の承認を得て、当該授業科目の単位にあたる授業科目につき履修登録の訂正を行

うことができます。

・第２年次（Ｌ２）における履修科目として登録できる単位数の上限に、エクスターン

シップは含みません。

・前期・後期授業の開始後一定の期間内は、履修登録単位の上限を超えない限度で、学

生から申し出のあった履修登録の変更が認められることがあります（一定の期間につ

いては、別途学生向けに通知されます）。なお、履修登録の変更については、カリキュ

ラム等委員会委員長が、当該学生につき事情の説明を求めることがあります。

・前期の授業科目についての履修登録を変更する場合は、その科目を後期の授業科目（通

年の授業科目は除く。）に変更することもできます。

・一度履修登録をすると、履修登録の変更を経た場合を除いて、履修登録を取り消すこ

とはできません。試験を棄権あるいは放棄しても、履修登録は取り消されません。

・履修登録の期限、その他具体的な手続については、別途、学生に通知されます。

５ 試験

・試験を受けることのできる授業科目は、授業を受けたものに限られます。

・授業科目の授業回数の３割を超えて欠席をした者については、当該授業科目について

定期試験等の受験が認められないことがあります（正当な理由なく又は無断で、授業

科目の授業回数の２割を超えて欠席をした者についても同様です）。

・試験は、原則として、前期、後期の定期試験期間における筆記試験、口述試験、又は
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レポート試験によって行われます（ただし、集中講義等は、この限りではありません）。

・授業科目により、試験（再度の試験を含む。）の実施上、融合問題による出題を行うな

ど格別の必要があるときは、定期試験期間外で試験日を定めて、試験を行うことがあ

ります。

・やむをえない事由（忌引き、病気その他これに匹敵する事由に限る。）により試験（再

度の試験を除く。）を受けられなかった者については、別途に試験を行います。

・試験に合格しなかった者（不合格者）のうち、当該授業科目の担当教員が特に認めた

ものについては、再度の試験が行われることがあります。ただし、第 1年次科目のう

ち前期配当の授業科目については、すべての不合格者に対して、後期に再度の試験が

行われます。

６ 成績

・試験の成績は、60 点（100 満点）以上が合格となります。成績は公表されません。

・成績は、筆記試験（中間試験及び期末試験のほか、レポート方式による試験も含む。）及

び平常点（課題の成績、授業における発言内容、授業への欠席状況を含む。）により、総

合的に評価されます。

・筆記試験については、たとえば、以下のような能力等が総合的に評価されます。

・事案分析解決能力

・基礎的 ･専門的法知識の確実な理解、体系的な法的思考能力

・法的な議論を説得的に表現する能力

・創造的・批判的思考能力

・成績は、以下の基準によります。

ただし、授業科目の特性 ･内容、受講者数等により、上記の比率と異なる取扱いを認め

るべき授業科目については、この限りではありません。

・再度の試験が行われなかった授業科目について成績評価が不合格であった学生は、与え

られた成績評価について不服がある場合には、成績評価不服申立てを行うことができま

す。また、専門職大学院係を通じて、所定の書面により、カリキュラム等委員会委員長

に対して、その成績評価についての担当教員による説明を求めることもできます。

成績 基準 人数比の目安

90 点以上 きわめて優秀 若干名

80 点以上 90点未満 優秀 20 ％を上限とする

70点以上 80点未満 良好 40 ％を標準とする（± 20 ％）

65 点以上 70 点未満 能力や知識が一応の水準に達している

60 点以上 65 点未満
最低限の水準には達しているが、一応の

水準に達するためにはなお努力を要する

40 ％を標準とする（± 20 ％）

60 点未満 最低限の水準に達していない
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７ 進級及び再履修

（1）第２年次（Ｌ２）への進級及び再履修

・第１年次科目の授業科目を１科目でも不合格になった者は、第２年次（Ｌ２）に進級

することができません。第１年次科目の成績の単位加重平均値が65点未満である者も、

第２年次（Ｌ２）に進級することができません。

・第２年次（Ｌ２）に進級できなかった翌年度には、前年度に履修した第１年次科目の

うち、成績が 65 点未満であった授業科目を全て再履修しなければなりません。成績評

価が 65 点以上であった授業科目を再履修することもできます。この場合、再履修する

第１年次科目の前年度の成績は無効となります。

・第２年次（Ｌ２）に進級できなかった翌年度における第１年次科目の成績の単位加重

平均値は、再履修した授業科目は再履修した年度の成績を、再履修しなかった授業科

目は前年度の成績を基礎に算定されます。

（2）第３年次（Ｌ３）への進級及び再履修

・基幹科目の授業科目を１科目でも不合格になった者は、第３年次（Ｌ３）に進級する

ことができません。基幹科目の成績の単位加重平均値が 65 点未満である者も、第３年

次（Ｌ３）に進級することができません。

・第３年次（Ｌ３）に進級できなかった翌年度には、前年度に履修した基幹科目のうち、

成績が 65 点未満であった授業科目を全て再履修しなければなりません。成績評価が

65 点以上であった授業科目を再履修することもできます。この場合、再履修する基幹

科目の前年度の成績は無効になります。

・第３年次（Ｌ３）に進級できなかった翌年度における基幹科目の成績の単位加重平均

値は、再履修した授業科目は再履修した年度の成績を、再履修しなかった授業科目は

前年度の成績を基礎に算定されます。

８ 修業年限及び在学年限

・法科大学院の修業年限は３年です。ただし、総合運営調整教授会が法学の基礎的な学

識を有すると認める者（以下、「法学既修者」という。）は、第２年次（Ｌ２）より履

修を開始します。

・同一年次の履修は、休学の場合を除き、２年が限度です。

・同一年次の在学年限は、次年次に進級できない者については、休学の場合を除き、２

年とします。この在学年限を経て、なお所定の課程を修了し、又は各年次に必要な単

位数を修得できない者及び所定の授業科目の単位加重平均値を上回らない者は、除籍

されます。

・東北大学大学院通則第 22条第 3項の休学期間は、原則として、各年次につき１年を超

えることができません。

９ 課程修了及び学位授与

・法科大学院の課程を修了するためには、３年以上在学し、第１年次科目 30単位、基幹

科目 28 単位、実務基礎科目 14 単位以上、基礎法・隣接科目 4単位以上及び展開・先
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端科目 16単位以上を含め、計 96 単位以上を修得しなければなりません。

・法学既修者は、第１年次に在学して第１年次科目 30 単位を修得したものとみなされ

ます。

・法科大学院の課程を修了した者には、法務博士（専門職）の学位が授与されます。

10 その他

（1）オフィス・アワー制度

・学修支援のために、オフィス・アワー制度が設けられています。同制度の実施につい

ては、別途、周知されます。

（2）エクスターンシップ

・エクスターンシップの授業を履修する学生は、研修先から報酬を受け取ってはなりま

せん。

（3）守秘義務

・学生は、授業等で知り得た個人及び法人の情報について、在学中及び在学を終えた後

も、これを漏らしてはなりません。
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法 科 大 学 院

授 業 科 目 一 覧

【平成 27 年度法学未修入学者】
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法 科 大 学 院

授 業 科 目 一 覧

【平成 26 年度以前入学者及び平成 27 年度法学既修入学者】
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法 科 大 学 院

授 業 科 目





科目群

授業科目

配当年次

第 1年次導入科目

法律基礎演習

L １

単位 １ 担当教員 糠塚・石綿・遠藤

開講学期
前期

（6・7月）
週間授業回数 1回

＜目 的＞

未修者が第 1 年次科目の学修を円滑に行うための学修支援科目である。主に憲法、民法、刑法を素材と

して、裁判手続の全体像や法的な考え方を学習することにより、法的思考力、文章表現力など、第 1 年次

科目の学習に必要な能力の獲得を目的とする。

＜達成度＞

第 1 年次科目の内容を理解するために必要な法的思考ができ、理論的な文章として表現できる。

＜授業内容・方法＞

適宜、受講者を指名して発言を求め、授業内容を正確に理解できているか確認しながら進めていく。科

目の性質上難しい質問をすることはないが、成績に反映するので、しっかり取り組んでもらいたい。

授業内容は以下のスケジュールを予定している。

１．オリエンテーション：裁判制度概論（糠塚）

２．民事訴訟手続における民法の姿（石綿）

３．紛争解決手段としての民法（石綿）

４．刑法の基本的な思考方法①（遠藤）

５．刑法の基本的な思考方法②（遠藤）

６．「切り札」としての憲法（糠塚）

７．解釈基準としての憲法（糠塚）

８．試験

＜教科書・教材＞

現在履修中の憲法・民法・刑法で使用している教科書をそれぞれ「教科書」として用いる。

必要な文献・資料については適宜配布する。

＜成績評価の方法＞

評価の 8 割は、筆記試験（学期末）の成績に基づき、残り 2 割は、授業時の応答内容等の平常点による。

なお、成績評価に際しては、上記の＜達成度＞が指標の１つとなる。

＜その他＞

法科大学院で法学をはじめて学修する者（およびそれに準ずる者）は必ず履修すること。
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科目群

授業科目

配当年次

第１年次科目

憲 法

Ｌ１

単位 ４ 担当教員 佐々木 弘通

開講学期 通年 週間授業回数 １回

＜目 的＞

日本国憲法の解釈論に関する専門的知識の伝達と、それに基づく判断力の養成が、本授業科目の目的で

ある。

＜達成度＞

上記目的を、法学部卒業程度の水準において達成することを目標とする。そのための一助として「法科

大学院における共通的な到達目標」を利用する。

＜授業内容・方法＞

教科書の精読を通じて上記目的の達成を図ることを基本方針とする。

授業方法：毎回の授業は、大筋として次の方法で行う。まず、複数名のレポーター受講生が教科書の担

当部分に関する報告と論評を行うレジュメを準備し、メールで受講生全員と教員に事前配布する。授業は

主として教員とレポーターとの問答により進行し、レポーターが答えられなかった場合や他の受講生に質

問・意見を求める場合などに適宜クラス全体へと議論を開く。

授業内容：以下のスケジュールを予定している。

前期

１．国家と憲法

２．立憲主義の基本原理

３．立憲主義の基本原理／日本国憲法の普遍性と特殊性

４．日本国憲法の普遍性と特殊性

５．国政のメカニズム

６．国政のメカニズム／国会と内閣の組織・権限・活動

７．国会と内閣の組織・権限・活動

８．国会と内閣の組織・権限・活動／地方政治のメカニズム

９．地方政治のメカニズム

10．法の支配と裁判所

11．法の支配と裁判所／憲法の保障と違憲審査制

12．憲法の保障と違憲審査制／人権総論

13．人権総論

14．人権総論／人権の適用範囲と限界

後期

１．人権の適用範囲と限界

２．人権の適用範囲と限界

３．人権の適用範囲と限界／包括的人権と法の下の平等

４．包括的人権と法の下の平等

５．包括的人権と法の下の平等／精神活動の自由（１）

６．精神活動の自由（１）

７．精神活動の自由（１）／精神活動の自由（２）

８．精神活動の自由（２）

９．精神活動の自由（２）

10．精神活動の自由（２）／経済活動の自由
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11．経済活動の自由

12．経済活動の自由／人身の自由と刑事手続上の諸権利

13．人身の自由と刑事手続上の諸権利／参政権・国務請求権・社会権

14．参政権・国務請求権・社会権

＜教科書・教材＞　以下の 3 点を購買の上、授業に臨むこと。

高橋和之『立憲主義と日本国憲法・第 3 版』（有斐閣、2013 年）￥ 3,000 ＋税。

芦部信喜（高橋和之補訂）『憲法・第六版』（岩波書店、2015 年）￥ 3,100 ＋税。

戸松秀典＝初宿正典編著『憲法判例・第 7 版』（有斐閣、2014 年）￥ 3,200 ＋税。

＜成績評価の方法＞

前期と後期の期末試験で 10 割とし、そこから最大で１割までの減点余地を平常点として設けて、成

績評価を行う。なお、成績評価に際しては、上記の＜達成度＞が指標の１つとなる。

＜その他＞

教科書の改訂版が出た場合にはその改訂版を用いる。
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科目群

授業科目

配当年次

第１年次科目

行政法

Ｌ１

単位 ２ 担当教員 稲葉 馨

開講学期 後期 週間授業回数 １回

＜目 的＞

実務公法（行政法）の授業にのぞむことができるだけの実力をつけることを目標に、行政法の基本知識

を学ぶ。まず、最初の３回は、レクチャー形式で「行政法への入門」を試みる。

その後は、主要なテーマをとりあげ、テキスト・配布資料を用いながら、事前に提示した【課題・質問】

を中心に、質疑応答をまじえて授業を進め、「行政法の基礎」固めを行う。

なお、小テスト（１０分程度、２回予定）を実施する。

＜達成度＞

・行政法の基礎概念および基礎理論を正確に理解できる。

・行政法に関する法解釈論上の基本的な論点について、問題の所在および所論の基礎にある「考え方」

を理解できる。

・行政法に関連する典型的な紛争事案について、その法的論点を示し、基礎的な知識を用いて、当該論

点に関する自分なりの考えをまとめることができる。

＜授業内容・方法＞

（１）行政法入門

１ 行政法とは－３つに分けて考える行政法（テキスト第１章第１節）

２ 行政組織法の概要（テキスト第１章第１節 (1)）

３ 行政活動の諸態様－行為形式論（テキスト第２章・第３章第１節）

（２）行政法の主要テーマ

４ 行政法の基本原理－「法律による行政」の原理を中心に（テキスト第１章第２節）

５ 行政行為（行政処分）について（テキスト第２章第３節）

６ 行政指導－その法的統制（テキスト第２章第５節）

７ 行政上の義務履行確保制度（テキスト第３章第３節）

８ 公正・透明な行政手続－行政手続法の意義と特色（テキスト第１章第２節／第２章第３節）

９ 情報の管理・公開・保護制度―各制度のポイント（テキスト第３章第２節）

10 行政訴訟制度のポイント－行政事件訴訟の類型と要件（テキスト第４章第２節・）

11 取消訴訟の訴訟要件―３大訴訟要件を中心に（テキスト第４章第２節）

12 行政訴訟における仮の救済・行政上の不服申立て（テキスト第４章第１節・第２節）

13 国家賠償法の概要（テキスト第５章第１節・第２節）

14 国家賠償法の主要論点（テキスト第５章第２節）

15 損失補償制度のポイント（テキスト第５章第３節）

＜教科書・教材＞

テキスト：稲葉馨＝人見剛＝村上裕章＝前田雅子『行政法（第３版）』有斐閣（２０１５年刊）

教材：レジュメ・資料を適宜配布

【参考書】

・塩野宏『行政法Ⅰ・Ⅱ（第６版）』有斐閣（２０１５年刊）

・宇賀克也『行政法概説Ⅰ・Ⅱ（第５版）』有斐閣（２０１３・２０１５年刊）

・宇賀＝交告＝山本編『行政判例百選Ⅰ・Ⅱ（第６版）』有斐閣 （２０１２年刊）

・中原茂樹『基本行政法（第 2版）』（日本評論社、２０１５年刊）
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＜成績評価の方法＞

定期（期末）試験の成績のほか、小テスト（２回予定）、質疑応答等による平常点を加味して評価する。

定期試験の割合は、８割を予定。

なお、成績評価に際しては、上記の＜達成度＞が指標の１つとなる。
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科目群

授業科目

配当年次

第１年次科目

民法Ⅰ

Ｌ１

単位 ４ 担当教員 久保野 恵美子

開講学期 通年 週間授業回数 １回

＜目 的＞

民法のうち講学上「民法総則」といわれる部分（前期）及び「事務管理・不当利得・不法行為」の部分

（後期）を学習する。次年度以降の授業に参加するためにも、当該領域の基礎知識を理解し、これを使っ

て簡単な事例を解決する応用力を身につけることを目標とする。

＜達成度＞

民法総則・事務管理・不当利得・不法行為の分野の基本的なルールや考え方について、基礎的な理解を

得たうえで、基本的な法解釈論上の問題を含む事案について、問題の所在を把握し、事案解決の前提とな

る法解釈論をその根拠とともに提示し、結論を導くことができるようになる。

＜授業内容・方法＞

毎回の講義は、あらかじめ教員から指示された範囲について文献を読了した上で受講することが前提と

される。授業は、重要な事項についての教員からの説明を中心として、補助的に質疑応答を交える形で行

われる。基本用語や細かい条文知識などの習得については、基本的に ,受講者の自習（教科書の熟読や短

答式問題演習）に期待される。

○進行予定

本授業の内容は、「民法総則」と「事務管理・不当利得・不法行為」とに分かれる。

〔民法総則（前期）〕

１ 導入：民法の基本構造と民法総則の位置づけ

２ 法律行為（1）

３ 法律行為（2）

４ 法律行為（3）

５ 法律行為（4）

６ 法律行為（5）

７ 代理（1）

８ 代理（2）

９ 代理（3）

10 法人（1）

11 法人（2）

12 時効（1）

13 時効（2）

14 時効（3）
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〔事務管理・不当利得・不法行為（後期）〕

１ 不法行為法の意義と特徴

２ 不法行為責任の要件①―総論、責任阻却事由

３ 不法行為責任の要件②―故意・過失

４ 不法行為責任の要件③―権利・利益侵害又は違法性

５ 不法行為責任の要件④―権利・利益侵害又は違法性

６ 不法行為責任の要件⑤―損害、因果関係

７ 不法行為責任の効果①―損害賠償請求主体、損害賠償の範囲等

８ 不法行為責任の効果②―損害額の算定、非金銭的救済等

９ 賠償減額事由（過失相殺、損益相殺等）

10 特殊不法行為責任①―他人の行為による不法行為責任

11 特殊不法行為責任②―物の作用による不法行為責任

12 特殊不法行為責任③―共同不法行為

13 事務管理・不当利得①―侵害利得、給付利得

14 事務管理・不当利得②―特殊な給付利得、多数当事者型の不当利得

＜教科書・参考書＞

１ 教科書

〔民法総則〕内田貴・民法Ⅰ　総則・物権総論［第 4 版］（東大出版会、2008）

〔事務管理・不当利得・不法行為〕　橋本佳幸・大久保邦彦・小池泰『民法Ⅴ　事務管理・不当利得・不

法行為』（有斐閣、2011）

２ 判例教材 〔前後期共通〕 民法判例百選Ⅰ・Ⅱ［第 7 版］（有斐閣、2015）

３ 参考書

・授業の前に、道垣内弘人『リーガルベイシス民法入門』（日本経済新聞社 ,2014）の該当箇所を読んで

おくこと。

・上記教科書だけでなく他の教科書・体系書も参照することが学習上有用である。たとえば、以下の書籍

が有用である。

〔前期：民法総則〕　

河上正二・民法総則講義（日本評論社、2007）

佐久間毅・民法の基礎 1 総則［第 3版］（有斐閣、2008）

大村敦志・基本民法Ⅰ［第 3版］（有斐閣 ,2007）

四宮和夫＝能見善久・民法総則［第 8版］（弘文堂、2010）

〔後期：事務管理・不当利得・不法行為〕

不法行為：吉村良一・不法行為法［第 4版］（有斐閣、2010）

窪田充見・不法行為法（有斐閣 ,2007）

事務管理・不当利得：潮見佳男・基本講義債権各論Ⅰ［第 2版］（新世社、2009）

＜成績評価の方法＞

平常点および期末に行われる筆記試験の成績によって評価する。

評価の 8 割は、筆記試験（各学期末に行われるもの）の成績に基づき、残り 2 割は、授業時の応答や小

テスト等を考慮した平常点に基づく。

評価方法の具体的内容、あるいはこれについて修正がある場合には、授業時に教員から説明する。なお、

筆記試験の受験資格の有無は、学期ごとの出欠状況を基準に判断されるので、注意されたい。また、成績

評価に際しては、上記の＜達成度＞が指標の 1 つとなる。

＜その他＞

オフィスアワーの日時は、別途案内する。
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科目群

授業科目

配当年次

第１年次科目

民法Ⅱ

Ｌ１

単位 ４ 担当教員 中原 太郎

開講学期 前期 週間授業回数 ２回

＜目 的＞

本講義では、民法第 3編第 1章および第 2章に規定されている、債権総則（債権総論）および契約（契

約法）を扱う。契約法は民法の中でも特に重要な分野であり、条文・判例の量も少なくないため、かなり

の学習量が必要となる。また、債権総論は、債権一般の機能や効果に関わる点で抽象度が高く、応用可能

性も広い。本講義を通じて、両分野に関する基本事項を習得するとともに、比較的単純な事例に適用する

力を身につけることが期待される。もっとも、授業時間の制約上、講義で扱う内容は限られるため、受講

者各自が十分な予習・復習を行う必要がある。

＜達成度＞

契約法および債権総論の分野の全体構造および基本的ルールを把握し、それを用いた法的議論を展開で

きるようになるとともに、具体的事例へのアプローチの方法をつかむ。

＜授業内容・方法＞

授業は、担当教員による基本事項の解説からなる。判例や事例について受講者に回答してもらうことも

ありうる。

○進行予定

原則として、契約総論、契約各論、債権総論の順に講義を進めるが、特定の事項につき、便宜上順序を

入れ替えることもある。以下のスケジュールを予定している。

第 1 回 債権法の全体構造

第 2 回 契約法の全体構造

第 3 回 契約の成立

第 4 回 契約の不履行

第 5 回 同時履行の抗弁権

第 6 回 履行障害

第 7 回 契約の終了

第 8 回 各種契約類型概観

第 9 回 権利移転型契約（その 1）

第 10 回 権利移転型契約（その 2）

第 11 回 権利移転型契約（その 3）

第 12 回 貸借型契約（その 1）

第 13 回 貸借型契約（その 2）

第 14 回 貸借型契約（その 3）

第 15 回 役務提供型契約（その 1）

第 16 回 役務提供型契約（その 2）

第 17 回 その他の各種契約

第 18 回 債権の種類、債権の効力

第 19 回 債務不履行（その 1）

第 20 回 債務不履行（その 2）

第 21 回 債権者の責任財産の保全①－債権者代位権

第 22 回 債権者の責任財産の保全②－詐害行為取消権

第 23 回 債権の消滅①－弁済

第 24 回 債権の消滅②－相殺
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第 25 回 多数当事者の債権関係①－連帯債務

第 26 回 多数当事者の債権関係②－保証債務

第 27 回 債権債務の移転①－債権譲渡

第 28 回 債権債務の移転②－債務引受、契約上の地位の移転

第 29 回 補足①－債権法改正の行方（その 1）

第 30 回 補足②－債権法改正の行方（その 2）

＜教科書・教材＞

1 教科書

潮見佳男『基本講義債権各論Ⅰ（第 2 版）』（新世社、2009 年）

角紀代恵『基本講義債権総論』（新世社、2008 年）

2 判例集

瀬川信久ほか『民法判例集 債権各論（第 3版）』（有斐閣、2008 年）

瀬川信久ほか『民法判例集 担保物権・債権総論（第 3版）』（有斐閣、2014 年）

3 参考書

山本敬三『民法講義Ⅳ -1』（有斐閣、2005 年）

中田裕康『債権総論（第 3 版）』（岩波書店、2013 年）

＜成績評価の方法＞

平常点および期末に行われる筆記試験の成績によって評価する。

評価の 8割は、筆記試験（学期末に行われるもの）の成績に基づき、残り 2割は、授業時の応答や小テ

ストなどを考慮した平常点に基づく。

評価方法の具体的内容、あるいはこれについて修正がある場合には、授業時に教員から説明する。なお、

成績評価に際しては、上記の＜達成度＞が指標の 1つとなる。

＜その他＞

オフィスアワーの日時は、別途案内する。
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科目群

授業科目

配当年次

第１年次科目

民法Ⅲ

Ｌ１

単位 ４ 担当教員
早川 眞一郎

石綿 はる美

開講学期 通年 週間授業回数
前期１回

後期隔週２回

＜目 的＞

本授業は、民法の物権法と家族法領域について基本的な思考方法と論理構造を理解し、自らそれらを用

いて法的な議論ができる能力を培うことを目的とする。

＜達成度＞

民法の物権法および家族法の分野の基本的なルールや考え方について、基礎的な理解を得たうえで、基

本的な法解釈論上の問題を含む事案について、問題の所在を把握し、事案解決の前提となる法解釈論をそ

の根拠とともに提示し、結論を導くことができるようになる。

＜授業内容・方法＞

受講者は民法の初心者を予定するが、短期間で広範な民法全領域を修得するには、受講者の積極的な予

習が不可欠となる。毎回の講義は、あらかじめ教員から指示された範囲について文献を読了した上で受講

することが前提とされる。

本授業の具体的内容は、以下のように物権法と家族法に分けられる。

物権法（14 コマ）

物権変動の検討を中心に、所有権について、あらゆる観点から議論ができる力を養う。その他の物権に

ついては、その理論的・実際的重要性に応じて検討する。

１ 序論 (1)

（１）履修分野の概要

（２）物権の意義と性質

２ 物権の変動

（１）序説 (2)

（２）不動産の物権変動 (3,4,5)

（３）動産の物権変動 (6)

３ 所有権 (7,8)

（１）所有権の意義と効力

（２）所有権の制限

（３）共同所有

４ 占有権、地上権など (9)

５ 担保物権の基礎 (10)

６ 抵当権 (11,12)

７ 留置権・先取特権・質権 (13)

８ 非典型担保 (14)

（教科書・参考書）

１ 教科書 永田眞三郎ほか『物権〔エッセンシャル民法２〕』（有斐閣、2005 年）

２ 判例教材 民法判例百選Ⅰ［第 7版］（有斐閣、2015 年）
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家族法（14 コマ）

親族法・相続法の解釈学的理解を目指す家事紛争の実体法がいかに構成されているかを理解する。親族

法では、夫婦や親子の法的要件とその法的効果を系統的に修得することを目指す。相続法は、財産法の議

論との比較も踏まえながら、正確な修得をはかる。

１ 序論 (1)

（１）家族・家族法とは何か

（２）家事事件処理手続き

２ 親族法

（１）夫婦 (2,3,4)

（２）親子 (5,6)

（３）後見・保佐・補助 (7)

（４）扶養 (7)

３ 相続法

（１）相続の開始 (8)

（２）相続人 (8)

（３）相続の承認・放棄 (9)

（４）相続財産 (9,10)

（５）遺言 (11)

（６）遺産の共有・管理 (12)

（７）遺産分割 (13)

（８）遺留分 (14)

（教科書・参考書）

１ 教 科 書 前田陽一ほか『民法Ⅵ（親族・相続）〔第 3版〕』（有斐閣、2015 年）※ 4月刊行予定

２ 判例教材 民法判例百選Ⅲ（有斐閣、2015 年）

内田貴ほか『民法判例集（親族・相続）』（有斐閣、2014 年）

その他参考書は、初回の講義で紹介をする。

＜成績評価の方法＞

各回の討論の内容および各期末に行われる筆記試験の成績によって評価する。評価の９割は、筆記試験

（学期末に行われるものに加えて、授業時間中に必要に応じて行われる小テストを含む）の成績に基づき、

残りの１割は、平常点（授業中における応答内容等を材料として授業にどれくらい効果的に参加したか）

に基づき、行う。評価方法の具体的内容、あるいはこれについて修正がある場合には、授業時に教員から

説明する。なお、成績評価に際しては、上記の＜達成度＞が指標の１つとなる。

＜その他＞

オフィスアワーについては、別途、案内する。
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科目群

授業科目

配当年次

第１年次科目

刑 法

Ｌ１

単位 ４ 担当教員 成瀬 幸典

開講学期 通年 週間授業回数 １回

＜目 的＞

この講義は、法曹になるために必要不可欠な刑法の基本的な枠組みを理解することを目的としています。

刑法の理論的・体系的理解を目指しますが、受講生が、将来、法曹になることを希望していることを踏ま

え、実務を意識した実践的な問題にも触れる予定です。

＜達成度＞

①刑法に関する基本的な解釈論上の論点について、問題の所在を把握し、事案解決の前提となる法理論

をその法的根拠とともに提示することができるようになること、および、②基本的な解釈論上の問題を含

む事案について、その解決に必要となる事実を抽出・指摘し、自分の結論を基礎づけることができるよう

になることがこの講義の目標ですので、後述のように、成績評価もこの観点から行います。

＜授業内容・方法＞

講義は、第１部（前期）と第２部（後期）に分かれます。

第１部では、犯罪の成立に関する一般的な理論である「刑法総論」において論じられている問題を１５

のテーマに分けて、第２部では、個々の犯罪固有の問題を扱う「刑法各論」の諸問題を１５のテーマに分

けて扱います。

あらかじめ、「事例・設問」、「必読判例」、「必読文献」、「参考判例」、「参考文献」等が示された予習課題

を TKC 上に掲示しますので、それに基づいて予習をして、講義に出席してください。講義では、教員が

設問についての解説を行いますが、その際、適宜、学生を指名して発言を求めます。その発言は、成績評

価の対象となりますから、十分に予習をして講義に臨んでください。学生の皆さんは、法学未修者ですか

ら、高度な内容の発言が期待されているわけではありません。読むべき文献・判例を読んでいれば、答え

られるような質問が行われると考えてください。

具体的な講義の進行予定は以下のとおりです。

（第一部）

第１講 刑法の目的と罪刑法定主義

第２講 構成要件該当性１―実行行為と危険概念

第３講 構成要件該当性２―不作為犯

第４講 構成要件該当性３―因果関係

第５講 違法性１ ―違法性の本質と違法性阻却事由

第６講 違法性２ ―正当防衛と緊急避難１

第７講 違法性３ ―正当防衛と緊急避難２

第８講 責任１ ―責任の本質と責任能力

第９講 責任２ ―故意

第 10講 責任３ ―過失

第 11 講 未遂犯

第 12講 正犯と共犯

第 13 講 共同正犯

第 14 講 教唆犯と幇助犯

第 15 講 罪数
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（第二部）

第１講 個人的法益に対する罪１ ―生命・身体に対する罪１

第２講 個人的法益に対する罪２ ―生命・身体に対する罪２

第３講 個人的法益に対する罪３ ―自由に対する罪

第４講 個人的法益に対する罪４ ―名誉・信用に対する罪など

第５講 個人的法益に対する罪５ ―財産に対する罪１

第６講 個人的法益に対する罪６ ―財産に対する罪２

第７講 個人的法益に対する罪７ ―財産に対する罪３

第８講 個人的法益に対する罪８ ―財産に対する罪４

第９講 個人的法益に対する罪９ ―財産に対する罪５

第 10講 個人的法益に対する罪 10 ―財産に対する罪６

第 11 講 社会的法益に対する罪１ ―公共の平穏に対する罪

第 12 講 社会的法益に対する罪２ ―偽造罪１

第 13 講 社会的法益に対する罪３ ―偽造罪２

第 14 講 国家的法益に対する罪１ ―国家の作用に対する罪１

第 15 講 国家的法益に対する罪２ ―国家の作用に対する罪２

＜教科書＞

第１部について、基本書は特に指定しませんが、個々の問題に関する判例の立場を確認するために、成

瀬幸典＝安田拓人『判例プラクティス刑法Ⅰ総論』（信山社）を使用します。

第２部については、西田典之『刑法各論（第６版）』（弘文堂）及び成瀬幸典＝安田拓人＝島田聡一郎『判

例プラクティス刑法Ⅱ各論』（信山社）を使用します。

＜教 材＞

教材は、TKC 上に掲示します。講義は、この教材を中心に行いますので、学生の皆さんはこれをもとに

予習をしてきてください。

＜参考書＞

第１部に関して、

・伊藤・小林・鎮目・成瀬・安田著『アクチュアル刑法総論』（弘文堂）。

第１部 ･第２部共通のものとして、

・西田典之＝山口厚＝佐伯仁志『刑法の争点』（有斐閣）

＜成績評価の方法＞

成績の評価は、学期末（前期及び後期の２回）に行う筆記試験と講義における発言・態度などを総合的

に考慮して行います（筆記試験 85 ％程度、平常点 15 ％程度を予定しています）。なお、成績評価に際し

ては、上記の＜達成度＞が指標の１つとなります。
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科目群

授業科目

配当年次

第１年次科目

商 法

Ｌ１

単位 ４ 担当教員 得津 晶

開講学期 後期 週間授業回数 ２回

＜目 的＞

企業組織および企業取引に関する法領域である商法について、その基本的な概念や制度を理解した後、

法律家としてその修得が不可欠な分野として特に会社法を中心に学習する。

概念や制度をなぜそれらが存在するのかという理論的根拠から理解するとともに、変動著しい現代の経

済社会において商法がどのように運用されまた変容しつつあるかということをたえず意識し、２年次以降

の実践的能力養成に必要な基礎的な能力を身に付けることを目標とする。

＜達成度＞

重要な概念・制度・条文について、その内容や趣旨などを理解し説明できるようにする。

短い事例問題について、重要な事実を抽出・分析し、条文や判例をあてはめて結論を導く基礎的な能力

を身に付ける。

さらに会社法が他の基本法律科目と比較して今後も改正や判例法の進展が相次ぐことに鑑み、受講生が

判例、文献等を調べて自分の力で新たな重要な概念を理解する力、今後も受講生自身が自分の力で勉強で

きるようにすることが最終目標である。

＜授業内容・方法＞

予習課題として法科大学院共通的到達目標（コア・カリキュラム）第二次案修正案を項目ごとに範囲を

指定し、受講者は教科書や判例集を用いてその解答を作成する。この過程によって、重要な概念・制度・

条文について、その内容や趣旨などの理解だけでなく、裁判例、文献から各自で理解する力をつけること

をめざす。

授業では、講師が、コア・カリキュラムの問題から受講生が自力では理解することが難しい分野、誤解

しやすい分野をピックアップし、解説する。そのほか、コア・カリキュラム以降の新たな裁判例の動向（典

型的には買収防衛策関連）や平成 26 年会社法改正の内容も解説していく。

商法と呼ばれる法分野には、会社法、商法総則、商行為法・商取引法、手形法・小切手法、保険法・海

商法が含まれるが、実務での重要性および時間の制約から、この授業では会社法に全体の 4 分の 3 以上

（ないしほとんど）の時間を割く予定である。

[01] 商法の意義／商人と商行為

[02] 会社法総論①――企業と会社／会社の種類

[03] 会社法総論②――法人性

[04] 会社法総則（商法総則）①――商号・使用人

[05] 会社法総則（商法総則）②――事業譲渡・商業登記

[06] 株式会社の運営機構――総論

[07] 機関の構築／機関相互間における権限の分配

[08] 株主の議決権／株主総会の招集・議事・決議／株主総会決議の瑕疵

[09] 取締役会と代表取締役

[10] 取締役と会社との利害調整①――競業取引の規制

[11] 取締役と会社との利害調整②――利益相反取引の規制

[12] 取締役の会社に対する責任／代表訴訟

[13] 取締役の第三者に対する責任

[14] 株式会社の監視・監督機構／監査役・会計監査人①

[15] 株式会社の監視・監督機構／監査役・会計監査人②

[16] 株式会社の資金調達／株式の種類／募集株式の発行等

[17] 違法な募集株式の発行等に対する救済
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[18] 新株予約権／社債

[19] 株式譲渡の自由と制限／株式譲渡の法律関係

[20] 会社の設立／解散・清算

[21] 組織再編・企業結合・企業買収①――各種組織再編の概要

[22] 組織再編・企業結合・企業買収②――組織再編における株主と債権者の保護

[23] 組織再編・企業結合・企業買収③――企業買収

[24] 会社の計算をめぐる法規制

[25] 株式単位の調整ほか

[26] 企業取引と民法・商法――商行為法

[27] 企業取引の補助者・仲介者／物流取引

[28] 手形・小切手の意義と機能

＜教科書・教材＞

詳細は開講時までに指定するが、平成 27 年 1 月現在では以下の教材の使用を予定している。

教科書：伊藤靖史ほか『リーガルクエスト会社法〔第 3版〕』（有斐閣・2015 年 4 月公刊予定）

判例集：山下友信＝神田秀樹編『商法判例集［第 6版］』（有斐閣・2014）

参考書：江頭憲治郎『株式会社法〔第 5版〕』（有斐閣・2014）（参考書の必要性の程度、使用方法につい

ては初回に説明するつもりなので買い急ぐ必要はない）

項目ごとに予習課題として法科大学院共通的到達目標（コア・カリキュラム）第二次案修正案を使用す

る。コア・カリキュラムはウェブサイトにあるので各自ダウンロードしておくこと。

法科大学院協会 HP：http://www.lskyokai.jp/info/info20101018.html

商法（第二次案修正案）：http://www.lskyokai.jp/info/20101018/6.pdf

＜成績評価の方法＞

学期末に実施する筆記試験の成績（67 ％程度）および授業中における予習課題を中心とする質疑応答の

状況（33 ％程度）を勘案して、総合的に評価する。なお、成績評価に際しては、上記の＜達成度＞が指標

の１つとなる。

＜その他＞

授業中に受講生を指名し発言を求め、その内容は成績評価に反映させる。

なお、問題演習等を授業時間に行うことがあるが、国家試験対策をするつもりは毛頭ないので留意する

こと。
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科目群

授業科目

配当年次

第１年次科目

民事訴訟法

１

単位 ２ 担当教員 坂田 宏

開講学期 後期 週間授業回数 １回

＜目 的＞

わが国の民事訴訟法の基本的な仕組みを知り、訴えの提起から判決に至るまでの手続過程において問題

となる基礎的概念や理論的問題点を理解することを目的とする。

＜達成度＞

民事裁判の手続過程において生じる法解釈論上の基本的問題点について、理論的な把握と、法的根拠に

基づいた事案解決を導き出せる能力を培い、その解決に必要となる事実を摘示して、自分の結論を基礎づ

けることができる能力を養成する。

＜授業内容・方法＞

1. 授業内容

授業は、手続を時間軸に沿って説明している山本＝長谷部＝松下『民事訴訟法』（有斐閣アルマ・最新版）

に依拠しつつ行う。

2. 授業方法

授業では、受講者が事前に教科書・参考書・判例百選その他の資料を熟読していることを前提として、

法学未修者がその内容を正確に理解しうるよう、質疑応答をも交えながら講義する。授業後の復習におい

ては、民事訴訟法に関する教科書・参考書・基本書などから必要な情報を各自収集することが期待される。

何が信頼に値する資料であるかに関する情報は担当教員の側から随時提供していく。

3. 予定（計 14 回）

①民事訴訟の役割・特徴・限界・理念（オリエンテーションを兼ねて）〔10/2〕

②民事訴訟法を学ぶにあたって（民事訴訟法を輪切りにする！）〔10/9〕

③訴えの提起／訴状の記載事項（1）：訴え・訴えの利益〔10/16〕

④訴状の記載事項（2）：民訴法 133 条 2 項（請求の趣旨・原因／当事者）〔10/23〕

⑤訴状の記載事項（3）：当事者適格／法定代理・訴訟代理〔10/30〕

⑥訴状の提出・第 1 回期日の準備（管轄／重複訴訟の禁止／訴状審査・送達）〔11/6〕

⑦口頭弁論／弁論主義（1）〔11/13〕

⑧弁論主義（2）／口頭弁論における当事者の行為〔11/20〕

⑨裁判所による口頭弁論の指揮／口頭弁論の準備〔11/27〕

⑩証拠調べと事実認定（1）：証拠調べ手続〔12/4〕

⑪証拠調べと事実認定（2）：事実認定／判決事項と訴訟要件〔12/11〕

★小テスト〔12/18〕

⑫判決の効力（1）〔1/8〕

⑬判決の効力（2）〔1/15〕

⑭訴訟手続の中断＆請求・当事者の変動／上訴の基礎〔1/22〕

⑮後期試験
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＜教科書・教材＞

教科書は、山本弘＝長谷部由紀子＝松下淳一『民事訴訟法』（有斐閣アルマ・最新版）である。

参考書は、三木浩一＝笠井正俊＝垣内秀介＝菱田雄郷『民事訴訟法』（有斐閣 Legal Quest）を強く推奨

する。

判例集としては、民事訴訟法判例百選（最新版・有斐閣）や上原ほか『基本判例民事訴訟法』（有斐閣・

最新版）がある。

基本書として定評があるものに、新堂幸司『新民事訴訟法』（弘文堂）、伊藤眞『民事訴訟法』（有斐閣）、

高橋宏志『重点講義民事訴訟法（上）（下）』（有斐閣）、松本博之＝上野泰男『民事訴訟法』（弘文堂）〔す

べて最新版〕などがある。

＜成績評価の方法＞

定期（後期）試験 90 ％、平常点 10 ％で評価する。12 月末に行う小テストは平常点の参考とする。なお、

成績評価に際しては、上記の＜達成度＞が指標の１つとなる。

＜その他＞

連絡先アドレス：sakata@law.tohoku.ac.jp 
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科目群

授業科目

配当年次

第１年次科目

刑事訴訟法

Ｌ１

単位 ２ 担当教員 井上 和治

開講学期 前期 週間授業回数 １回

＜目 的＞

我が国における刑事手続の全体的な構造を把握すると同時に、刑事訴訟法を支える基本原則や諸概念の

意義を正確に理解することを目的とする。

＜達成度＞

個別的な問題の解決に際し、「人権の保障と真実発見の必要を勘案すると……」等といった抽象的な概念

に依拠した安易な利益衡量にとどまらず、あくまでも事案に即したかたちで、具体的な根拠に基づく論理

的・説得的な議論を展開する能力の習得を目指す。

＜授業内容・方法＞

講義及び受講者との対話・討論によって授業を進める。予習範囲を指定するので、受講者は、教科書と

判例集の該当部分を読んで全体像を把握した後、事前配布するレジュメの設問に十分な検討を加えたうえ

で、講義に臨むことが求められる。

第 1 回 刑事訴訟法序説

第 2 回 強制捜査と任意捜査

第 3 回 捜査の端緒

第 4 回 逮捕・勾留

第 5 回 被疑者取調べ

第 6 回 捜索・差押え①

第 7 回 捜索・差押え②

第 8 回 接見交通

第 9 回 起訴状の記載

第 10回 訴因の変更①

第 11 回 訴因の変更②

第 12回 証拠法総論

第 13 回 違法収集証拠排除法則

第 14 回 自白法則

第 15 回 伝聞法則

＜教科書・教材＞

・教科書 宇藤崇＝松田岳士＝堀江慎司『刑事訴訟法』（有斐閣）

・判例集 井上正仁ほか編『刑事訴訟法判例百選（第 9版）』（有斐閣）

＜成績評価の方法＞

期末試験（80 ％）、講義中の発言内容（20％）によることを予定している。前記＜達成度＞を重要な指

標として成績評価を行う。

＜その他＞
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科目群

授業科目

配当年次

基幹科目

実務公法

Ｌ２

単位 ６ 担当教員
中原 茂樹

中林 暁生

開講学期 通年 週間授業回数
前期２回

後期１回

＜目 的＞

この授業では、第１年次に配当される「憲法」・「行政法」で養われた知識を前提としつつ、憲法訴訟お

よび行政関係訴訟に関する訴訟実務を対象とした憲法・行政法上の専門的諸問題について詳細に検討する。

それを通じて、法曹実務家として有することの望まれる、憲法訴訟・行政関係訴訟についての知識・思

法・法技術を習得することが課題となる。

実務公法では、戦後の最高裁判例および下級審の重要裁判例を検討するケース・スタディが予定されて

いる。

このうち、憲法編（実務憲法）では、いわゆる「憲法訴訟」の中で、憲法上の主張をどのように構成し

うるのか、という観点から、判例及び裁判例の検討を行う。

また、行政法編（実務行政法）では、行政法の実務と理論の両面から見て重要な問題を網羅的にとりあ

げ、判例を素材に、事案の多角的・実践的な分析・検討を行うことにより、行政をめぐる代表的な紛争事

例が行政法的に見てどのような意味を有するか、また、裁判過程をも含め、その合理的な解決のためにど

のような手段と判断基準を用いることが適切かを学ぶ。

【憲法編（実務憲法）】

＜達成度＞

第１年次に学んだ憲法に関する基本的事項の理解を前提として、具体的な事案につき、①その事案にお

ける憲法上の問題とは何であるか、②具体的な訴訟（民事・刑事・行政）において，そのような問題につ

いての憲法上の主張はどのように構成しうるのか、の２点を検討できる基礎的能力を身につける。

＜授業内容・方法＞

毎回、ＴＫＣ上に予習課題を掲載する予定である。授業は、予習課題を踏まえつつ、教員による質問と

それに対する受講生の応答という形で進めていく。

なお、各回で採り上げる判例・裁判例の詳細は、初回の講義で指示する。

１．憲法判例を読む

２．憲法判例研究①

３．憲法判例研究②

４．憲法判例研究③

５．憲法判例研究④

６．憲法判例研究⑤

７．憲法判例研究⑥

８．憲法判例研究⑦

９．憲法判例研究⑧

10．憲法判例研究⑨

11．憲法判例研究⑩

12．憲法判例研究⑪

13．憲法判例研究⑫

14．憲法訴訟①

15．憲法訴訟②

＜教科書・教材＞

小山剛『「憲法上の権利」の作法新版』（尚学社、2011 年）

― ―33



＜参考書＞

芦部信喜（高橋和之補訂）『憲法第 5 版』（岩波書店、2011 年）

高橋和之『立憲主義と日本国憲法〔第 3 版〕』（有斐閣、2013 年）

辻村みよ子『憲法〔第 4 版〕』（日本評論社、2012 年）

長谷部恭男＝石川健治＝宍戸常寿編『憲法判例百選Ⅰ〔第 6 版〕』『憲法判例百選Ⅱ〔第 6 版〕』（有斐閣、

2013 年）

憲法判例研究会編『判例プラクティス憲法〔増補版〕』（信山社、2014 年）

中原茂樹『基本行政法』（日本評論社、2013 年）

＜成績評価の方法＞

期末試験 90 ％・平常点 10 ％。成績評価に際しては、上記＜達成度＞が指標の１つとなる。

【行政法編（実務行政法）】

＜達成度＞

１年次に学んだ行政法に関する基本的事項の理解を前提として、具体的な事案に関して、①個別法の仕

組みのもとで、行政活動が違法となるのはどのような場合か（あるいは、行政に関して、国民にどのよう

な権利・義務が生じているか）、②それを訴訟等で争うにはどうすればよいか（訴訟類型の選択および訴訟

要件の検討等）、の２点を分析・検討できる基礎的能力を身につける。

＜授業内容・方法＞

以下の項目について、設例を多用した教材を用い、判例を手がかりとしながら、「行政法理論・通則的法

律」と「個別法・事案」とを架橋する能力を養成することを目指す。

１．行政法の存在理由・行政法の特色

２．行政と法律との関係――法律による行政の原理

３．行政法の一般原則

４．行政組織法

５．行政過程論の骨格

６．行政処分（事前手続を中心に）（その 1）

７．行政処分（事前手続を中心に）（その 2）

８．行政裁量（その 1）

９．行政裁量（その 2）

10．行政立法

11．行政指導

12．行政契約

13．行政調査

14．行政上の義務履行確保の手法

15．行政上の不服申立て

16．行政訴訟の類型および相互関係

17．取消訴訟の対象（その１）

18．取消訴訟の対象（その２）

19．取消訴訟の対象（その３）

20．原告適格（その１）

21．原告適格（その２）

22．狭義の訴えの利益

23．取消訴訟の審理・判決

24．取消訴訟以外の抗告訴訟

25．抗告訴訟以外の行政訴訟

26．国家賠償法１条

27．国家賠償法 2 条

28．損失補償
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＜教科書・教材＞

中原茂樹『基本行政法〔第２版〕』（日本評論社、２０１５年３月）および稲葉馨ほか編『ケースブック

行政法〔第５版〕』（弘文堂、２０１４年）を教科書として用いる。

＜参考書＞

塩野宏『行政法Ⅰ〔第５版補訂版〕』・『行政法Ⅱ〔第５版補訂版〕』（有斐閣）

小早川光郎『行政法上』・『行政法講義下Ⅰ・下Ⅱ・下Ⅲ』（弘文堂）

宇賀克也『行政法概説Ⅰ〔第５版〕』・『行政法概説Ⅱ〔第４版〕』（有斐閣）

芝池義一『行政法総論講義〔第４版補訂版〕』・『行政救済法講義〔第３版〕』（有斐閣）

藤田宙靖『行政法総論』（青林書院）

＜成績評価の方法＞

期末試験 90 ％・平常点 10 ％。成績評価に際しては、上記の＜達成度＞が指標の１つとなる。

【実務公法の総合成績について】

憲法（１００点満点）、行政法前期成績（１００点満点）、および行政法後期成績（１００点満点）を合

計した点数（３００点満点）を３で除した点数をもって実務公法の総合成績（満点は１００点）とし、総

合成績が６０点以上を合格とする。
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科目群

授業科目

配当年次

基幹科目

実務民事法

Ｌ２

単位 １４ 担当教員
坂田・渡辺・信濃・久保野

・中原（太）・吉原・森田

開講学期 通年 週間授業回数
前期３回

後期４回

＜目 的＞

この授業では、Ｌ１ないし学部段階において得た民法、商法、民事訴訟法に関する基本的な理解を前提

とし、それらの法律の裁判実務等における具体的適用のあり方を立体的・複合的に学ぶことを目的とする。

＜達成度＞

民事訴訟法分野（４単位相当：前期２単位、後期２単位相当）においては、１年次に学んだ民事法に関

する基本的事項について理解していることを前提として、その体系的な知識を具体的な事例に当てはめ、

説得的な結論を自分の力で導き出すために必要な能力（①複雑な事実関係を分析して論点を発見し、法的

な争点を構成する能力、②判例等において示された、当該事案に適用すべきルールを的確に選択し、それ

を精確に表現・展開する能力、③事案の解決に必要な事実を当該事案から抽出し、自らの判断の根拠を説

得的に提示する能力など）を養うこと。

民法分野（6 単位相当：通年 4 単位相当に加え、後期に 2 単位相当を開講）・商法分野（通年 4 単位相

当）においては、Ｌ１ないし学部段階で得た基本的な知識や理解を基礎とし、私法領域における紛争につ

いて、具体的事実を素材として、そこに含まれる法的問題を抽出し、その解決に向けた分析・検討を行っ

た上で結論を導くこと、既存のルールや考え方では解決の困難な問題についても、多角的な考察に取り組

む基礎的能力を身に付けること、そして、こうした思考の過程を論理的にかつ的確に表現することができ

るようになること。

＜授業内容・方法＞

１．授業内容

民事訴訟法分野においては、民事裁判の具体的な進み方について、Ｌ１ないし学部段階において得た民

事訴訟法に関する基本的な理解を前提とし、これを具体的な事例を題材にあてはめることにより、裁判実

務に対応できる能力と深い理解力とを身につけることを目的とする。具体的には『ロースクール民事訴訟

法』〔第 4 版・有斐閣〕を教科書として用いながら、双方向的授業で進めて行く。

民法分野・商法分野においては、民商法の重要論点について、具体的に裁判等で適用されることを前提

とした上で、更に理解を深め、実践的応用能力を養うことが目的とされる。具体的には、後掲３ ｢予定 ｣

に掲げた題材に関する事例を用い、各題材につき、問題点を洗い出して分析したうえで総合的かつ多角的

な検討を行う（ただし、題材によっては事例を用いずに授業がなされることもありうる）。なお、現実には、

既存の法準則を前提とした事前のプラニングが、法曹の活動において極めて重要な位置を占めるが、これ

については、展開・先端科目群における企業法務演習に委ねられる。

２．教育方法

各回の授業は、基本的に、事例問題をめぐる担当者と受講者との対話によって進行することとなる。し

たがって、受講者は、事例問題に含まれる法的問題に関する文献を熟読し、毎回の授業において、事例問

題について、そこに含まれる法的問題を抽出し、その解決に向けた分析・検討を行った上で結論を導くこ

と、その過程を論理的にかつ的確に表現することが求められる。このことを通じて、受講者は、従前の法

律知識を、実践に応用可能な「生きた知識」へと変化させることとなる。

３．予定

1. 民事訴訟法分野

（1）オリエンテーション〔判例の読み方その他の伝授〕（4/10）

（2）民事訴訟の全体を捉える（4/17）

（3）相殺の抗弁と重複訴訟の禁止（4/24）

（4）当事者死亡の場合の訴訟の行方（5/1）
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（5）当事者を認識する手段、当事者を間違えた場合の処置（5/8）

（6）集団訴訟（5/15）

（7）確認の利益とは（5/22）

（8）訴訟要件、訴訟判決（5/29）

（9）法律上の争訟と宗教上の問題（6/5）

（10）原告の申し立ての拘束力と不利益変更禁止原則（6/12）

（11）弁論主義：自白とは（6/19）

（12）求釈明とは（6/26）

（13）事実認定論（7/3）

（14）文書提出命令（7/10）

（15）証拠調べにおける公務秘密（7/17）

（16）中間試験（前期試験）

（17）争点証拠整理手続と時機に後れた攻撃防御方法の却下（10/6）

（18）一部請求（10/13）

（19）判決効の客観的範囲（10/20）

（20）判決効の基準時（10/27）

（21）判決効の主観的範囲（11/10）

（22）定期金賠償と鑑定（11/17）

（23）複数請求と控訴（11/24）

（24）補助参加と同時審判申出共同訴訟（12/1）

（25）独立当事者参加と債権者代位訴訟（12/8）

（26）訴訟承継（12/15）

（27）医療関係訴訟（12/22）

（28）消費者訴訟（1/5）

（29）離婚訴訟（1/12）

（30）限定承認（1/19）

（31）定期試験（後期試験）

２ .民法分野

民法分野は、民法の領域全般にわたる事例演習を行う講義（通年 4 単位相当：水曜日開講）と、主とし

て不動産取引・登記制度に関わる具体的事例及び関連判例を素材として理論と実務の融合的理解に向けた

検討を行う講義（後期 2 単位相当：金曜日開講）の 2 つのパートに分けて実施する。前者は、民法の重要

論点について実践的応用能力を養うことを目的とするものであり、後者は、不動産取引を素材として、実

体的権利関係、公示手段としての登記制度の実際及びこれらと関連する判例実務の状況を多角的に分析・

検討することを通じて、理論と実務との架橋的学習を行うことを目指すものである。具体的には、以下の

ような講義スケジュールを予定している。

［事例演習（通年）］

（前 期）

①契 約

(1) 動産売買 1（行為能力、契約の取消し・原状回復）

(2) 動産売買 2（売主の担保責任、無権代理・表見代理）

(3) 動産売買 3（契約の解除、損害賠償）

(4) 動産売買 4（継続的供給契約）

(5) 賃貸借 1（賃借権の無断譲渡、信頼関係の破壊）

(6) 賃貸借 2（敷金、抵当権と賃借権）

(7) 請負（注文者の報酬支払義務、請負の瑕疵担保）

(8) 委任（死後の事務処理と委任、銀行預金契約）
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②銀行取引・債権回収

(9) 銀行取引（約款、預金契約）

(10) 債権回収 1（責任財産の保全、債権の準占有者に対する弁済）

(11) 債権回収 2（債権の譲渡、消滅時効）

(12) 債権回収 3（多数当事者の債権債務、相殺）

③総合問題

(13) 前期総合問題 1

(14) 前期総合問題 2

④中間試験

（後 期）

⑤不法行為・不当利得

(1) 不法行為 1（一般不法行為）

(2) 不法行為 2（特殊不法行為）

(3) 不当利得

⑥物権・担保物権

(4) 物権 1（添付、費用償還）

(5) 物権 2（占有）

(6) 物権 3（共同所有）

(7) 担保物権 1（不動産担保）

(8) 担保物権 2（動産担保）

(9) 担保物権 3（債権担保）

⑦家族法

(10) 家族法 1（親族法の基礎、夫婦、親族）

(11) 家族法 2（親子、親権、後見、扶養）

(12) 家族法 3（法定相続、遺言相続）

⑧総合問題

(13) 後期総合問題 1

(14) 後期総合問題 2

⑨期末試験

［不動産取引・登記制度（後期）］

(1) 不動産登記制度、登記簿の見方、登記請求権 1 

(2) 不動産登記制度、登記簿の見方、登記請求権 2 

(3) 中間省略登記、仮登記、登記と対抗問題 1

(4) 中間省略登記、仮登記、登記と対抗問題 2

(5) 不動産売買に関する諸問題 1

(6) 不動産売買に関する諸問題 2

(7) 抵当権の担保機能の拡大、賃料に対する物上代位、抵当権者による

抵当不動産の不法占有者の排除の方法 1

(8) 抵当権の担保機能の拡大、賃料に対する物上代位、抵当権者による

抵当不動産の不法占有者の排除の方法 2

(9) ～ (14) 重要判例 1 ～ 6

・以下のような判例を取り扱う予定である。変更の場合には、TKC にて事前に告知する。

①最判平成 6年 2月 8日民集 48 巻 2号 373 頁

（物権的請求権の相手方）

②最判昭和 40 年 9月 21 日民集 19 巻 6 号 1560 頁

（特約によらない中間省略登記請求権）

③最判平成 18 年 2 月 23 日民集 60 巻 2号 546 頁

（民法 94 条 2項・110 条の類推適用）
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④最判平成 18 年 1 月 17 日民集 60 巻 1 号 27 頁

　最判平成 10年 2 月 13 日民集 52 巻 1 号 65 頁

（不動産所有権及び地役権の時効取得と登記）

⑤最判平成 10 年 1 月 30 日民集 52 巻 1 号 1頁

（抵当権による物上代位と債権譲渡との優劣）

⑥最判平成 6年 2月 22 日民集 48 巻 2号 414 頁

最判平成 18 年 10 月 20 日民集 60 巻 8号 3098 頁

（不動産譲渡担保の目的物件の譲渡担保権者による処分及び譲渡担保権者の債権者による差押え）

(15) 後期試験

3．商法分野

(1) 株式会社の機関設計

（株式会社の機関設計と機関相互間の権限分配）

(2)(3) 株主総会・取締役会の議事運営と決議の瑕疵

（取消・無効・不存在の区別と具体例ほか）

(4)(5) 取締役と会社との利害の対立

（競業取引、利益相反取引、役員報酬ほか）

(6)(7) 取締役の対会社責任

（経営判断原則、法令違反行為、監視義務と内部統制ほか）

(8) 対外的業務執行と取引の相手方の保護

（必要な決議を欠く行為、表見代表取締役、権限濫用ほか）

(9)(10) 株主による監督是正

（株主代表訴訟、帳簿閲覧権ほか）

(11)(12) 監査役設置会社・監査等委員会設置会社・指名委員会等設置会社

（各類型の会社の監査監督体制の違い、各類型の会社の設計と運営）

(13) 会社の設立

（発起人の権限、設立中の会社と開業準備行為ほか）

(14)(15) 会社の倒産と民事責任

（取締役の対第三者責任、法人格の否認、事業譲渡と商号の続用ほか）

［後期］

(16)(17) 株式会社の計算・会社財産の分配

（計算書類の内容、剰余金の配当、自己株式ほか）

(18)(19) エクイティ・ファイナンス

（新株の有利発行と不公正発行、新株発行の無効と不存在ほか）

(20)(21) オプション・ファイナンス

（新株予約権の意義と内容、新株予約権の発行、新株予約権の価値ほか）

(22) デット・ファイナンス

（社債と負債、社債の発行、社債の管理ほか）

(23) 種類株式

（種類株式の法規整、各種の種類株式）

(24) 株式の流通

（株式の流通と対会社関係、株式の譲渡制限ほか）

(25)(26)(27)(28) 組織再編

（合併と事業譲渡、各種組織再編手続、企業買収と企業防衛ほか）

(29) 持分会社

（会社形態の選択、合名会社・合資会社・合同会社ほか）

(30) 総則・商行為の重要論点

（商業登記、商号・名板貸、企業活動の補助者ほか）
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＜教科書・教材＞

民事訴訟法分野については、三木浩一＝山本和彦編『ロースクール民事訴訟法』（第 4 版、有斐閣）を

教科書とする。自学習の参考書としては、三木浩一＝笠井正俊＝垣内秀介＝菱田雄郷『民事訴訟法』（最新

版、有斐閣 Legal Quest）を強く推奨する（その他のものとして、山本弘＝長谷部由起子＝松下淳一著『民

事訴訟法』（最新版、有斐閣アルマ）がある。）基本書としては、伊藤眞『民事訴訟法』（最新版、有斐閣）、

高橋宏志『重点講義民事訴訟法』上・下（最新版、有斐閣）、松本博之＝上野泰男『民事訴訟法』（最新版、

弘文堂）、民事訴訟法判例百選（第 4 版）を参考書として指定する。

民法分野については、原則として、各回に授業で取り上げる事例問題を事前に TKC に掲載又は配布す

る。教科書は特に指定しないが、授業のなかで随時参考文献を示す。

商法分野については、原則として、各回に事例を中心とする教材をコピーして配布する。

＜成績評価の方法＞

1. 単位の認定は、民法分野、商法分野、民事訴訟法分野それぞれの成績から、原則として各 60 点以上を

基準として、総合して判定する。成績評価は、授業における議論の内容と、定期的に行われる試験の結

果とを総合して評価する。定期試験受験資格の認定は、全 14 単位を、民法分野6 単位、商法分野 4 単

位、民事訴訟法分野 4 単位、に分割し、個別に行う。また、成績評価に際しては、上記の＜達成度＞が

指標の１つとなる。

2. 各分野それぞれの成績評価の方法は次のとおりである。

民事訴訟法分野の採点基準は、中間テストを含む筆記試験 90 ％、平常点 10 ％で行う。

民法分野は、［事例演習（前期）］・［事例演習（後期）］・[ 不動産取引・登記制度（後期のみ）] ごと

に筆記試験及び平常点により評価を行い、それらの平均点を最終成績とする。それぞれの評価は、筆記

試験の成績を 80 ％、授業時の応答内容等の平常点を材料として授業にどれくらい効果的に参加したか

を 20 ％として、評価を行う。

商法分野の成績評価は、評価の 70% は筆記試験の成績に基づき、30% は期中の課題レポートの成績

や授業時の応答内容等（授業にどれくらい効果的に参加したか）に基づき行う。

以上の基準の修正や評価方法の詳細については、授業時に担当教員から説明する。

3．「実務民事法」（14 単位）の総合判定については次のとおりである。

「実務民事法」（14 単位）の合否を総合判定するに当たっては、この科目の性質上、民事法のすべて

の分野について等しく習熟することが求められるものと位置付け、3 分野（民法分野、商法分野、民事

訴訟法分野）の「単純平均」（小数点以下切り捨て）をもって科目の成績評価とする。具体的には、以

下のとおり（各分野100 点満点換算）。① 3 分野の合計が180 点未満の者は、不合格とする。② ①に

かかわらず、3 分野のうち 2 分野が不合格の者は、不合格とする。

＜その他＞

連絡等には、TKC の教育支援システムを用いる予定である。

オフィス・アワーについては別途案内する。
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科目群

授業科目

配当年次

基幹科目

実務刑事法

Ｌ２

単位 ８ 担当教員 矢部・成瀬・井上

開講学期 通年 週間授業回数 ２回

＜目 的＞

受講者が、刑事法に関する基本的事項について理解していることを前提として、その体系的な知識を具

体的な事例に当てはめ、説得的な結論を自分の力で導き出すために必要な能力を高めることを目的とする。

講義では、判例や仮想事例を素材として用い、①複雑な事実関係を分析して論点を発見し、法的な争点

を構成する、②類似した問題に関する判例を比較したり、事案中の事実を変化させたりすることによって

判例理論の内容を明確にし、その射程を検討する、③その判例理論を前提に、自らの主張を的確な表現で、

説得的に展開する、④判例の批判的検討によって、あるべき新たなルールを提示する、などの作業を通じ

て、より実践的な問題解決の訓練を行う。

これらの訓練は、刑事裁判実務との有機的なつながりを意識して行われる。理論が、現実の事件解決に

当たって、どのように具体化され、機能するのか、研究者と実務家という複数の視点による議論に触れる

ことによって、理解を深めることも、本講義の重要な目的である。

＜達成度＞

１年次に学んだ刑事法に関する基本的事項について理解していることを前提として、その体系的な知識

を具体的な事例に当てはめ、説得的な結論を自分の力で導き出すことができる。

具体的には、①複雑な事実関係を分析して論点を発見し、法的な争点を構成することができる、②判例

等において示された、当該事案に適用すべきルールを的確に選択し、それを精確に表現・展開することが

できる、③事案の解決に必要な事実を当該事案から抽出し、自らの判断の根拠を説得的に提示することが

できる。

＜授業の方法＞

本講義は、受講者が、予めＴＫＣ教育研究支援システム上に示された予習課題について、十分に検討し

てくることを前提として、教員が受講者を指名して、その応答に基づいて議論する方式で進める（取り扱

うテーマにより、グループ討論の形式を採用することもある）。

刑法については、いわゆる体系論上の順序を離れて、解釈論及び実務上の重要問題を扱う判例を素材に

して、理論的な側面からのみならず、実務的な側面からも立ち入った検討を行う。

刑事訴訟法については、まず、刑事手続の流れに沿って、解釈論及び実務上の重要問題を扱う判例をと

りあげ、検討を行うことによって、基本的事項に対する理解を確実にした後、さらに応用的・発展的な問

題について、刑法と同様、実践的な側面を意識しながら、立ち入った分析・検討を加える。

実体法と手続法にまたがる、いくつかの問題については、双方の問題意識を明らかにしたうえで、両者

の調整・融合の視点から、あるべき解決を検討する予定である。

本講義で取り扱う予定のテーマは、以下の通りである。

刑法（以下のものはあくまでも予定です。前期・後期の開始時に改めて予定表を配布します）

〔前期〕

第 １ 回 ガイダンス（刑事判例の読み方など法情報調査に関する講義を行う）

第 ２ 回 実行行為

第 ３ 回 不真正不作為犯

第 ４ 回 正犯と共犯１

第 ５ 回 正犯と共犯２

第 ６ 回 実務における正犯と共犯１

第 ７ 回 因果関係１

第 ８ 回 因果関係２

第 ９ 回 故意と錯誤
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第１０回 過失

第１１回 実務における正犯と共犯２

第１２回 未遂犯と中止犯

第１３回 共犯と錯誤

第１４回 実務における故意

第１５回 事例研究１

〔後期〕

第 １ 回 財産犯１

第 ２ 回 財産犯２

第 ３ 回 実務における財産犯１

第 ４ 回 財産犯３

第 ５ 回 実務における財産犯２

第 ６ 回 公共危険犯１

第 ７ 回 公共危険犯２

第 ８ 回 実務における公共危険犯

第 ９ 回 公共の信用に対する罪１

第１０回 公共の信用に対する罪２

第１１回 総合試験講評

第１２回 事例研究２

第１３回 事例研究３

第１４回 総合事例研究１

刑事訴訟法

〔前期〕

第 １ 回 強制捜査と任意捜査

第 ２ 回 捜査の端緒

第 ３ 回 逮捕・勾留①

第 ４ 回 逮捕・勾留②

第 ５ 回 逮捕・勾留③

第 ６ 回 被疑者等の取調べ①

第 ７ 回 被疑者等の取調べ②

第 ８ 回 捜索・差押え①

第 ９ 回 捜索・差押え②

第１０回 捜索・差押え③

第１１回 接見交通

第１２回 訴因の特定

第１３回 訴因変更の要否①

第１４回 訴因変更の要否②

第１５回 訴因変更の可否

〔後期〕

第 １ 回 証拠法総論

第 ２ 回 類似事実の立証

第 ３ 回 違法収集証拠排除法則①

第 ４ 回 違法収集証拠排除法則②

第 ５ 回 自白法則①

第 ６ 回 自白法則②

第 ７ 回 補強法則

第 ８ 回 伝聞法則①
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第 ９ 回 伝聞法則②

第１０回 伝聞例外①

第１１回 伝聞例外②

第１２回 伝聞例外③

第１３回 伝聞例外④

第１４回 択一的認定

第１５回 判決の効力

＜教科書＞

【刑法】

・教科書は特に指定しない。

・参考書（講義中、以下の書籍を引用することがあります）

成瀬幸典＝安田拓人『判例プラクティス刑法Ⅰ総論』（信山社）

成瀬幸典＝安田拓人＝島田聡一郎『判例プラクティス刑法Ⅱ各論』（信山社）

【刑事訴訟法】

・教科書 宇藤崇＝松田岳士＝堀江慎司『刑事訴訟法』（有斐閣，２０１２年）

・判例集 三井誠編『判例教材刑事訴訟法（第 4版）』（東大出版会，２０１１年）

＜成績評価の方法＞

【刑法】

学年末試験（４０％）、総合試験（２回併せて５０％）及び平常点（１０％）によることを予定している。

【刑事訴訟法】

期末試験（前期１回及び後期１回：合計８０点）及び平常点（２０％）による。

・刑法・刑事訴訟法とも、上記＜達成度＞を重要な指標として成績評価を行う。

【実務刑事法の総合成績について】

刑法（１００点満点），刑事訴訟法（１００点満点）を合計した点数（２００点満点）を２で除した点

数をもって実務刑事法の総合成績（１００点満点）とし，総合成績が６０点以上を合格とする。
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科目群

授業科目

配当年次

応用基幹科目

応用憲法

Ｌ３

単位 ２ 担当教員 糠塚 康江

開講学期 後期 週間授業回数 １回

＜目 的＞

重要判例や事例問題の検討を通じて、2 年次までに学んだ事項に関する理解を確認（・補充）するとと

もに、事案の中から問題となりうる点を発見し、判例の法理を用いてその解決に向けた法的議論を組み立

て、説得的な結論を導くために必要な能力を高めることを目的とする。

＜達成度＞

2 年次までに学んだ理論的な事柄、判例の法理を踏まえて、事案の中から法的に問題となりうる点を発

見し、その解決に向けた議論を論理的に展開するとともに、必要な事実を的確に抽出し、説得的な結論を

提示できる。

＜授業内容・方法＞

憲法の人権分野から行政訴訟・刑事訴訟・民事訴訟にわたって 7 つのテーマを取り上げ、１テーマ2 回

分の授業をあてる。1 回目は事前に配布した予習シートに従って授業をすすめ、2 回目は、1 回目に行っ

た判例研究を利用した事例演習を行う。受講者は、毎回、指定された予習課題にそって解答を準備する必

要がある。第 1 回目の授業において、事例演習の担当者を割当てる。各担当者は事前に演習課題をメール

で提出するとともに、受講者にも配布する。

第 2回以降取り上げる判例研究の対象は、以下の予定である。①空知太神社訴訟、②在外国民選挙権訴

訟、③学生無年金訴訟、④猿払事件、⑤広島市暴走族追放条例事件、⑥「逆転」事件、⑦森林法事件。　

＜教科書・教 材＞

教材は適宜配付する。

＜参考書＞

辻村みよ子『憲法・第 4版』（日本評論社、2012 年）、芦部信喜（高橋和之補訂）『憲法・第 5版』（岩波

書店、2011 年）、高橋和之『立憲主義と日本国憲法・第 3版』（有斐閣、2013 年）、長谷部恭男『憲法〔第

6版〕』（新世社、2014 年）など憲法の基本書を少なくとも 1 つを、常に参照すること。解説のついた判

例集の基本的なものとしては、長谷部恭男・石川健治・宍戸常寿編『憲法判例百選Ⅰ・Ⅱ［第 6版］』（有

斐閣、2013 年）。

＜成績評価の方法＞

期末試験８割、平常成績２割、の割合で評価する。なお、成績評価に際しては、上記の＜達成度＞が指

標の１つとなる。

＜その他＞

受講希望者数によっては、選抜を行う可能性がある。
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科目群

授業科目

配当年次

応用基幹科目

応用行政法

Ｌ３

単位 ２ 担当教員 中原 茂樹

開講学期 前期 週間授業回数 １回

＜目 的＞

この授業は、第２年次の「実務公法（行政法）」において扱われなかった、最近の判例および応用的な判

例を分析・検討するとともに、架空の事例問題を検討することを通じて、「実務公法（行政法）」で身につ

けた基礎知識を具体的な事案に応用する能力を養うことを目的とする。

＜達成度＞

２年次に修得した具体的事案および個別法を分析する基礎的能力を前提として、より多様な事案および

個別法につき、①行政活動が違法となるのはどのような場合か（あるいは、行政に関して、国民にどのよ

うな権利・義務が生じているか）、②それを訴訟で争うにはどうすればよいか（訴訟類型の選択および訴訟

要件の検討）、の２点を多角的に分析・検討できる応用的能力を身につける。

＜授業内容・方法＞

前半（第１回～第７回）は、最近の判例および応用的判例を分析・検討し、後半（第８回～第１４回）

は、架空の事例問題を検討する。受講者が予習してきていることを前提に、質疑応答および討論を中心と

した授業とする。

＜教科書・参考書・教材＞

曽和俊文・金子正史編著『事例研究行政法〔第２版〕』（日本評論社、２０１１年）を教科書として用い

る。また、平成２６年度重要判例解説（有斐閣）等を用いて、最新判例を検討する予定（詳細は追って指

示する）。

＜成績評価の方法＞

定期（期末）試験を中心に、授業中の質疑応答等による平常点を加味して評価する。定期試験の結果が

９割、その他が１割を予定している。なお、成績評価に際しては、上記の＜達成度＞が指標の１つとなる。

＜その他＞

受講希望者が３０名程度を超える場合には、実務公法（行政法）の成績を基準として、選考を行う。
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科目群

授業科目

配当年次

応用基幹科目

応用民法

Ｌ３

単位 ２ 担当教員
渡辺 達徳・

石綿 はる美

開講学期 前期 週間授業回数 2回（隔週）

＜目 的＞

事例問題の検討を通じて、Ｌ１の民法科目及び実務民事法等で修得した民法に関する基本的知識を確認・

補充するとともに、具体的事案における法適用のあり方を実践・修得することを目的とする。その過程で

複雑な事例を整理・分析して法的問題を検出しそれを解決するために民法の基礎理論を使いこなす能力を

培うことを目指す。

＜達成度＞

Ｌ２までに修得した民法に関する基本的知識を応用することで、具体的事案に法的な分析を加えて解釈

論上の問題を発見し、それについて説得的な解釈を展開するとともに、具体的事案から法的に重要な事実

を抽出して説得的な結論を提示できるようになる。

＜授業内容・方法＞

授業は事例演習の形式で行う。受講者は、全員が毎回、指定された問題につき予習として十分な解答を

準備してくる必要がある。

事例演習は、以下の要領で行う予定である。①各回で取り扱う問題を、教材の中から 1 題指定する。な

お、設問に解答するための手順を示すためにより細かな設問を独自に設定し、または設問の一部を解答対

象から除外する場合がある。②各回につき、受講者のうち数名を担当者として割り当てる（各受講者は、

講義の中で必ず 1回、設問を担当することとなる）。③各回の担当者は全員、担当教員に解答案を E-mail

 により事前提出する。④授業では、担当者の解答案を参照しつつ、全員参加で質疑応答を行う。

＜教科書・教材＞

１ 教材

松岡久和ほか編『民法総合・事例演習（第 2版）』（有斐閣、2009 年）

２ 参考書

各自、自分が普段使っている教科書・体系書を適宜持参すること。

新たに入手しようと思っている場合は、以下のものを薦める。

［民法総則］

河上正二『民法総則講義』（日本評論社、2007 年）

佐久間毅『民法の基礎 1 総則（第 3版）』（有斐閣、2008 年）

四宮和夫＝能見善久『民法総則（第 8版）』（弘文堂、2010 年）

山本敬三『民法講義Ⅰ 総則（第 3版）』（有斐閣、2011 年）

［物権法・担保物権法］

佐久間毅『民法の基礎 2 物権』（有斐閣、2006 年）

安永正昭『講義 物権・担保物権法（第 2版）』（有斐閣、2014 年）

道垣内弘人『担保物権法（第 3版）』（有斐閣、2008 年）

［債権総論］

潮見佳男『プラクティス民法　債権総論（第 4版）』（信山社、2012 年）

中田裕康『債権総論（第 3版）』（岩波書店、2013 年）
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［債権各論］

山本敬三『民法講義Ⅳ -1 契約』（有斐閣、2005 年）

潮見佳男『基本講義 債権各論Ⅰ　契約法・事務管理・不当利得（第 2版）』（新世社、2009）

潮見佳男『基本講義 債権各論Ⅱ　不法行為法（第 2版）』（新世社、2009）

橋本佳幸ほか『民法Ⅴ 事務管理・不当利得・不法行為』（有斐閣、2011 年）

吉村良一『不法行為法（第 4版）』（有斐閣、2010 年）

＜成績評価の方法＞

平常点（30 ％）及び筆記試験（70 ％）により成績評価を行う予定である。なお、成績評価に際しては、

上記の＜達成度＞が指標の 1 つとなる。

＜その他＞

履修希望者が 30 名を超える場合、選抜を行う。

オフィス・アワーについては、別途案内する。
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科目群

授業科目

配当年次

応用基幹科目

応用刑法

Ｌ３

単位 ２ 担当教員 遠藤 聡太

開講学期 後期 週間授業回数 １回

＜目 的＞

事例問題の検討を通じて、具体的事案を的確に処理するために必要な刑法理論に関する知識、論理的思

考力、法解釈・運用能力の修得を目指す。

＜達成度＞

Ｌ２までに修得した基本的知識を前提に具体的事案に分析を加え、①法的な問題点を検出し、それにつ

いて説得的な一般論を展開するとともに、②重要な事実を抽出し、これを適切に評価して一般論にあては

めることで、説得的な結論を提示できるようになる。

＜授業内容・方法＞

講義は事例演習の形式で行う。指定された問題について予め十分な解答を作成することが、各回の担当

者を含めた受講者「全員」に求められる。具体的には、解釈論上の問題点とそれに関する判例及び学説の

状況、最終的な結論に至る論述の筋道について、それぞれ正確に述べることができる程度の準備が要求さ

れる。

以下の要領で進行する予定である。

〔講義前〕各回 1問の事例問題を取り上げ、担当者を割り当てる（割当ては初回に行う）。各回の担当者は

十分な解答案を作成し、これを「火曜日正午」までに担当教員及び受講者全員に電子メールにて配布する。

他の受講者は自己の作成した解答案と比較しながらこれを批判的に検討しておく。

〔講義の進行〕担当者が配布された解答案について補足的な説明を行った後、当該事例問題について受講

者全員で議論する。教員は報告者以外の受講者にも必ず発言を求める。

なお、講義の冒頭で基本的知識の確認を兼ねた小テストを行うことがありうる。

＜教科書・教材＞

井田 = 佐伯 = 橋爪 = 安田『刑法事例演習教材〔第 2版〕』（有斐閣、2014 年）を教材として使用する。

履修者は初回の授業までに購入すること。そのほかの追加教材については追って指示する。

＜成績評価の方法＞

平常点（４０％）と筆記試験（６０％）により成績を評価する。評価に際しては、上記の＜達成度＞が

指標の１つとなる。

＜その他＞

・履修者は 12名程度が適切であると考えているので、履修希望者がそれを大幅に超えた場合は L２実務刑

事法の成績による選抜を行うことがある。

・初回講義の準備等については、TKCにおいて具体的な指示を行う予定である。履修予定者は注意されたい。
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科目群

授業科目

配当年次

応用基幹科目

応用商法

Ｌ３

単位 ２ 担当教員 吉原 和志

開講学期 後期 週間授業回数 １回

＜目 的＞

１年次・２年次で学んだことを踏まえ、多様な事例問題の検討を通じて、①基礎的な事項の知識・理解

を確認しながら、②具体的な事例を分析し、法的な問題点を整理・検討した上で、③口頭で and/or 文章で

論理的に議論を展開し表現する能力を磨くことを目的とする。

＜達成度＞

具体的な事例を分析し、法的な問題点を整理・検討するとともに、論理的に議論を展開し表現する能力

をより向上させる。

＜授業内容・方法＞

市販の教材や法律雑誌に掲載された事例問題および担当教員が作成した事例問題を用いて、事例問題演

習を行なう。会社法全般にわたって偏りのないように教材を選択・作成する予定であり、初回授業の際に

教材を配布する。

［授業前の準備］

各回、１問～２問の事例問題を取り上げ、１～２人の報告者を割り当てる。報告者は、問題を分析した

レジュメとともに解答文案を作成し、事前に（水曜日の授業の２日前である月曜日夕方までに）担当教員

にメールで送付するものとする。担当教員は、月曜日のうちにＴＫＣ教育システム上に当該レジュメと解

答文案を掲載する。

参加者は、各自、事例問題を自分なりに考えてみた上で、レジュメと解答文案に眼を通し、問題点や疑

問点をまとめて授業に臨むものとする。

［授業の進行］

授業は、報告者による補足的な説明の後（全員が問題文やレジュメ・解答文案に眼を通してきているこ

とを前提とするので、詳細な報告は求めない）、参加者による質疑応答や議論を中心に進める。

なお、必要に応じ、最新の重要判例の検討をもって事例問題の検討に代えることがありうる。

＜教科書・教材＞

適宜コピーを配布する。

＜成績評価の方法＞

報告者としての報告内容および討論への参加状況（50 ％程度）および学期末に課すレポートの内容（50％

程度）を勘案して総合的に評価する。なお、成績評価に際しては、上記の＜達成度＞が指標の１つとなる。

＜その他＞

参加者数は最大 28 人とする。履修希望者が 28 人を超えた場合にはＬ２実務民事法の成績によって選考

を行なう。
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科目群

授業科目

配当年次

応用基幹科目

応用民事訴訟法

Ｌ３

単位 ２ 担当教員 菱田 雄郷

開講学期 前期 週間授業回数 １回

＜目 的＞

L1「民事訴訟法」、L2「実務民事法」などを通じて身につけた民事訴訟法に関する知見を実質化するこ

と、すなわち、民事訴訟法の条文・判例・学説についての一定の知識があることを前提として、それを実

際の訴訟の過程で生じうる問題の解決のために適切に利用できるようになることが本授業の目的である。

＜達成度＞

民事訴訟法の条文および解釈上用いられる概念につき、その存在意義に立ちかえった説明ができる。

体系書または教科書で用いられる典型事例や判例の事案と微妙に異なる事案についても、条文や解釈上

用いられる概念の、その存在意義を踏まえた上での柔軟な活用によって、一定の合理性を保った解決を示

すことができる。

＜授業内容・方法＞

民事訴訟法（判決手続）に関する知見による解決が求められる、比較的簡素な事例演習問題を題材とす

る。各回の担当者は、問題についての検討メモを事前に提出し、その内容を参加者全員で共有する。検討

メモの分量に限定は設けない。授業では、検討メモをもとに参加者全員で議論する。その際には担当者以

外の学生にも発言を求めるので、参加者は自分の担当回でなくても、入念な予習をして臨む必要がある。

＜教科書・教材＞

『基礎演習民事訴訟法（第２版）』（弘文堂 , 2013）を毎回持参するほか、自分が日常使っている民事訴訟

法の体系書または教科書および判例集があれば持参することが望ましい。

＜成績評価の方法＞

担当した回の検討メモおよび質疑の内容並びに担当回以外の回における議論での貢献度等に基づく平常

点を 20 ％、期末試験の成績を 80％として評価する。なお、成績評価に際しては、上記の＜達成度＞が指

標の１つとなる。

＜その他＞

履修希望者が 30 名を超えた場合には選抜を実施する。

メールでの質問も適宜受け付ける。メールアドレスは、hishida@j.u-tokyo.ac.jp である。
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科目群

授業科目

配当年次

応用基幹科目

応用刑事訴訟法

Ｌ３

単位 ２ 担当教員 佐藤 隆之

開講学期 前期 週間授業回数 １回

＜目 的＞

比較的新しい重要判例や事例問題の検討を通じて、２年次までに学んだ事項に関する理解を確認（・補

充）するとともに、事案の中から問題となり得る点を発見し、その解決に向けた法的議論を論理的に展開

し、説得的な結論を導き出すために必要な能力を高めることを目的とする。

＜達成度＞

２年次までに学んだ理論的な事柄に関する理解及び基本的な実務的知見を踏まえて、事案の中から法的

に問題となり得る点を発見し、その解決に向けた議論を論理的に展開するとともに、必要な事実を的確に

抽出して、説得的な結論を導き出すことができる。

＜授業の方法＞

刑事手続全般にわたって、解釈論及び実務上の基本的かつ重要な問題を含む事例をとりあげる。

受講者がＴＫＣ教育研究支援システム上に示された予習課題（主として判例ないし設例）について十分

に検討してくることを前提として、予め指定する報告者２名による問題提起・分析（１５分程度の口頭報

告）及び解答をもとに、教員が受講者を指名し、その質疑応答に基づいて議論する方式で進める。

初回授業の際に、各回に取り扱う事項を示した予定表を配付し、担当者を決定する。

＜教科書等＞

・教科書 特に指定しない。

・判例集 井上正仁ほか『ケースブック刑事訴訟法』（有斐閣）（第３版、第４版いずれでもよい）

・参考書

長沼範良ほか『演習刑事訴訟法』（有斐閣）

古江頼隆『事例演習刑事訴訟法』（有斐閣）

※上記文献のほか、法学教室（有斐閣、月刊）に連載された、酒巻匡「刑事手続法の諸問題」、同「刑

事手続法を学ぶ」、長沼範良・大澤裕ほか「対話で学ぶ刑訴法判例」、及び現在連載中の「演習（刑

事訴訟法）」が有益である。

その他の参考文献等については、授業の際に適宜紹介する。

＜成績評価の方法＞

学年末試験（６０％）、報告時に提出されるレポート等（２０％）、及び討論への参加状況を含む平常点

（２０％）によることを予定している。なお、上記＜達成度＞を重要な指標として成績評価を行う。

＜その他＞

履修希望者が３０名を超えた場合に選抜を実施する。
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科目群

授業科目

配当年次

実務基礎科目

法曹倫理

Ｌ２、３

単位 ２ 担当教員 官澤・阿閉・矢部

開講学期 後期 週間授業回数 １回

＜目 的＞

この講義の目的は、プロフェッションとしての法曹の役割と倫理について講義と事例研究により深く理

解し、法曹としての責任感・倫理感を養うことに置かれている。裁判官・検察官・弁護士に共通する役割・

倫理を検討するとともに、裁判官・検察官・弁護士に特有の役割・倫理についても検討する。単純には割

り切れない事例を検討することにより、法曹の役割と倫理を深く考える機会を提供する。

＜達成度＞

法曹としての役割・責任・倫理の基本を理解し、具体的事例において倫理的な問題点に気付くことがで

きる。

＜授業内容・方法＞

基本的な事項について講義を行った上、事例問題について討議等を行い、法曹の役割と倫理について理

解を深めるように講義を進める。

学生は、授業時間における討議等に備え、課外時間における予習復習等の周到な準備作業を行うことが

要求される。なお、各回の事前準備事項等は、必要に応じて、書面等で周知する予定である。

具体的な授業の流れは以下の通りである。

1 弁護士倫理 (1)----- 弁護士の職責と倫理

2 弁護士倫理 (2)----- 事例研究：依頼者との関係…職務を行い得ない事件等

3 弁護士倫理 (3)----- 事例研究：依頼者との関係…守秘義務等

4 弁護士倫理 (4)----- 事例研究：依頼者との関係…金銭関係等

5 弁護士倫理 (5)----- 事例研究：真実義務、刑事弁護の倫理等

6 弁護士倫理 (6)----- 事例研究：他の弁護士や裁判所との倫理

7 弁護士倫理 (7)----- 事例研究：事務所の弁護士間等の諸問題等

8 弁護士倫理 (8)----- 事例研究：公益的活動、組織内弁護士の特殊問題等

9 弁護士倫理 (9)・裁判官倫理 (1)----- 事例研究：民事裁判での倫理等

10 裁判官倫理 (2)----- 裁判官職務論 (1)

11 裁判官倫理 (3)----- 裁判官職務論 (2)

12 裁判官倫理 (4)----- 裁判官職務論 (3)

13 検察官倫理 (1)----- 検察官職務論 (1)

14 検察官倫理 (2)----- 検察官職務論 (2)

15 起案または試験

＜教科書・教材＞

参考文献・資料は授業のなかで指定・配布する。

＜成績評価の方法＞

成績評価は、期末試験が７割、平常成績が３割の割合で実施する予定である。なお、成績評価に際して

は、上記の＜達成度＞が指標の１つとなる。

＜その他＞

担当の教員の都合等によって、授業の曜限や順序が変わる可能性がある。
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科目群

授業科目

配当年次

実務基礎科目

民事要件事実基礎

Ｌ２、３

単位 ２ 担当教員 阿閉 正則

開講学期 通年 週間授業回数 概ね２週に１回

＜目 的＞

民事訴訟は、民事実体法上の権利義務の存否を国家が公権的に確定して宣言することにより私人間の紛

争を解決する手続であるが、そこでは、実務上、要件事実が重要な機能を果たしている。

すなわち、裁判所は、要件事実の存否に基づき権利義務の存否を判断することになるので、証拠調べは、

最終的な立証の目標を要件事実の存否として実施されるし、その前提としての争点整理も、要件事実との

関係で何が証明を要する事実であるかを確定する作業となる。このように、裁判所は、常に要件事実を念

頭において審理判断することになるから、当事者による訴訟活動及びその前提としての提訴準備活動も、

要件事実を踏まえて的確に遂行される必要があり、実務家にとって、要件事実の理解は不可欠である。

本講義では、要件事実の意義や機能に係る一般的かつ基礎的な事項につき確認した上で、典型的な訴訟

類型における要件事実について検討し、また、具体的な事例を用いた課題等も取り扱いつつ、要件事実が

民事訴訟において果たす役割を考察することなどによって、要件事実の意義や機能についての理解を涵養

し、実務家として必要となる知識や思考能力を養うことを目的とする。併せて、訴訟運営、事実認定その

他の民事裁判実務一般も視野におき、要件事実以外の事実、すなわち、間接事実等（いわゆる事情を含む。）

の訴訟上の機能の理解を深めることも目指すものとする。

＜達成度＞

要件事実及びその理解の前提となる基礎的事項（訴訟物、攻撃防御方法、主要事実及び間接事実並びに

認否等）について、それらの意義や機能を、民事訴訟法の規定等も踏まえ、的確に説明することができる。

典型的な訴訟類型について、民事実体法の理解を踏まえ、要件事実の観点から、当事者の主張を分析して

整理し、その理由についても説明することができる。争点の把握、事実認定の構造及び証拠に関する基礎

的事項につき説明することができる。

＜授業内容・方法＞

講義は、実務家（裁判官）教員により、主として判例・実務における理解に基づき実施する。

受講生の教科書及び教材に基づく予習を前提とした双方向性のものとし、適時にレポート提出と講評を

実施する予定である（なお、検討を求められる課題等は、積極的な自学自習を前提としたものである。）。

具体的な講義日と講義内容は、学内インターネットへの掲示等により連絡する。

＜教科書・教材＞

・ 教科書

「新問題研究　要件事実」（法曹会）

「改訂紛争類型別の要件事実」（法曹会）

「４訂民事訴訟第一審手続の解説　事件記録に基づいて」（法曹会）

・ その他の教材

「１０訂民事判決起案の手引」（法曹会）

＊ 講義において直接利用しないが、受講生において、適宜参照するのが望ましい。

＜成績評価の方法＞

試験（中間試験（前期試験）も実施する予定である。）の成績のほか、講義中の発言や課題に対するレポー

ト等の評価に係る平常成績を総合的に考慮するが、要件事実の基本的な知識と思考能力が身に付いている

かに評価の重点をおき、期末試験（後期試験）の成績、中間試験の成績及びその余の平常成績の比重は、

３対１対１とする予定である。なお、成績評価に際しては、上記の＜達成度＞が指標の１つとなる。
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科目群

授業科目

配当年次

実務基礎科目

民事・行政裁判演習

Ｌ３

単位 ３ 担当教員 信濃・佐々木（洋）

開講学期 通年 週間授業回数
前期１回

後期隔週１回

＜目 的＞

本講義の目的は、民事裁判及び行政裁判に当事者の代理人として臨むにあたって、最低限習得しておく

べき能力を身につけることにある。

このために、①混沌とした紛争の中から、法的に意味のある事実を抽出して分析し、訴訟物をどのよう

に構成するか、請求原因となる事実は何か、どの事実を抗弁、再抗弁として位置づけるか、重要な間接事

実は何かを検討し、適切な法律構成を施すという法律構成能力、②自らの主張を訴状、答弁書及び準備書

面にまで結実させる文章起案能力、③自らの主張を基礎づけるための適切な証拠を収集する証拠収集能力、

④証拠に適切かつ説得的な評価を加える事実認定能力を獲得し、スキルアップすることを目指す。

実際の事件記録あるいは判例に顕れた事例を素材として、上記の観点からの課題についての議論を行う

ことを通じ、事件処理能力の習得向上を図るものである。

＜達成度＞

具体的な事案の手続の中で、民事訴訟手続における訴え提起前後の当事者代理人、裁判所の果たすべき

役割のイメージを通じて、訴訟物、要件事実の理解をあるべき踏まえた請求、答弁、主張が構成でき、事

実認定の構造、証拠方法、経験則を踏まえた立証活動が提示でき、終局的な紛争解決の見通し、対応の仕

方が理解できる。民事保全及び民事執行制度について、これを具体的事案において適切に活用できる程度

に理解する。

行政裁判演習については、以上の点について、行政裁判特有の定め、問題点を踏まえた紛争解決の方法が

提示できる。

＜授業内容・方法＞

本講義は、前期において、民事一般事件２単位分を信濃孝一教授及び佐々木洋一講師が担当し、後期に

おいて、行政事件１単位分を信濃孝一教授が担当する。原則として、講義において、当事者の双方の言い

分及び関連証拠の記載された事例問題を教材とし、学生との質疑応答、学生間での討論、起案を適宜取り

入れて授業を進める。

＜教 材＞

教材は、授業の前に配布する。

＜参考書＞

受講生は、次の書籍の内容を理解しておくことが望まれる。

１ 民事裁判演習

１０訂・民事判決起案の手引き（法曹会）

新問題研究　要件事実（法曹会）

２ 行政裁判演習

司法研修所編　改訂 行政事件訴訟の一般的問題に関する実務研究（法曹会）

＜成績評価の方法＞

成績評価は、期末試験の結果９割、平常成績１割として実施する。なお、成績評価に際しては、上記の＜

達成度＞が指標の１つとなる。
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科目群

授業科目

配当年次

実務基礎科目

刑事裁判演習

Ｌ３

単位 ３ 担当教員
内田・伊藤

翠川・矢部

開講学期 前期 週間授業回数 １．５回

＜目 的＞

本講義は、刑事手続、殊に公判手続に携わる実務法曹として必要な基本的知識・技能を修得することを

目的とする。そこでは、捜査及び第一審訴訟の事件記録教材等に基づき、検察官、弁護人、裁判官のそれ

ぞれが、事件をどのような視点からとらえ、手続の各段階において自らの責務をどのように果たしていく

のかという複眼的視点を教育するとともに、事案を的確に分析し、そこに含まれる事実認定又は法律上の

問題点を発見した上、これに対して法的に採り得る解決策を探り、自己の支持する結論を的確かつ説得的

に表現する能力を涵養することが目指される。

＜達成度＞

検察、弁護、裁判の各実務を正確に理解した上、手続を適正に遂行する能力、事実関係を分析する能力、

それを前提とする法的解決力を身につける。

＜授業方法・内容＞

本講義は、検察実務・刑事弁護実務・刑事裁判実務の３つの部分からなり、それぞれを検察官、弁護士

又は裁判官としての経験を持つ実務家教員が担当する。そして、主として事件記録教材 (実際の事件記録

を加工したもの )に基づき、同一の事件につき、手続の進行具合を踏まえて、検察官、弁護人、裁判官と

して何ができるか、また何をすべきかを検討する。なお、本講義の想定は、事案の解決を机上ではなく公

判手続を通じて行うものであるが、事案に含まれる問題点は手続の進行に伴い変動するし、法的に採り得

る解決策も手続の進行に伴い変動するため、公判手続に関する十分な理解が必須となる。そこで、本講義

では、公判手続一般についても適宜解説を加える予定である。

受講者は、与えられた事件記録教材等を事前に読み込み、想定される事実認定又は法律上の問題点につ

いて十分に検討した上で講義にのぞみ、講義の際には、自己の選択した結論についてその思考過程を的確

に説明することが求められる。

また、検察官、弁護士、裁判官の各役割を演じて公判手続を実践するミニ模擬裁判の実施をする予定で

ある。

講義の内容は事実認定のほか、刑事実体法及び刑事手続法の全般にわたるが、各回ごとの主要なテーマ

は講義開始前にＴＫＣに掲載する方法により開示する。

＜教科書・教材＞

教材として、事件記録教材を数種使用するほか、適宜事例問題を使用する予定である。なお、これらは

使用の都度、事前に配布する。

また、公判手続の実際を理解するためには司法研修所監修「刑事第一審公判手続の概要－参考記録に基

づいて－平成２１年度版」（法曹会）が有益であり、本講義ではこれを適宜テキストとして使用する予定で

ある。

参考書としては、司法研修所編「検察講義案」（法曹会）、「刑事弁護実務」（日弁連）がある。

＜成績評価の方法＞

期末試験（６０％）、小テスト（２０％）及び平常点（２０％）により評価する。なお、平常点は、講義

の際の質疑応答等による。

また、成績評価に際しては、上記〈達成度〉が指標の１つとなる。
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科目群

授業科目

配当年次

実務基礎科目

リーガル・クリニック

Ｌ２、３

単位 ２ 担当教員 官澤 里美

開講学期 前期 週間授業回数 毎月１回程度

＜目 的＞

この講義の目的は、実際に生起する民事の紛争に対して、担当教官の指導のもとに学生が法律相談業務

に携わることによって、既習の法的知識を応用に移し、法の適用の在り方を体得するとともに、相談の基

礎的技能を体得し、将来の実務活動に対する理解と、問題調査能力、法的処理能力を涵養することにある。

＜達成度＞

法律相談において相談者に適切な助言を行うために必要な事実を聞き出す力と分析・判断・助言する力

の基礎が身に付く。

＜授業内容・方法＞

法律相談についての基礎的技能を体得するとともに、実務で多い相談類型に対応するために必要な実務

的な基本的知識を習得するために、教官の指導の下、模擬相談として、大学院生が来談者（教員等）から

の法律相談を行うとともに、事案の確認作業、法的分析、問題解決策の検討、問題処理・問題解決案の提

示を行うための基礎的技能・基本的知識を体系的に学ぶ授業を行う。

毎月 1回（6月のみ 2回）、土曜日の午後（3限乃至 5限）にリーガル・クリニックの授業を行う。具体

的には、第 3限に、教員立ち会いの下で模擬相談を行う。第 4限に、当日の模擬相談について学生の相互

批評、教員の講評を行う。第 5限に、教員の指導のもと、各学生が各種の法的文書を作成する。

本年度の相談内容としては、債権回収問題、不動産問題、企業法務問題、離婚問題及び相続問題を予定

している。

＜教科書・教材＞

毎回の来談者（教員等）の模擬法律相談が教材である。なお、適宜プリント等を配布する。

＜成績評価の方法＞

模擬相談案件に対する取組み・成果、並びに各回に作成する法的文書等を総合勘案して、これを評価す

る。なお、成績評価に際しては、上記の＜達成度＞が指標の１つとなる。

＜その他＞

履修希望者が 15 名を超える場合、選抜を行う。
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科目群

授業科目

配当年次

実務基礎科目

ローヤリングＡ、Ｂ

Ｌ２、３

単位 ２ 担当教員 佐藤 裕一

開講学期 前期 週間授業回数 １回

＜目 的＞

１．弁護士として法律実務に携わるということは、幅広い法的知識を前提として、様々な立場の人とコ

ミュニケーションをとりながら、より良い紛争の解決や権利の実現をめざすことを意味しています。

そのためには依頼者からの法律相談・受任に始まり、相手方との交渉、裁判における権利主張・立証

といった一連の事件処理の流れの中で、それぞれの時点における適切な実務的スキルを身につけてい

ることが必要となります。また、ＡＤＲを含めて、いかなる紛争処理手続を選択するかといった判断

も大切です。そうした意味では、ローヤリングは「これまでに学んできた実体法や訴訟法の法的知識

を、現実の紛争解決の場においてどのように活かしていくのか」という手法を学ぶものです。

２．この科目においては、民事紛争の発生からその解決（権利実現）に至るプロセスにおける実務的ス

キルの養成を目的とします。一般民事事件を主としますが、多数の債権者を相手とする倒産事件処理

をも取り扱います。ここで養われたスキルはリーガル・クリニック、模擬裁判、エクスターンシップ

といった他の実務基礎科目を学ぶための前提となるだけでなく、来るべき司法修習との橋渡しの意義

を持つように努めたいと考えています。このような実務的スキルを身につけるためには、正確な法的

知識・思考を有していることが前提となります。授業の中では民法や民事訴訟法等の法的知識・思考

を絶えず確認しながら進めていくことにしたいと思います。

３．なお、ローヤリングＡと同Ｂは基本的に同一内容ですので、どちらか一方の受講となります。

＜達成度＞

１．具体的な事例を前提として、紛争解決手段を選択して、実体法や手続法の法的知識をどのように駆

使するのか提示することができる。

２．法律相談・法的交渉に関する技法の学習や模擬演習等を通じて、現実の相談・交渉のための基礎的

なスキルを身につける。

＜授業内容・方法＞

〈授業の進め方〉

単なる講義形式ではなく、予めＴＫＣ教育支援システムを利用してレジュメと共に具体的な資料から

構成されるケースを掲載し、それを議論・検討するという「ケース研究」の形をとります。資料から紛

争解決に必要な事実を読み取り、法的な当てはめを考えてもらいます。法律相談や交渉は学生に弁護士

役になってもらい、教員とあるいは学生同士による「模擬法律相談演習」「模擬交渉演習」を行い、その

結果について議論・検討します。弁護士にとってコミュニケーション能力がとても大きな素養であるこ

とを実感してもらいたいと思います。また内容証明郵便や和解案等の実務法文書作成のために、具体的

な状況を設定して「ケース起案」を行ってもらいます。弁護士業務の中で文書起案能力が重要な意義を

持つことは言うまでもありません。「ケース起案」は負担が必要以上に重くならないように配慮すること

を前提として合計５回予定しています。

― ―57



〈授業内容〉

１．現代の弁護士業務

２．各種の法律相談における面接技法

３．一般法律相談の模擬演習

４．顧問先（ないしは紹介事件）の模擬法律相談演習

５．受任の決定と証拠収集

６．相手方とのコンタクトとそれを踏まえた戦略

７．法的手続によらない模擬交渉演習Ａ（相手方が本人の事案）

８．法的手続によらない模擬交渉演習Ｂ（当事者双方に弁護士が付いている事案）

９．紛争処理手続きの選択（各種ＡＤＲを含めて）

１０．倒産手続きにおける利害関係者との模擬交渉演習

１１．裁判における訴え提起以降の主張

１２．裁判における立証活動

１３．裁判上の和解への対応

１４．紛争の解決における弁護士の役割

１５．補講

＜教科書・教材＞

〈教科書〉

特に指定せずに、講義では予めＴＫＣに掲載しておくレジュメ及び具体的ケースを基にして議論・検

討を行います。

〈参考書〉

名古屋ロイヤリング研究会編『実務ロイヤリング講義第２版』（民事法研究会）

＜成績評価の方法＞

「ケース研究」及び「模擬相談・交渉演習」を通じての議論・検討の状況を基にします。また「ケース起

案・即日起案」も大きな評価対象です。具体的な配点は次のとおりです。

ケース研究の際の平常点６０％、模擬演習点１０％、起案点３０％。

なお、成績評価に際しては、上記の＜達成度＞が指標の１つとなります。

＜その他＞
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科目群

授業科目

配当年次

実務基礎科目

ローヤリングＣ

Ｌ２、Ｌ３

単位 ２ 担当教官 伊東 満彦

開講学期 後期 週間授業回数 １回

＜目 的＞

１．この科目の目的は、①具体的事件の中で、実体法や訴訟法等の法的知識を前提に、依頼者や事件の

相手方等との関わり合いを学ぶことと、②訴訟代理人として民事訴訟手続についての理解を深めるこ

と、の２点にあります。弁護士として法律実務に携わるということは、幅広い法的知識を前提として、

様々な立場の人とコミュニケーションをとりながら、より良い紛争の解決や権利の実現をめざすこと

を意味しています。そのためには依頼者からの法律相談・受任に始まり、相手方との交渉、裁判にお

ける権利主張・立証といった一連の事件処理の流れの中で、それぞれの時点における適切な実務的ス

キルを身につけることが必要となります。また、いかなる紛争処理手続を選択するかといった判断も

大切です。

２．この科目においては、民事紛争の発生からその解決（権利実現）に至るプロセスにおける実務的ス

キルの習得を目的とします。ここで獲得したスキルは、リーガル・クリニック、模擬裁判、エクスター

ンシップといった他の実務基礎科目を学ぶための前提になるだけでなく、来るべき司法修習との橋渡

しの意義を持ちます。このような実務的スキルを身につけるためには、正確な法的知識・思考を有し

ていることが前提となります。授業の中では民法や民事訴訟法等の法的知識・思考を絶えず確認しな

がら進めていくことにしたいと思います。

＜達成度＞

民事紛争の発生からその解決（権利実現）に至るプロセスにおける実務的スキルを習得できる。

＜授業の進め方＞

単なる講義形式ではなく、予めＴＫＣ教育支援システムを利用してレジュメと共に具体的な資料から

構成されるケースを掲載し、それを議論・検討するという「ケース研究」の形をとります。資料から紛

争解決に必要な事実を読み取り、法的な当てはめを考えてもらいます。法律相談や交渉は学生に弁護士

役になってもらい、教員とあるいは学生同士による「模擬法律相談演習」「模擬交渉演習」を行い、その

結果について議論・検討します。弁護士にとってコミュニケーション能力がとても大きな素養であるこ

とを実感してもらいたいと思います。

また受任通知案や和解案等の実務法文書作成のために、具体的な状況を設定して「ケース起案」を行っ

てもらいます。弁護士業務の中で文書起案能力が重要な意義を持つことは言うまでもありません。

＜授業内容＞

１ 弁護士業務一般①

２ 弁護士業務一般②

３ 弁護戦略に関する事例検討

４ 模擬法律相談演習①

５ 同②

６ 同③

７ 演習の講評

８ 証拠収集と弁護士会照会（照会事項起案）

９ 模擬交渉演習（受任通知起案）

１０ 起案課題の講評

１１ 裁判手続①（提訴，主張）

１２ 裁判手続②（同上）

１３ 裁判手続③（立証）

１４ 裁判手続④（和解，和解条項起案）

１５ 裁判手続⑤（判決）
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＜教科書＞

特に指定せずに、講義では予めＴＫＣに掲載しておくレジュメ及び具体的ケースを基にして議論・検

討を行います。

＜参考書＞

『民事訴訟第一審手続の解説－事件記録に基づいて－』（法曹会）

＜成績評価の方法＞

「事例研究」及び「模擬相談・交渉演習」を通じての議論・検討の状況を基にします。また「起案」

も大きな評価対象です。具体的な配点は次のとおりです。

講義での平常点６０％（演習も含む）、起案点４０％

なお、成績評価に際しては、上記の＜達成度＞が指標の１つとなります。
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科目群

授業科目

配当年次

実務基礎科目

エクスターンシップ

Ｌ２、３

単位 ２ 担当教員
官澤 里美

坂田 宏

開講学期 集中講義 週間授業回数

＜目 的＞

法律事務所等において法実務研修プログラムを行う。

この科目では、学生が、法律事務所等における実務の一端に触れて法実務の実態を研修することにより、

基幹科目で学んだ「実務民事法」「実務刑事法」「実務公法」等が現実の社会の中で実際にどのように機能

しているのか、各種法律知識等やローヤリングの必要性等を体験学習することを目的とする。その際、来

訪者や事件の依頼人などのプライヴァシーや個人の秘密、あるいは企業が有する営業秘密などについて法

令遵守義務や守秘義務を負うことについて、実地に体験することも重要な目的である。

実際の研修先については、各年度毎に協力機関と交渉・依頼し、その都度受講可能学生数を確定する。

＜達成度＞

実際の法実務に触れて各種の幅広い勉強が必要であることを理解できている。

＜授業内容・方法＞

夏季授業等の期間中に、法律事務所等において、課題を設定して研修を実施する。各授業年度毎に、実

務家教官と研究者教官は共同して、法律事務所等と相互に連絡をとりつつ、それぞれの場所で、学生が法

実務業務の実際に触れることができるように、具体的な研修プログラムを策定し実施する。このプログラ

ムは、オリエンテーション、課題の設定、各研修場所における研修、レポート作成提出という流れに従う

が、より具体的な研修方法については、各研修受け入れ機関との間の協議によって年度毎に策定される。

なお、研修を受ける学生は、履修登録にあたり、法令遵守義務・守秘義務についての保証人を付した誓

約書を提出しなければならない。これは、法律事務所等を訪れる来訪者や事件の依頼人のプライヴァシー

や個人の秘密、あるいは企業が有する営業秘密などにつき、学生ひとりひとりが守秘義務を負っているこ

とを自覚させるための誓約書である。さらに、オリエンテーションや当該研修場所で研修を始めるにあたっ

て、必要に応じて法令遵守義務や守秘義務を学習させることにより、法令遵守義務違反や守秘義務違反の

行為の発生を未然に防止するよう教育を徹底する。

本年度においては、平成 27 年 9月に仙台（10 数箇所）及び東京（数箇所）の法律事務所に依頼し、数

十名程度の学生を選抜して各事務所で研修を行う予定である。具体的には、「オリエンテーション」「研修

内容についての講義」（研修前指導）を行った後、１週間の集中的な研修期間を設け、その期間学生は２名

１組又は１名で連日弁護士事務所に赴いて法律相談、依頼者との打合せ、法廷活動等の傍聴等を行い、弁

護士業務全般の実際を研修することとする。その後、参加学生は、「傍聴した事件の内容と見通し」「良い

弁護士になるための必要事項」といった課題についてレポートを作成・提出し、講評会（研修後指導）に

おいて弁護士教員・研究者教員の指導の下でディスカッションを行う。

授業・作業の流れは概略以下の通り。

１．オリエンテーション

２．研修先の選択・課題の策定

３．講義：法律事務所業務、企業法務等

４．各研修先における研修（１）

５．各研修先における研修（２）

６．各研修先における研修（３）

７．各研修先における研修（４）

８．各研修先における研修（５）

９．各研修先における研修（６）

10．各研修先における研修（７）

11．レポート作成・提出
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12．研修結果・レポートについての討論・講評（１）

13．研修結果・レポートについての討論・講評（２）

14．研修結果・レポートについての討論・講評（３）

＜教科書・教材＞

特になし。参考資料は必要に応じて授業のなかで配付する。

＜成績評価の方法＞

授業や各研修プログラムにおける各学生の取り組み・提出レポートによって評価する。なお、成績評価

に際しては、上記の＜達成度＞が指標の１つとなる。

＜その他＞

履修希望者が 40名を超える場合、選抜を行う。
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科目群

授業科目

配当年次

実務基礎科目

模擬裁判

Ｌ３

単位 ２ 担当教員 廣瀬・翠川・矢部

開講学期 集中講義 週間授業回数

＜目 的＞

本講義は、刑事手続に携わる実務法曹の役割を具体的に疑似体験することによって、実務法曹として必

要な知識や基礎的な訴訟技術を習得することを目的とする。併せて、起訴状、冒頭陳述書、論告、弁論、

判決書の書き方の基本とともに、その前提としての事実認定の基礎を学習する。

＜達成度＞

２年の「実務刑事法」、３年前期の「刑事裁判演習」で学んだ知識を、模擬裁判の実践によって、確実な

ものとして身につけ、具体的な訴訟の場面において、刑事訴訟法・規則の規定や法理論に即して的確に対

応することができる。

＜授業方法・内容＞

本授業は、履修者が、検察官、弁護人、裁判官の各役割を分担して、公訴提起から判決に至るまでの公

判手続を実演し、これに対して、検察官、弁護士又は裁判官としての経験を持つ実務家教員が理論及び実

務の観点から適切な指導を行う形で進められる。

履修者には、模擬裁判における実演に先立って行われるオリエンテーション・講義への参加、通常の予

習にとどまらない公判傍聴や裁判例・文献の調査、模擬裁判当日に向けての準備・練習を自主的に行うこ

と及び模擬裁判当日における公判手続の実演が求められる。また、本授業終了後、模擬裁判に向けてどの

ような準備を行ったか、模擬裁判を実演した上での反省点などについてのレポート提出が求められる。

なお、オリエンテーション・講義の日程は、後日ＴＫＣに掲示するか、履修者に予定表を配布すること

によって周知する。

＜教科書・教材＞

実際の事件記録を基に作られた事件記録教材を使用する予定である。

＜参考書＞

・ 廣瀬健二編著「刑事公判法演習」（立花書房）

・ 司法研修所監修「刑事第一審公判手続の概要―参考記録に基づいて―平成２１年度版」（法曹会）

・ 山室恵編著「刑事尋問技術〔改訂版〕」（ぎょうせい）

・ 司法研修所編「刑事判決書起案の手引」（法曹会）

・ 司法研修所検察教官室編「検察講義案」（法曹会）

・ 司法研修所編「刑事実務弁護［平成 23 年版］」（日本弁護士連合会）

このほかの文献等は、授業時に具体的に指示する。

＜成績評価の方法＞

授業や準備作業・実演における取り組みの状況に、成果としての起訴状、冒頭陳述書、論告、弁論、判

決書の起案も加味して総合的に評価する。なお、成績評価に際しては、上記の＜達成度＞が指標の１つと

なる。

＜その他＞
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科目群

授業科目

配当年次

実務基礎科目

リーガル・リサーチ

Ｌ１、２

単位 ２ 担当教員 金谷、芹澤、樺島

開講学期 前期 週間授業回数 １回

＜目 的＞

この授業は、法曹実務家として活動するために不可欠な情報収集能力、情報処理能力及び文書作成能力

を修得することを目的とする。実務においては、直面する問題について、最新のものを含めた的確な情報

を収集し、それらを適切に整理する能力が要求される。そうした能力を養うために、リサーチの技法や検

索ツール等について全般的な解説をし、実際にそれらを使用して法情報を調査・分析する訓練を行う。

＜達成度＞

事案解決に必要となる法情報（法令、判例及び学説等）の収集及び調査・分析ができる。法情報を適切

に引用し、自分の考え方のよりどころや裏付けとしながら、理論的に結論を導いて文書としてまとめるこ

とができる。

＜授業内容・方法＞

授業では、以下の内容について、それぞれ電子媒体（インターネット、データベース）と紙媒体（雑誌、

書誌）を用いた検索・情報収集の方法について解説する。リサーチの結果を文書にまとめる訓練を行うた

めに、数回のレポートを課す。

第 １ 回 ガイダンス

～ 法科大学院教育研究支援システムの構成と使い方・注意事項

第 ２ 回 リーガル・リサーチ概論、インターネットを用いた検索の基礎

第 ３ 回 実務家教員による講演（リサーチ・文書作成方法）

第 ４ 回 文献・学説の探し方、文献情報の読み方

第 ５ 回 法令・立法資料の探し方、法令情報の読み方

第 ６ 回 判例の探し方、判例情報の読み方

第 ７ 回 デジタル資料、オンライン・データベース資料の利用方法

～ 調査結果のまとめ方、文書化、書面の書き方の訓練

第 ８ 回 法令・判例の解釈理論、学習方法（私法分野の調査と課題――権利濫用法理を事例として）

第 ９ 回 〃 （公法分野の調査と課題――法学的方法論）

第１０回 実例１（公法）

第１１回 実例２（民事法）

第１２回 実例３（刑事法）

第１３回 補論（アメリカ法情報調査）

第１４回 補論（国際法・ヨーロッパ法情報調査）

第１５回 最終課題レポートの出題と解説

技能科目として、適宜特定のテーマを与え、関連する裁判例や文献等の検索とその結果をレポートにま

とめる訓練と学修を行う。特に技能修得度を評価するために、講義の最後に、実習として、実際の事件を

素材にした小論文課題を課し、講評する。受講生は、法令・判例調査、学説調査、外国法調査に主体的に

取組むことで、適切な検索ツールの選択、的確な検索キーワードや条件の設定、検索情報の取捨選択、情

報の整理、文書作成、適切な引用の仕方等を身に付けることができ、実務法曹に必要とされる情報収集能

力、情報処理能力及び文書作成能力の修得に役立つ。
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＜教科書・教材＞

教材は、法科大学院教育研究支援システムを通じて適宜配付するとともに、専用のウェブページを用い

る。法政実務図書室、その他の場所におけるリーガル・リサーチの実習を含む。以下に挙げる参考文献以

外の文献については、授業のときに随時紹介する。

＜参考文献＞

いしかわまりこ，藤井康子，村井のり子『リーガル・リサーチ〔第 4版〕』（日本評論社，2012 年）

弥永真生『法律学習マニュアル〔第 3版〕』（有斐閣，2009 年）

＜成績評価の方法＞

授業における質疑応答、講義期間中に出される課題の評価（30 ％）及び最終レポート（70 ％）の総合評

価による。なお、成績評価に際しては、上記の＜達成度＞が指標の１つとなる。

＜その他＞

模擬裁判、ローヤリング、リーガル・クリニック等、他の実務基礎科目において、実際にリーガル・リ

サーチを行うことが前提とされている。

オフィス・アワーについては、別途案内する。
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科目群

授業科目

配当年次

実務基礎科目

民事法発展演習

Ｌ２、３

単位 ２ 担当教員
信濃 孝一

阿閉 正則

開講学期 前期 週間授業回数 １回

＜目 的＞

具体的な事例を題材として、ソクラテス・メソッドによって討論することを通じて、法曹実務の基礎と

なる民事法の基本的な考え方、その実務的な適用の在り方等を習得することを目的とする。

＜達成度＞

複数の見解が成立する複雑な具体的紛争について、当該見解の基本的な法律解釈や要件事実の基礎的な

理解を超えて、各見解の相異のよって来る所以と各見解による帰結を説明できる。当該紛争の適切妥当な

解決のためには、どのような考え方、方策（民事保全、民事執行等の付随的手続を含めて）をとるべきか

を提示できる。これらを主体的な訴訟活動の観点に立脚して指摘できる。また、具体的設例において、攻

撃防御方法や事実認定の構造について考察し、争点整理やそれを前提とした争点に係る事実認定（証拠評

価）につき、自らの考えを説明することができる。

＜授業内容・方法＞

実務家（裁判官）教員により、最高裁判例を教材として、理論上、実務上の問題点を検討したり、下級

審の裁判例を基にした教材を利用して、（最高裁判例がある分野については、その判例を踏まえつつ）紛争

の実態に合った適切妥当な解決を導くための法律構成、法律解釈、事実の見方を学習する。また、具体的

な事例に基づく教材を用い、民事訴訟手続の流れに沿って、これまで勉強してきた法律知識を実際の民事

訴訟においてどのように活用するのかを学習していく。具体的には、代理人弁護士としてどのような訴訟

活動（民事保全、民事執行等も含む。）をすべきか、裁判官としてどのような訴訟指揮をすべきか、又はど

のような判決をすべきか等を動的な視点を持って検討してもらうことを予定している。学生は、関連判例、

文献等を調査、検討の上、授業に臨むことが求められる。

２名の教員が前半７回と後半７回とを分担する予定であるが、具体的予定は別途発表する。

＜教科書・教材＞

教科書は、特に指定せず、教材を適宜配布する。

＜成績評価の方法＞

授業における各学生の取組姿勢、成果等を平常成績として評価する。また、夏期休暇期間中にレポート

を課す。平常の評価と夏期休暇中のレポートの評価とは、同等に取り扱う。なお、成績評価に際しては、

上記の＜達成度＞が指標の１つとなる。

＜その他＞

形式的な履修要件は定めないが、民法、商法及び民事訴訟法を中心とした基礎知識を習得していること

が受講の前提となる。また、「民事要件事実基礎」を履修済みであるか、並行して履修中であることが望ま

しい。
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科目群

授業科目

配当年次

実務基礎科目

民事法発展演習

Ｌ２、３

単位 ２ 担当教員 佐藤 裕一

開講学期 後期 週間授業回数 １回

＜目 的＞

１．交通事故を素材とした「民事弁護実務」をテーマとする演習です。

２．近時の交通事故損害賠償実務は多岐にわたる法的論争を経て理論的にも複雑化・深化しています。

また事件処理にあたって、事故態様の分析には工学的な、医師の治療や素因減額の問題については医

学的な問題点を含むことになり、法律以外の分野についても幅広い知識と理解が要求されています。

また法律の問題としても、民事的には自動車損害賠償保障法、道路交通法、保険法、民事訴訟法、労

働者災害補償保険法、各種労働保障法等が関係していますし、刑事的には危険運転致死傷罪の適用が、

行政的には免許の取消処分や、反則金制度が関連してきます。この演習は、交通事故を素材として、

弁護士に求められる種々のスキルを学ぶものです。

３．演習の中では様々な判例を取りあげて、論争点を把握することを前提として、弁護士としての紛争

解決という観点からの対応を最重要視しています。解決方法としての示談、ＡＤＲ、民事調停、民事

訴訟の仕組みや特徴について学び、選択基準を検討します。紛争解決を図るためには、交通事故損害

賠償に特有の証拠、損害算定基準及び書式等の理解が不可欠ですので、後述する資料集をしっかりと

習得してもらいます。

４．前項までの習得を前提とし、それらの知識を応用する実践として、訴状・答弁書の法的文書の起案

を行ってもらいます。この法的文書の作成によって、交通事故損害賠償事件について真の理解ができ

ているのか、紛争解決のツールとして現実に用いることができるのか、自ら確認することができるこ

とになります。

＜達成度＞

この演習を通じて、交通事故の解決についての「民事弁護実務」に必要な基礎知識、証拠収集、解決手

段の選択及び法的文書作成の基本が習得できることを目標にします。

＜授業内容・方法＞

〈講義の進め方〉

この分野は判例が数多く出されているため、毎回テーマごとに典型的な判例をいくつか取り上げます。

予めＴＫＣ教育支援システム上に、レジュメと演習の素材とする判例を掲載します。レジュメはある程

度詳細なものとし、その中に検討事項をＱとして示し、予習してきてもらいます。判例も事前に検討し

てきてもらい、演習においては予習を前提にして、各論点について議論・検討していき理解を深めてい

きたいと思っています。なお演習に先立って適宜参照することになる交通事故損害賠償実務に特有な証

拠、損害算定基準、書式、及び平成１１年１１月２２日の三庁共同提言等を含んだ資料集を配布します。

演習のうち２回を法的文書作成にあてます（そのために起案に先だって２回文書作成の解説をします）。

具体的な事例に即して、訴状、答弁書を即日起案してもらいます。起案終了後に参考答案を配付して簡

単な講評を行います。期末試験も訴状起案を予定しています。

〈授業内容〉

１．まずは、交通事故によって、民事・刑事・行政的にそれぞれどのような問題が生じるのかを学ひます。

２．損害賠償額算出の基準について、赤本・青本等を基に理解を深めます。

３．損害保険のシステムを理解し、それを前提として、交通事故損害賠償にかかる実体法と手続法の理

解のために、判例の解釈、射程範囲について検討します。

４．具体的な設例を基にして、過失相殺・素因減額の割合についてどのような要素を勘案してどのよう

に判断するのかディスカッションします。

５．交通事故紛争の解決手段の選択基準を学び、具体的な設例を基にして、示談交渉の持ち方について

検討します。
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６．交通事故損害賠償訴訟の証拠収集や立証活動について学びます。

７．訴状、答弁書の作成について学び、具体的な事例に即して、訴状・答弁書を即日起案してもらいます。

＜教科書・教材＞

〈教科書〉

特に指定しません。講義では予めＴＫＣにレジュメと検討してもらう判例を掲載します。但し、資

料集はしっかりと目を通して下さい。

〈参考書〉

特に指定しませんが、各自が使用している不法行為法の基本書を常に確認して下さい。またＴＫＣ

に掲載されている交通事故判例百選を必要に応じて参照して下さい。

＜成績評価の方法＞

期末試験（パソコン以外持ち込み可）を５０点、演習における即日起案を２０点、演習における発言内

容を３０点として評価します。

なお、成績評価に際しては、上記の＜達成度＞が指標の１つとなります。

＜その他＞
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科目群

授業科目

配当年次

実務基礎科目

刑事実務演習Ⅰ

L ２、３

単位 ２ 担当教員 矢部 良二

開講学期 前期 週間授業回数 １回

＜目 的＞

本演習は、刑事実体法又は刑事手続法に関わる標準的なレベルの事例問題を題材として、事案を適正

妥当に解決するための法的思考能力、すなわち、「事案を法的に分析して問題点を抽出した上、問題点に

関する規範を定立し、その規範に事案から抽出した有意な事実をあてはめ、適切妥当な結論を導く実践

的な能力」を修得することを目的とする。さらに、実務においては、自己の見解やその法的思考過程を

文章で表現し、相手方に伝達・説得する必要があることから、これまでの学習や本演習で修得した法的

思考力を文章で表現する能力を涵養することも重要な目的である。

＜達成度＞

標準的なレベルの法解釈上の問題を含む事例問題について、事案を適正妥当に解決し、それを論理的・

説得的な法律文章として表現できる。

＜授業内容・方法＞

受講者は、授業の前半で提示される標準的なレベルの事例問題について、その場で検討し、問題点を

発見し、その問題点に関する自己の見解や結論、その見解を採用する理由やその結論を導いた思考過程

を起案することが求められる。その上で、課外において、当該問題点に関する裁判例・文献を検討し、

次の授業の後半において行われる当該問題点に関する議論に積極的に参加し、自己の見解等を説得的に

説明することが求められる（なお、初回の授業については、前半にオリエンテーション、後半に事例問

題検討を実施する。）。

授業では事案分析に重点を置く。その前提となる法律論も事案分析に必要な限度で検討するが、実務

に即した演習であるから、法律論については条文・判例を中心とし、諸学説の当否を一般的・抽象的に

検討することはしない。

なお、受講者には、２回程度、事例問題に関するレポートの提出を求める予定である。

＜教科書・教材＞

特に指定しない。

使用する事例問題は、適宜の方法で、予め配布あるいは掲示する。

＜成績評価の方法＞

期末試験（７０％）、レポート及び授業での議論への参加状況を含む平常点（３０％）により評価する。

成績評価に際しては、上記＜達成度＞が指標の１つとなる。

＜その他＞

授業進行の必要により、１０名を上限とする履修者数の制限を行う。その場合は、関連する法律科目

の前年度の成績（本年度新入学者については入学試験の成績）により判断した本演習への適性の有無・

程度を基準とし、これが同程度と見込まれる者の間では抽選を行う。

履修希望者は、事務室あて届け出ること（期日については、掲示するので確認すること）。履修の許否

を事前にＴＫＣにより発表するので、履修を認められた者のみ履修登録を行い授業へ出席すること。

本科目は、平成２８年度には開講しない。
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科目群

授業科目

配当年次

実務基礎科目

刑事実務演習Ⅱ

L ２、３

単位 ２ 担当教員 矢部 良二

開講学期 後期 週間授業回数 １回

＜目 的＞

本演習は、刑事実体法又は刑事手続法に関わるやや高度なレベルの事例問題を題材として、事案を適

正妥当に解決するための法的思考能力、すなわち、「事案を法的に分析して問題点を抽出した上、問題点

に関する規範を定立し、その規範に事案から抽出した有意な事実をあてはめ、適切妥当な結論を導く実

践的な能力」を修得することを目的とする。さらに、実務においては、自己の見解やその法的思考過程

を文章で表現し、相手方に伝達・説得する必要があることから、これまでの学習や本演習で修得した法

的思考力を文章で表現する能力を涵養することも重要な目的である。

＜達成度＞

やや高度なレベルの法解釈上の問題を含む事例問題について、事案を適正妥当に解決し、それを論理

的・説得的な法律文章として表現できる。

＜授業内容・方法＞

受講者は、授業の前半で提示されるやや高度なレベルの事例問題について、その場で検討し、問題点

を発見し、その問題点に関する自己の見解や結論、その見解を採用する理由やその結論を導いた思考過

程を起案することが求められる。その上で、課外において、当該問題点に関する裁判例・文献を検討し、

次の授業の後半において行われる当該問題点に関する議論に積極的に参加し、自己の見解等を説得的に

説明することが求められる（なお、初回の授業については、前半にオリエンテーション、後半に事例問

題検討を実施する。）。

授業では事案分析に重点を置く。その前提となる法律論も事案分析に必要な限度で検討するが、実務

に即した演習であるから、法律論については条文・判例を中心とし、諸学説の当否を一般的・抽象的に

検討することはしない。

なお、受講者には、２回程度、事例問題に関するレポートの提出を求める予定である。

＜教科書・教材＞

特に指定しない。

使用する事例問題は、適宜の方法で、予め配布あるいは掲示する。

＜成績評価の方法＞

期末試験（７０％）、レポート及び授業での議論への参加状況を含む平常点（３０％）により評価する。

成績評価に際しては、上記＜達成度＞が指標の１つとなる。

＜その他＞

授業進行の必要により、１０名を上限とする履修者数の制限を行う。その場合は、関連する法律科目

の前年度の成績（本年度新入学者については入学試験の成績）により判断した本演習への適性の有無・

程度を基準とし、これが同程度と見込まれる者の間では抽選を行う。

履修希望者は、事務室あて届け出ること（期日については、掲示するので確認すること）。履修の許否

を事前にＴＫＣにより発表するので、履修を認められた者のみ履修登録を行い授業へ出席すること。

本科目は、平成２８年度には開講しない。
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科目群

授業科目

配当年次

基礎法・隣接科目

法学の基礎

Ｌ１

単位 １ 担当教員
嵩さやか・清水真希子

・滝澤紗矢子

開講学期 前期 週間授業回数 変則開講

＜目 的＞

未修者が第 1年次科目の学習を円滑に行うための学修支援科目である。第 1年次科目の学習の前提とし

て不可欠な、法令・判例の読み方、法的考え方、法の解釈等、法学に関する基礎的な知識を修得すること

を目的とする。

＜達成度＞

法令や判例の構造、法律用語、法解釈の手法、法的思考法等について理解することができる。法令や判

例を適切に読み、法的な思考に基づいた理論的な文章を書くことができる。

　　

＜授業内容・方法＞

１．授業方法

授業は、3名の教員によりオムニバス方式で行われる。4月上旬に集中して授業を行い、4月下旬に

課題の解説とまとめを行う。

原則として講義形式とするが、適宜、質疑・応答を交えることにより、その理解を深めることを予

定している。また、授業の中で、小テストや簡単な課題を課すことがある。

２．授業の内容と順序

１）オリエンテーション：　法の一般理論

２）法源①：制定法の構造と読み方　

３）法的思考とは何か　

４）法の解釈（１）

５）法の解釈（２）

６）法源②：判例（１）

７）法源②：判例（２）及び総合演習

８）課題の解説とまとめ

＜教科書・教材＞

教材として、レジュメ等を適宜配布する。

　

＜参考文献＞

授業の中で、適宜紹介する。

＜成績評価の方法＞

レポート試験（50 ％）、平常点（50 ％：授業への取り組みの状況、小テストの結果、課題への取り組

みの状況等を考慮する）により総合的に評価する。なお、成績評価に際しては、上記の＜達成度＞が指

標の１つとなる。

＜その他＞

法科大学院で法学をはじめて学修する者及びそれに準ずる者は、必ず履修すること。
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科目群

授業科目

配当年次

基礎法・隣接科目

日本法曹史演習

Ｌ２、３

単位 ２ 担当教員 坂本 忠久

開講学期 前期 週間授業回数 1回

＜目 的＞

近世 (江戸時代 )から明治前期にかけての日本の法や裁判制度について考察する。具体的には、近世の

目安箱、刑事訴訟法、刑事内済、刑事政策、裁判制度、私法制度、近代の刑事法、家族制度、裁判制度、

弁護士制度等に関する近年の研究成果を具体的な題材とし、特に質疑応答を通じて各制度の特色や問題点

等を理解することをねらいとする。

上記の点に関する理解を手かがりとして、現在の法制度や裁判制度の成り立ちや意義等を明確に把握で

きるようにしたい。(なお、各回の内容は、状況により若干変更する場合がある。)

＜達成度＞

現在の法や裁判制度の前提として、江戸時代より明治期における法や裁判制度の特徴について理解を深

める。

＜授業内容・方法＞

1 回ごとにテーマに沿った題材について説明した後、各自の質疑応答により理解を深めたい。

＜教科書・教材＞

日本法制史の最新の研究成果 (論文、研究ノート等 )を活用・利用する予定である (前の回に次回分を配

布する )。

＜成績評価の方法＞

学期末試験 (60%) と授業への取り組みの状況等 (40%) を総合して行う予定である。

なお、成績評価に関しては、上記の〈達成度〉が指標の 1つになる。

＜その他＞

江戸時代以降の日本史に関する最低限の知識を持っていることが望ましい。

― ―72



科目群

授業科目

配当年次

基礎法・隣接科目

西洋法曹史

Ｌ２、３

単位 ２ 担当教員 大内 孝

開講学期 前期 週間授業回数 １回

＜目 的＞

授業題目：西洋法曹史

授業の目的と概要：英米を中心として、弁護士制度、法学教育、法曹資格規制などにかかわる歴史を検

討する。法曹の歴史は、一面、実務と「法」にかかわる人々の叡智と努力の歴史であり、同時に他面、（彼

らの生計問題でもあることから）綺麗事で済まない実に生臭い歴史でもある。本科目は、この事実を西洋

の歴史の中から剔出するものであるが、同時にこの歴史を通して、同様の事柄が姿を変えた形で現代日本

においても存在する可能性があることに各自が思いを致す視点となるかもしれない。

＜達成度＞

実務的な法学と異なる基礎法学の一分野に触れ、法と人間とのかかわり方について新たな視点を得るこ

とができる。

法が、その歴史の上でも、法単独で自律的に生成・発展するものではなく、政治・社会・文化等、人間

を取り巻く諸々の要素との有機的連関の中でこそ意味をなすものであることを知ることができる。

＜授業内容・方法＞

各回授業の後半において、大内が、指定する教材を聴講者各自が講読するにあたってのポイントを簡単

に講義する。各聴講者は、最低限、当該教材を講読したうえで次回の授業に出席するものとし、その前半

において、大内と聴講者との対話・問答によって理解を深める。次いで後半に大内が次回授業分の教材講

読のポイントを講義し、このサイクルを繰り返して、下記のテーマに沿って検討していく。（なお当然なが

ら、事前に教材を講読せず・授業で問答に応じられないがごときは、（準備書面を読まず・口頭弁論で攻撃

防御しないのと同等に）全く無価値であり、文字通り「不可」となる。）

テーマ及び割り当て授業回数のおおよそは以下の通りである。

Ⅰ．イギリスにおける「法曹」の誕生 （３回）

Ⅱ．イギリス法曹の法学教育と「法」との相関 （２回）

Ⅲ．アメリカ植民地時代における「法曹」 （２回）

Ⅳ．アメリカ独立期における法曹制度 （２回）

Ⅴ．「法曹一元」の二つの型 （１回）

Ⅵ．ドイツにおける法律家層の形成と法学 （３回）

ほか、予備２回

なお、参加者の関心と実情を勘案し、参加者と相談のうえで、これとは大幅に異なる内容・方法に変更

することがありうる（教材・成績評価の方法についても同様）。

＜教 材＞

ベイカー著・小山貞夫訳『イングランド法制史概説』第８章；田中英夫『英米の司法』第３、４、５、６

章；大内孝『アメリカ法制史研究序説』第Ⅰ、Ⅱ、Ⅲ篇；上山安敏『法社会史』第１部、第２部などを予

定しているが、必要な教材はコピーして配付する。

＜成績評価の方法＞

各回の対話・問答の内容（上記＜授業内容・方法＞を参照）（３０％）、および期末に課す予定のレポー

ト（７０％）によって評価する。なお、成績評価に際しては、上記の＜達成度＞が指標の１つとなる。

＜その他＞

オフィスアワーその他については、教室で別途通知する。

次回の開講は、平成２９年度となる予定。
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科目群

授業科目

配当年次

基礎法・隣接科目

実務法理学Ⅰ

Ｌ２、３

単位 ２ 担当教員 樺島 博志

開講学期 前期 週間授業回数 １回

＜目 的＞

基本権をめぐる推論と判断の方法論的枠組の修得。

＜達成度＞

履修者は、法的三段論法の修得を学習の到達目標とする。その際、基本権審査にかかわる三段階審査の

手法を参考にして、法的三段論法を基本権審査においてどのように用いるのかを学修する。

法律学方法論の一分野として、ことに近年、ドイツ公法学のいわゆる三段階審査の手法が紹介されてい

る。日本における三段階審査手法の紹介に見られるように、人権・基本権をめぐる問題では、日本とドイ

ツでは制度的背景を異にしながらも、推論方法において共通性が見られる。日本とドイツの公法学の比較

を通じて、方法論的な普遍性と制度的な差異をふまえて、学修者が自らの基本権審査手法を確立すること

を目標とする。

＜授業内容・方法＞

本講義では、担当者による法律学方法論の解説を出発点として、履修者は、講義ごとに与えられる基本

権をめぐる事案について、事案の設問にたいする起案を行う。履修者は、事案の設問について自ら起案し

た法的推論をもとに、担当者と受講者の対話を通じて、推論方法と起案技術の修得と確立に努める。

講義進行予定

1 事案への予備的アプローチ 9 行政法の三面関係―その 3 

2 法律学方法論概観 10 不法行為による基本権侵害―その 1

3 防禦権審査―その 1 11 不法行為による基本権侵害―その 2

4 防禦権審査―その 2 12 契約による基本権侵害―その 1

5 防禦権審査―その 3 13 契約による基本権侵害―その 2

6 防禦権審査―その 4 14 基本権審査手法の総括―質疑応答など

7 行政法の三面関係―その 1 15 期末筆記試験

8 行政法の三面関係―その 2

＜教科書・教材＞

講義進行のためにスクリプト・課題プリントを配布する。

参考文献

小山剛『基本権保護の法理』成文堂、1998.

同『「憲法上の権利」の作法』尚学社、2009.

山本敬三『公序良俗論の再構成』有斐閣、2000.

＜成績評価の方法＞

期末試験 95%、講義における質疑 5%。なお、成績評価に際しては、上記の＜達成度＞が指標の１つとな

る。

＜その他＞

担当者に対する質問：オフィス・アワー、およびそれ以外の時間については個別に相談に応じる。
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科目群

授業科目

配当年次

基礎法・隣接科目

実務法理学Ⅱ

Ｌ２、３

単位 ２ 担当教員 樺島 博志

開講学期 後期 週間授業回数 １回

＜目 的＞

「現代型訴訟」の実証分析―水俣病事件の法理学的アプローチを学修する。

＜達成度＞

まず履修者には、法理学の講学上の「現代型訴訟」概念枠組を的確に把握することが求められる。

的確な概念把握にもとづき、水俣病事件にかかわる一連の訴訟を題材として、公害訴訟の法的争点と立

証責任の分配などの法実務内在的問題と、訴訟の社会政治的機能という法理論的問題との、両面から、総

合的に事案を認識し解決する能力を修得することが、講義の到達目標である。

＜授業内容・方法＞

「現代型訴訟」の実証的分析対象として水俣病事件を取り上げる。水俣病事件をめぐる一連の訴訟につ

いて、因果関係論と裁判所の科学的審査能力、民事訴訟と行政訴訟との関係、訴訟の社会政治的機能といっ

た実定法学内在的分析と法理論的分析とを合わせて行う。こうした法理学固有の解明手法を通じて、現代

型訴訟をめぐる高度現代社会における法の機能、法と政治、法と道徳といった法哲学本来の課題を解明す

る。

講義進行予定

1 講義の概要・趣旨 9 熊本水俣病事件第 3次訴訟

2 新潟水俣病事件第 1次訴訟 10 中間考察 3

3 熊本水俣病事件第 1次訴訟 11 熊本水俣病刑事事件

4 中間考察 1 12 熊本水俣病川本事件

5 水俣病認定不作為違法確認訴訟 13 中間考察 4

6 熊本水俣病事件第 2次訴訟 14 現代型訴訟と水俣病事件

7 中間考察 2 15 持ち帰り筆記試験

8 水俣病認定溝口訴訟

＜教科書・教材＞

講義進行のためにスクリプト・課題プリントを配布する。

参考文献

淡路、大塚、北村編『環境法判例百選』第 2版、別冊ジュリスト No.206（2011）.

田中成明『現代日本法の構図』増補版、悠々社、1992.

坂東克彦『新潟水俣病の三十年―ある弁護士の回想』日本放送出版協会、2000.

日弁連編『公害・環境訴訟と弁護士の挑戦』法律文化社、2010.

＜成績評価の方法＞

学期末に実施する持ち帰り筆記試験（レポート試験）95％、講義における質疑 5%。なお、成績評価に

際しては、上記の＜達成度＞が指標の１つとなる。

＜その他＞

担当者に対する質問：オフィス・アワー、およびそれ以外の時間については個別に相談に応じる。
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科目群

授業科目

配当年次

基礎法・隣接科目

実務外国法

Ｌ２、３

単位 ２ 担当教員 芹澤 英明

開講学期 前期 週間授業回数 １回

＜目 的＞

この授業の目的は、インターネット上で公開される実務的教材・資料（判例をもとにした問題群）を素

材にソクラテス・メソッドによって対話・討論を行っていくことを通じて、実務アメリカ法の基本的枠組

みを理解しつつ、法曹実務において必要となるアメリカ法の知識、思考方法、法技術を修得していくこと

にある。これによって実務アメリカ法について基本的知見をもった国際的な法曹人となるための基礎を築

くとともに、渉外法務の主流である英米法系の諸外国との間に生じる複雑な国際法務の問題にも対応でき

る基礎的能力を養成する。

＜達成度＞

判例法主義をとることからくるアメリカ契約法判例の分析枠組みを中心とする、アメリカ契約法の基本

的な制度構造を理解し、日本法のアプローチの仕方との相違が十分説明できるようになること。

＜授業内容・方法＞

アメリカ契約法の判例教材を用いて、ケースメソッドによる授業を行う。学生は、予め指定されたイン

ターネット上の教材の該当部分と基本判例（英文）を読み、自らの理解・問題認識を深めたうえで授業に

臨むことが要求される。授業では教員と学生との対話・問答を基本としながら、アメリカ契約法の基本的

な枠組みの理解を深めていく。受講者それぞれが法律英語の理解を深めることができるように、講義と演

習の中間的な形態をとることにより、受講者のニーズに応じた工夫をする予定である。

受講者は、予め用意された事案（日本法の判例・学説の思考枠組みでは理解できない特徴的な争点を含

んだ事案）の問題点を整理し、その解決手段について各自意見を準備したうえで授業に臨むことが要求さ

れる。授業は、任意に指名された学生による報告とこれに対する質疑応答・討論によって進められ、これ

によって新たに生起する日米間の法務摩擦に対処するための問題解決能力が養成される。さらに、この授

業では、表面的な日米比較法ではなく、最先端のアメリカ法理論（法社会学・法と経済学等）に依拠した

理論的なアプローチによって、日米両国間の法制度の相違を説明する手法を学ぶことが期待されている。

各回におけるテーマは以下の通りである。

アメリカ契約法

１ イントロダクション－アメリカ法における「契約」の意義：判例の読み方

２ 救済法の原則

３ 履行利益・信頼利益・原状回復利益

４ 約因と約束的禁反言 (1)

５ 約因と約束的禁反言 (2)

６ 申込と承諾

７ 書式の抵触・捺印契約・詐欺防止法

８ Parol Evidence Rule と契約の解釈

９ 契約の解釈 (続 ) と錯誤

１０ 強迫・不当威圧

１１ 不実表示・非良心性

１２ リスクの負担

１３ 契約の履行・不履行 (1)

１４ 契約の履行・不履行 (2)

１５ 契約法理論の進展
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＜教科書・教材＞

・インターネット教材 (ケースブック ) http://www.law.tohoku.ac.jp/~serizawa/

・樋口範雄『アメリカ契約法』（第２版 弘文堂 2008）.

参考書については、

・浅香吉幹『現代アメリカの司法』その他、授業の中で紹介する。

＜成績評価の方法＞

各回の対話・討論の内容（10％）および期末に行われる最終課題（レポート試験）の成績（90％）によっ

て評価する。さらに、各回の授業で出される自由課題を提出した場合には、その内容を評価し、全成績 100

点の範囲の中で、5～ 20 点の加点を行う。なお、成績評価に際しては、上記の＜達成度＞が指標の１つと

なる。

＜その他＞

将来、国際法務の道に進むつもりであるなら、さらに「国際私法」の講義を受講することが望ましい。
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科目群

授業科目

配当年次

基礎法・隣接科目

現代アメリカの法と社会

Ｌ２、３

単位 ２ 担当教員 芹澤 英明

開講学期 後期 週間授業回数 １回

＜目 的＞

不法行為法・商事法・経済法・知的財産法に関するアメリカ合衆国最高裁判所の代表的な判例をとりあ

げ、現代アメリカ社会における司法の役割の実態について学習する。最先端の現代アメリカ法の動態を学

ぶことで、アメリカ法制度を概観するとともに、アメリカ社会で「法」が果たしている重要な機能につい

て基礎的な理解を得ることを目的とする。

＜達成度＞

現代アメリカ法の基本的特徴を示す、多元性（連邦法・州法の関係）、陪審制、懲罰的損害賠償（punitive

 damages）、クラスアクション（class action）等の制度について、主要判例の争点と理由づけを十分理解

すること、及び、日米比較法の観点から現代アメリカ司法制度が社会の中で果たしている役割について説

明できるようになること。

＜授業内容・方法＞

この授業は、すべて日本語の教材を用いて、講義形式で行う。

各回の授業では、その回のテーマにかかわる判例を解説し、その判例が、アメリカ法体系の中で持つ意

義を考えるとともに、その法的問題がアメリカ社会の中でどのような意義を持っているか探求していく。

予習復習の便宜のために、インターネット上でケースブック形式の教材を使用する。

各回のテーマは次の通りである。

１ 州裁判所管轄の限界 Long Arm Statute：Asahi Metal 判決 (1987) 

２ 懲罰的損害賠償 (Punitive Damages)：Honda  Motor 判決 (1994)

３ 現代的不法行為 タバコ訴訟：Philip Morris 判決 (2007)

４ Trial 構造 (1)   Evidence/Expert Witness

５ Trial 構造 (2) 　　憲法第７修正：民事陪審制度

６ 不法行為法改革の動き

７ 不法行為法の構造

８ 準拠法選択問題 Choice of law

９ 十分な信頼と信用 Full Faith and Credit

10 救済法 Injuction：e-Bay 判決 (2006)

11 情報不法行為 ：Bartnicki 判決 (2001)

12 証券規制クラスアクション

13 経済法 3倍賠償 (Treble Damages)

14 特許権 :MedImmune 判決 (2007)

15 著作権 :Grokster 判決 (2005)

＜教科書・教材＞

・ インターネット教材（ケースブック）http://www.law.tohoku.ac.jp/~serizawa/

＜参考文献＞

・ 浅香吉幹『現代アメリカの司法』

・ 浅香吉幹『アメリカ民事手続法』

・ その他参考文献は、インターネット教材および授業の中で紹介する。
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＜成績評価＞

各回の質疑応答・討論の内容 (10%) および期末に行われる筆記試験の成績 (90%) によって評価する。な

お、成績評価に際しては、上記の＜達成度＞が指標の１つとなる。

＜その他＞
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科目群

授業科目

配当年次

基礎法・隣接科目

法と経済学

Ｌ２、３

単位 ２ 担当教員 森田 果

開講学期 前期 週間授業回数 1回

＜目 的＞

この授業の目的は、法の経済分析（法と経済学）に関する基礎的な素養を習得することにある。伝統的

な法学における利益衡量は、解釈論におけるにせよ、立法論におけるにせよ、しばしば直感的で曖昧な嫌

いがあるのに対し、経済分析は、法ルールの設定に対応して人がどのように行動するのかについて、現実

を抽象化したモデルに基づいてより客観的な分析を行おうとするものである。複雑な現実をモデル化して

分析する経済分析は、思考の整理のためには非常に有用なツールであるが、他方で、モデル化の際に抜け

落ちてしまった現実世界との差違に注意を払わないと、経済分析を「誤用」してしまう危険もある。そこ

で、授業においては、経済分析の有用性と、その利用の際の注意点を習得し、法律家として説得的な主張

をなすことができるようになることを目指す。

＜達成度＞

さまざまな解釈論・立法論において経済分析を理解し、自らもある程度応用できるようになる。

＜授業内容・方法＞

この授業では、関連する分野ごとに、経済分析を活用することによってどのような知見が得られるのか

について、有益なトピックを選んで解説していく。適宜質問を投げかけることで、経済学的な考え方のセ

ンスが養われるように努める。

各回の内容は、以下の予定（ただし、出席者の理解度等に応じて適宜変更される可能性がある）：

第 1 回：法と経済学入門

第 2 回：刑法の経済分析 1

第 3 回：刑法の経済分析 2

第 4 回：不法行為の経済分析 1

第 5 回：不法行為の経済分析 2

第 6 回：所有権法の経済分析 1

第 7 回：所有権法の経済分析 2

第 8 回：契約法の経済分析 1

第 9 回：契約法の経済分析 2

第 10 回：家族法の経済分析

第 11 回：会社法の経済分析 1

第 12 回：会社法の経済分析 2

第 13 回：会社法の経済分析 3

第 14 回：法と経済学のこれから（実証分析、行動経済学）

第 15 回：take home exam

＜参考書＞

スティーブン・シャベル『法と経済学』（2010、日本経済新聞社）

三輪＝柳川＝神田『会社法の経済学』（1998、東大出版会）

田中亘（編）『数字で分かる会社法』（2013、有斐閣）

レビット＝ダブナー『ヤバい経済学』（増補改訂版、2007、東洋経済新報社）

伊藤秀史『ひたすら読むエコノミクス』（2012、有斐閣）

その他、担当教員が適宜参考文献を指定することがある。
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＜成績評価の方法＞

期末試験（take home exam・80 ％）、及び、授業への貢献度（20％）による。期末レポートにおいては、

半期の授業を通じて、どれだけ「経済学的に自分で考えられるようになったか」が問われる。文献を調べ

ることによって「正解」が分かるような性質のものではないので、注意すること。なお、成績評価に際し

ては、上記の＜達成度＞が指標の１つとなる。

＜その他＞

各回で扱う分野についての基礎的な知識を受講者が持っていることが望ましい。
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科目群

授業科目

配当年次

基礎法・隣接科目

外国法文献研究Ⅰ（英米法）

Ｌ２、３

単位 ２ 担当教員 芹澤 英明

開講学期 前期 週間授業回数 １回

＜目 的＞

最近出版され注目を集めている英米法文献（研究書・論文類）を精読することにより、英米法（アメリ

カ法・イギリス法等）に対する理論的・学問的理解を深めるための基礎的な訓練を行う。研究者志望の者

だけでなく、実務法曹を目指す者が、将来、法律実務（国際法務を含むがそれに限らない）にたずさわり

ながら、大学等の研究機関で、より高度な法学研究を続けるための基礎力を養成する。

＜達成度＞

博士後期課程後継者養成コースに進学し、法律事務と研究活動を続ける上で前提となる、法律英語文献

読解力及び日本語による論文作成力を身につけること。

＜授業内容・方法＞

授業は、個人指導ないしグループ指導のためのテュートリアル (tutorial) 方式で行う。

1. ガイダンス

2. 担当文献の解説・選択

3. テュートリアル　（予習を前提にした文献読解・質疑応答・個別指導）

4. 〃

5. 〃

6. 〃

7. 〃

8. 〃

9. 〃

10. 〃

11. 〃

12. 〃

13. ゼミレポート作成指導・添削

14. 〃

15. ゼミレポートの提出および講評

＜教科書・教材＞

ガイダンスの時にプリント教材を配布する。

＜成績評価の方法＞

最終ゼミレポート（80％）及びティートリアルでの質疑応答（10％）・リサーチ結果（10％）を総合的

に評価する。ゼミレポートは、脚注付きの小論文形式とし、内容については、リーガル・リサーチを行っ

た上で、授業で精読した文献の紹介を行うものとする。なお、成績評価に際しては、上記の＜達成度＞が

指標の１つとなる。

＜その他＞

研究大学院修士課程と法科大学院課程との共通科目として開講される。片平キャンパスの法科大学院で

開講される。
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科目群

授業科目

配当年次

基礎法・隣接科目

外国法文献研究Ⅱ（ドイツ法）

Ｌ２、３

単位 ２ 担当教員 樺島 博志

開講学期 前期 週間授業回数 隔週 2時間

＜目 的＞

本演習は、ドイツ法における事案解決の方法論を取り扱う。とりわけ、事案分析と起案にかかわる法的

審査技術に着目する。ここでいう法的審査技術とは、法的紛争を解決するための固有の方法論的アプロー

チであり、具体的事案に総合的な検討を加えるための思考過程の類型化である。この技術はドイツにおい

て、法的事案の分析と解決のための方法を学ぶうえで大きな役割を果たしている。事案解決のための技術

と方法を学ぶことにより、参加者は事案解決を起案するための論理的な組立て方を習得し、個々の事案の

本質的な問題を明確に見極められるようになるだろう。

＜達成度＞

この演習の目標は、受講者が事案解決の技術と方法の基礎を身につけることである。法律学方法論は、そ

れ自体を目的とするのではなく、事案解決のために具体的に用いられるものである。参加者は、この意味

での法律学方法論を、日本法を扱ううえで応用できるようになることを期待される。

＜授業内容・方法＞

法的審査技術事案解決にかんするドイツの入門書を講読する。参加者は、テキストの内容を日本語に翻

訳し、的確に理解することを要求される。さらに、演習の事例問題について、テキストの解答例を参考に、

自らの解答案を起案する

＜教科書・教材＞

ドイツ法の演習用教材は、担当者が準備し、受講者に配布する。

取り扱う教材は次のものを予定している。

Olzen, Drik; Wank, Rolf: Zivilrechtliche Klausurenlehre mit Fallrepetitorium, 5. berarbeitete Aufl. 

K ln, M nchen: Carl Heymanns Verl. 2007.

Valerius, Brian: Einf hrung in den Gutachtenstil: 15 Klausuren zum B rgerlichen Recht, Strafrecht

und ffentlichen Recht,  dritte, berarbeitete und aktualisierte Aufl. W rzburg: Springer, 2009.

Merten/ Niederle: Standardf lle Zivilrechtf r Anf nger , 5. Aufl. Altenberge: Niederle Media, 2008.

＜成績評価の方法＞

・平常点として、受講者の翻訳、解答案、討議の各成果と能力について総合的に評価する。（50%）

・期末課題として、授業で取りあげた事案のうち任意のものについて審査結果を起案し、レポートとして

提出するものとする（50%）。なお、成績評価に際しては、上記の＜達成度＞が指標の１つとなる。

＜その他＞

ドイツ法のテキストと事例問題を扱うので、ドイツ語の基礎知識を受講の前提とする。

日本語の参考文献として、次のものを参照せよ。

樺島博志、トマス・シェーファー「法的思考と審査技術」法学 74 巻 6 号（2011）39-71 頁 .

u

u

o u

u

０ u

a u a

u
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科目群

授業科目

配当年次

基礎法・隣接科目

外国法文献研究Ⅲ（フランス法）

Ｌ２、３

単位 ２ 担当教員 嵩 さやか

開講学期 前期 週間授業回数 １回

＜目 的＞

この授業は、フランス法に関心を持つ法科大学院の学生を対象に、法についてフランス語で書かれた文

献を読むことを通じて、フランスの法・文化・社会に対する理解を深めることを目的とする。さらに、フ

ランスを鏡として、日本法の理解を深めることも、重要な目的である。

＜達成度＞

フランス語の文献を正確に訳すことができ、さらにその内容について理解し検討することができる。

＜授業内容・方法＞

受講者が、毎回、教材の指定された部分を翻訳し、他の受講者・担当教員と質疑を行う形で進める。

＜教科書・教材＞

Jean -Jacques DUPEYROUX, Michel BORGETTO, Robert LAFORE, Droit de la s curit  sociale, 

17  d., Dalloz, 2011

Pierre ROSANVALLON, La soci t  des gaux, Seuil, 2011

などを予定しているが、受講者の興味にしたがって教材を変更する場合がある。

＜成績評価の方法＞

毎回の授業における翻訳および質疑応答、授業への取り組みの状況を評価対象とする「平常点」（50 ％）

と、「レポート」（50 ％）による。なお、成績評価に際しては、上記の＜達成度＞が指標の１つとなる。

＜その他＞

e e

e

e e e
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科目群

授業科目

配当年次

展開・先端科目

環境法Ⅰ

Ｌ２、３

単位 ２ 担当教員 北村 喜宣

開講学期 前期 週間授業回数 学期前半に 2回

＜目 的＞

環境法の私法的側面、および、環境法の理念・原則、環境法政策の手法については環境法Ⅱに委ね、本

講義では、環境法の行政法的規制の法制度、および、それをめぐる行政訴訟について学習する。司法試験

用法文に収録されているいわゆる 10法のうちの主要法律中心に検討する。単純に個別法を解説するのでは

なく、環境法の基本的考え方や手法を踏まえて、当該制度の存在理由、改正による展開の状況、制度運用

の実態と改善方向などを議論し、多角的に法制度をとらえることができる能力の育成を目指す。

＜達成度＞

①前半部分で講じられる環境法総論の議論を踏まえて、後半部分で講じられる個別環境法の仕組みを整

理することができるようになること。

②環境法政策の観点から重要と思われる改正について、「従来の仕組み、運用上の問題点、改正法の内容」

という三点セットで理解ができるようになること。

③環境影響評価法、水質汚濁防止法、大気汚染防止法、土壌汚染対策法、廃棄物処理法、自然公園法の

規制の流れがイメージできるようになっていること。＾

④設例問題をみたときに、どこにどのような論点が伏在しているのかを見抜ける力がついていること。

＜授業内容・方法＞

1．授業方法

レジュメのなかにある「Ｑ」を中心にして議論をする。いくつかの「Ｑ」については、課題として簡

単なレポートを要求する。講義形式を基本とするが、頻繁に受講生の発言を求め、ときには行政法の理

解も確かめながら進める。

2．授業予定

14 回の講義予定は、以下の通りである。法制度の全体を概説するのではなく、論点をいくつかに絞っ

て、深掘りをした議論をする。

(1)イントロダクション（環境法の全体像と環境法の学び方） (2)環境法の基本的考え方 (3)環境法

の仕組み (4)環境基本法 (5)環境影響評価法 (6)水質汚濁防止法 (7)大気汚染防止法 (8)土壌汚

染対策法 (9) 循環基本法＋廃棄物処理法（その 1） （10）廃棄物処理法（その 2） （11）廃棄物処

理法（その 3） （12）自然公園法 （13）問題演習（その 1） （14）問題演習（その 2）

＜教科書・教材＞

1．授業レジュメ（電子データで配布する）

2．北村喜宣『環境法〔第 3版〕』（弘文堂、2015 年）

3．淡路剛久ほか（編）『六訂ベーシック環境六法』（第一法規、2014 年）（頻繁に法令集を参照するので、

この資料は必携である）

＜成績評価の方法＞

期末試験 70％、平常点 30 ％（課題対応 20 ％、授業への参加 10 ％）。なお、成績評価に際しては、上記

の＜達成度＞が指標の１つとなる。

＜その他＞

1．初回講義時には、別途用意するプロフィルシートを完成の上、提出すること。

2．授業は、前期の前半で終了する。火曜日 4～ 5限を 7回実施する。

3．課題は、授業中間段階での take home exam とする。
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科目群

授業科目

配当年次

展開・先端科目

環境法Ⅱ

Ｌ２、３

単位 ２ 担当教員 大塚 直

開講学期 集中講義 週間授業回数

＜目 的＞

これまでの奔放な経済活動のもたらした環境への負荷が、許容量をこえて蓄積し、環境を破壊し、人々

の生活に重大な影響を与えつつある。今日では、地球規模で、環境を守り循環型社会への転換が求められ

ていることは周知の通りである。この授業では、とくに、環境私法を中心として、現代の法がかかえる法

的課題と、なすべき理論的・実践的取り組みを検討することを目的とする。

＜達成度＞

環境私法を中心とし、重要な環境訴訟について、事案と法理論上の問題点を把握し、自らの結論を理由

とともに導くことができる。環境法の理念・原則について環境法全体との関係で理解する。

＜授業内容・方法＞

環境法の判例を扱うほか、環境法の総論的課題：理念・原則・手法と、個々の環境法の諸問題との連関

について扱う。

講義は集中講義と演習の組み合わせの形で行われるので、受講者はあらかじめ、大塚直・環境法（第 3

版）（有斐閣、2010）を通読の上、参加すること。

第 1 回 環境法の理念・原則（１）

第 2 回 環境法の理念・原則（２）

第 3 回 環境政策の手法

第 4 回 環境訴訟全般

第 5 回 民事訴訟と行政訴訟（１）

第 6 回 民事訴訟と行政訴訟（２）

第 7 回 民事訴訟と行政訴訟（３）

第 8 回 民事賠償訴訟（１）―過失、権利侵害・違法性・受忍限度、環境権

第 9 回 民事賠償訴訟（２）―因果関係、損害・賠償範囲、共同不法行為

第 10 回 民事差止訴訟（１）

第 11 回 民事差止訴訟（２）

第 12回 民事差止訴訟（３）、リスク訴訟

第 13 回 土壌汚染訴訟、廃棄物訴訟（１）

第 14 回 廃棄物訴訟（２）

第 15 回 廃棄物訴訟（３）その他

＜教科書・教材＞

　【教科書】

大塚直・環境法 Basic（有斐閣、2013）

環境法判例百選

環境法の判例については追加するので、掲示に注意されたい。

（以下、参考文献、参考書）

大塚直・環境法（第 3版）（有斐閣、2010）

大塚直「（連載）環境法の新展開」法学教室 283 号以下（2004 年 4 月号～）

取り扱う裁判例等について詳細なスケジュールを追って配布するのでよろしくお願いします。
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＜成績評価の方法＞

期末試験又はレポート、および講義への貢献度によって総合評価する（期末試験又はレポート 60 ％、平

常点 40 ％）。なお、成績評価に際しては、上記の＜達成度＞が指標の１つとなる。
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科目群

授業科目

配当年次

展開・先端科目

租税法基礎

Ｌ２、３

単位 ２ 担当教員 澁谷 雅弘

開講学期 前期 週間授業回数 １回

＜目 的＞

この授業の目的は、租税法総論および所得税の基本的仕組みを理解することにある。これによって、法

律実務家として最低限必要な租税法の基礎を学び、「課税のトラップ」に陥ることのない実務能力を身につ

ける。

＜達成度＞

１．所得税の基礎を理解し、その実務的な問題点を発見・検討する能力を身につける。

２．租税法総論の基本的部分である、租税法の基本原則および租税手続法の基礎を理解する。

３．租税法と私法、特に取引法との関係を認識し、個別事案において税法上の諸問題の前提となっている

私法関係を読みとる能力を身につける。

＜授業内容・方法＞

授業は、対話型の少人数講義により行う。教材として、金子宏ほか編『ケースブック租税法』（弘文堂、

第４版、2013）を用いる。

各回のテーマは、次の通りである。

１．イントロダクション

§ 121.02, １－６頁、判百 185 頁。

２．租税法の基礎理論

§ 140.02, § 125.01, § 111.01

３．租税の賦課・徴収手続

６－１１頁、判百 161 頁、229 頁、234 頁。

４．租税法の解釈と適用１

§ 161.01, § 161.02, § 162.01, § 163.01. 

５．租税法の解釈と適用２

§ 163.02, § 164.01, § 164.02, § 166.01.

６．所得税の基礎１

§ 211.01, § 211.02, § 211.05, § 212.02.

７．所得税の基礎２

§ 213.01, § 213.02, § 214.01.

８．所得分類１

§ 221.02, § 221.03, § 222.01, § 222.02.

９．所得分類２

§ 222.03, § 222.05.

１０．所得分類３

§ 223.01, § 223.02, § 223.03, § 223.04.

１１．所得分類４

§ 223.05, § 224.01, § 224.02.

１２．所得の計算と年度帰属１

§ 231.01, § 231.02, § 231.03.

１３．所得の計算と年度帰属２

§ 232.01, § 232.03, § 233.01, § 234.04.

１４．所得税額の計算

§ 241.01, § 242.01, § 242.02.

１５．試験
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＜教科書・教材＞

授業では、上記の『ケースブック租税法』のほか、租税法規が掲載された六法（所得税法、法人税法、

国税通則法など。租税特別措置法までは必要ない）を使用する。

また、予習・復習を十分に行うためには、租税法の教科書が必要である。初学者向けの教科書としては、

中里実ほか編『租税法概説』（有斐閣）、金子宏ほか『税法入門』（有斐閣新書）、岡村忠生ほか『ベーシッ

ク税法』（有斐閣アルマ）、佐藤英明『スタンダード所得税法』（弘文堂）等を勧める。より詳細な体系書と

しては、金子宏『租税法』（弘文堂）又は水野忠恒『租税法』（有斐閣）を勧める。その他、演習書として、

やや難易度が高いが、佐藤英明ほか『租税法演習ノート』（弘文堂）がある。判例や実務的な問題の学習の

ためには、『最新租税判例６０』（税研148 号）、『最新租税判例７０』（税研 178号）、『法人税精選重要判例

詳解』（税務経理協会）を勧める。

参考書として、『租税判例百選』（有斐閣）を指定する。

＜成績評価の方法＞

成績評価は、筆記試験 80％、平常点 20 ％の割合で行う。

平常点は、質疑に際して事前に準備をして回答ができたかどうか、回答の内容が適切であるか、積極的

に議論に参加したか等により評価する。

なお、成績評価に際しては、上記の＜達成度＞が指標の１つとなる。
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科目群

授業科目

配当年次

展開・先端科目

実務租税法

Ｌ２、３

単位 ２ 担当教員 瀧本 文浩

開講学期 集中講義 週間授業回数

＜目 的＞

この授業の目的は、法人税法の基本的な仕組みを理解してもらうとともに、実際の企業法務において法

人税がどのような形で問題となり、実務家がどのように対応しているかという観点から、法人税の実務に

ついて理解してもらうことにある。

＜達成度＞

法人税法に関連する典型的な事案について、問題の所在を把握し、裁判例を踏まえた上で、事案解決の

ための規範を定立し、事案をあてはめて結論を提示することができる。

＜授業内容・方法＞

授業は、対話型の講義により行う。

授業では、法人税法の当該部分について基本的な説明を行うとともに、事前に指定した裁判例を中心に

検討を加える。

授業では適宜学生に質問しながら進めるので、学生は、以下の範囲について、事前に指定する教科書の

該当部分及び裁判例を予習してから授業に臨むこと。各回の具体的な予習範囲は 7月頃に指定する。

１．イントロダクション、法人税総説

法人税に関する具体的な問題、これに関与する実務家の立場について簡単に紹介した後、法人税の

意義について検討する。

２．法人税の納税義務者

法人税の納税義務者について検討する。

３．法人所得の意義と計算（総説）、益金（１）

法人所得について基本的な説明を行った後、益金の認識基準について検討を加える。

４．益金（２）

具体的な益金の意義について検討を加える。

５．損金（１）

損金の認識基準について検討を加える。

６．損金（２）

７．損金（３）

８．損金（４）

９．損金（５）

１０．損金（６）

損金（２）から損金（６）では、損金算入が問題となる各項目について、順次検討を加える。

１１．グループ法人税制、組織再編税制（１）

グループ法人税制について検討を加える。また、法人の合併及び会社分割に関する課税について検

討を加える。

１２．組織再編税制（２）

法人の株式交換、株式移転に関する課税について検討を加える。タックス・プランニングについて

も紹介する予定である。

１３．同族会社の特例

同族会社に関する課税の特例について検討を加える。

１４．法人事業税

法人事業税について検討を加える。法人住民税にも言及する。

１５．試験
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＜教科書・教材＞

授業では、法人税法が掲載された六法を使用する。会社法の条文を参照することも多いので留意された

い。

教科書として、金子宏『租税法』（弘文堂）を指定する。

参考書として、『租税判例百選』（有斐閣）を指定する。

その他、演習書として、金子宏ほか『ケースブック租税法』（弘文堂）、佐藤英明ほか『租税法演習ノー

ト』（弘文堂）を勧める。

＜成績評価の方法＞

成績評価は、筆記試験 70 ％、平常点 30 ％の割合で行う。なお、成績評価に際しては、上記の＜達成度＞

が指標の１つとなる。

＜その他＞

「租税法基礎」をすでに履修していることを本科目履修登録の条件とする。
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科目群

授業科目

配当年次

展開・先端科目

金融法

Ｌ２、３

単位 ２ 担当教員 本多 正樹

開講学期 集中講義 週間授業回数

＜目 的＞

この授業では、金融（制度）に関する法的枠組みの全体像を理解するとともに、通常の民商法の講義で

はカバーされない金融取引法についての基本的な知識を得ることを目的とする。

＜達成度＞

金融規制・監督に関する制度の基本的な構造と背景となっている考え方を理解する。資金の運用・調達

や資金決済に関する金融取引につき、法的論点の所在を提示できる。これらを通じ、金融に関する問題に

接した場合の問題解決の手がかりを掴めるようになることを目指す。

＜授業内容・方法＞

基本的に講義形式によるが、担当教員から受講者に対し質問が投げかけられることはありうる。

受講者は、あらかじめレジュメに目を通し、場合によっては指定された参考文献の該当部分や資料を読

んだうえで、授業に参加することが望ましい。

内容としては以下を予定している。ただし、受講者の関心や授業の進行状況によって、順序、内容に変

更がありうる。

1. 金融と金融法　　

2. 金融機関と金融制度

3. 金融規制とプルーデンス政策

（1）金融規制の目的等

（2）自金融機関の参入規制・業務範囲規制、金融機関のグループ化

（3）自己資本比率規制等

4. 各種の支払方法と決済システム

（1）預金取引と資金決済

（2）各種の支払方法（クレジット、電子マネー等）

（3）決済システム・為替概念

5. 資金の運用・調達に関する諸問題

（1）貸出等

（2）証券売買取引とレポ取引

（3）証券化、デリバティブ取引等

＜教科書・教材＞

授業ではレジュメを配布する予定。

参考書： 神田秀樹・神作裕之・みずほフィナンシャルグループ『金融法講義』（岩波書店）

天谷知子『金融機能と金融規制』（金融財政事情研究会）

大垣尚司　『金融と法』（有斐閣）

小塚荘一郎・森田果『支払決済法』（商事法務）

川口恭弘『現代の金融機関と法』第 3版（中央経済社） ほか、適宜、紹介する。

＜成績評価の方法＞

レポート（概ね 80％）および平常点（授業における発言等、概ね 20 ％）により評価する。なお、成績

評価に際しては、上記の＜達成度＞が指標の１つとなる。

＜その他＞

担当教員の略歴　日本銀行、京都大学法学研究科（実務家教員）を経て東京国際大学

e-mail アドレス：mhonda@tiu.ac.jp

平成 28 年度は開講しない（隔年開講科目）。
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科目群

授業科目

配当年次

展開・先端科目

経済法Ⅰ

Ｌ２、３

単位 ２ 担当教員 滝澤 紗矢子

開講学期 前期 週間授業回数 １回

＜目 的＞

日本における競争政策と規制の概要を知るため、独占禁止法の基本的思考方法を体系的に習得すること

を目的とする。必要に応じて判審決・ガイドライン等の原資料の検討・分析を行なうことを通じ、具体的

事案から法的問題を見出して解決に導きうる論理力を養成することも目指す。

＜達成度＞

弊害要件総論を中心に独占禁止法の基本的思考方法を身につけて、各法定違反類型で応用できるように

する。

不当な取引制限、不公正な取引方法、私的独占という基本的な法定違反類型の構造を理解し、各事案に

当てはめられるようにする。

＜授業内容・方法＞

１ 内容

独占禁止法の違反要件の基礎的部分を体系的に講義する。授業の進度に応じて関連判審決・ガイドライ

ン等の原資料を検討・分析する。

２ 方法

前半は比較的講義が中心となる。徐々に具体的事案について受講者と質疑応答を行っていく。

３ 予定

概ね、以下の予定に従って進める。

（最新の資料・情報に基づいて講義するため、各回の詳細を示すことはできない。）

（１）弊害要件総論

① 市場

② 反競争性

③ 正当化理由

（２）各違反類型

① 不当な取引制限

② 不公正な取引方法

③ 私的独占

＜教科書＞

白石忠志『独禁法講義（第７版）』（有斐閣）

＜教 材＞

配布資料

＜参考書＞

授業中に指示する。

＜成績評価の方法＞

期末筆記試験７０％、平常点３０％により評価する。なお、成績評価に際しては、上記の＜達成度＞の

観点から、授業への取り組み・質疑応答の状況等を総合的に評価する。

＜その他＞

「経済法Ⅱ」の受講を希望する者は、この講義を必ず受講しておくこと。
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科目群

授業科目

配当年次

展開・先端科目

経済法Ⅱ

Ｌ２、３

単位 ２ 担当教員 滝澤 紗矢子

開講学期 後期 週間授業回数 １回

＜目 的＞

経済法Ⅰの既修者を対象として、独禁法違反要件の応用部分、及び独禁法違反行為に対するエンフォー

スメントを習得することを目的とする。同時に、実務的かつ発展した知識及び思考方法を獲得し、法曹と

して活動する場合に経済法を専門分野にできる基盤が形成されたといえるレベルへの到達を目指す。

＜達成度＞

応用的違反類型も含めて、独禁法の法定違反類型の基本構造を理解し、具体的事案で正確な当てはめを

行えるようにする。

エンフォースメントの問題も視野に入れて競争問題に対応できる力を身につける。

＜授業内容・方法＞

１ 内容

事業者団体規制、企業結合規制を始めとする独禁法違反要件の応用部分を押さえた後、独禁法違反行為

に対する各種エンフォースメントを体系的に講義する。また、授業の進度に応じて判審決・ガイドライン

等の原資料を読み、応用的事例研究を行う。問題となる具体の実務的論点について、現実にどのように対

応することになるのか、基本六法に立ち戻って論理的に思考し、討論できるような機会を設ける。これに

よって、独禁法全体の基本構造を習得し、かつ応用問題にも対応する力を習得することを目的とする。

２ 方法

受講者との質疑応答を軸として進める。そのために、受講者は、示された予習範囲を十分準備する必要

がある。

３ 予定

（最新の資料・情報に基づいて講義するため、各回の詳細を示すことはできない。）

（１）独禁法違反要件の応用

① 事業者団体規制

② 企業結合規制

③ 例外的な違反類型

④ 適用除外

⑤ 応用的諸問題

（２）独禁法のエンフォースメント

① 公取委による事件処理

② 刑罰

③ 民事訴訟

＜教科書＞

白石忠志『独禁法講義（第７版）』

＜教 材＞

配布資料
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＜参考書＞

白石忠志『独占禁止法（第２版）』（有斐閣）

白石忠志『独禁法事例の勘所（第 2版）』（有斐閣）

白石・多田編『論点体系　独占禁止法』（第一法規）

大久保・滝澤・伊永編『ケーススタディ　経済法』（有斐閣）

川濱・武田・和久井編『論点解析　経済法』（商事法務）

＜成績評価の方法＞

期末筆記試験７０％、平常点３０％により評価する。なお、成績評価に際しては、上記の＜達成度＞の

観点から、授業への取組み・質疑応答の状況等を総合的に評価する。

＜その他＞

この講義の受講を希望する者は、「経済法Ⅰ」を必ず受講しておくこと。
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科目群

授業科目

配当年次

展開・先端科目

企業法務演習Ⅱ

Ｌ２、３

単位 ２ 担当教員 丸茂 彰

開講学期 後期 週間授業回数 隔週２回

＜目 的＞

Ｍ＆Ａを中心に、Ｍ＆Ａの目的・手法、その周辺諸問題を含めて、仮想事例及び実際の事案の検討を通

じて分析し、特に法律実務家としての視点で目標達成の手法、関連する問題解決の選択肢を見出し、その

得失の比較等を行う実務能力を養うことをめざす。また、随時、Ｍ＆Ａを理解するために必要なファイナ

ンス理論やＭ＆Ａに伴う資金調達についても概観し、幅広い視点でＭ＆Ａを分析する能力を身につけるこ

ともめざす。

＜達成度＞

Ｍ＆Ａの実務の流れを把握し、各段階で留意すべき法的問題点を把握するとともに、契約書等の作成に

際しても、その目的を把握しつつ法的問題点を見出し、当事者視点での解決策を提示し、相手方と交渉す

ることができる。

＜授業内容・方法＞

原則として、担当教員からＭ＆Ａの法務等に関する解説を各講義の前半に行うが、後半は仮想事例及び

近時に公表または報道された実際の事案を検討する。実際の事案については、会社法（Ｍ＆Ａ）分野の取

引事例を中心に取り上げる予定であるが、周辺分野等で注目される取引事例や、関連する紛争案件その他

についても、適切なものがあれば対象としていきたい。

具体的には、各講義の最初に、担当教員からＭ＆Ａを理解するために必要なＭ＆Ａ法務の他、ファイナ

ンス理論、Ｍ＆Ａに伴う資金調達の実務等について解説を行う。それに引き続き行われる仮想事例及び事

案の検討については、まず、担当教員により事前に検討対象たる仮想事例における分担及び実際の事案が

指定される。事前に配布又は伝達される検討の手がかり及び適宜指定される教材等に基づき、各回の報告

担当者が事前に報告用のレジュメを作成・配布し、講義当日は報告者の報告に基づき討論を行うという形

式で進める。

初回はイントロダクションとし、担当教員から以後の検討の基礎としてＭ＆Ａの法務の概要を解説し、

以降は上記に従い、各回の前半に行われる担当教員による講義に引き続き、報告者の報告を中心に検討対

象たる仮想事例及び事案の検討を行う。

＜教科書・教材＞

適宜、追って指定する。

＜成績評価の方法＞

報告者としての報告内容（おおよそ 50%）および討論への参加状況（おおよそ 50%）を勘案して総合的

に評価する。なお、成績評価に際しては、上記の＜達成度＞が指標の１つとなる。

＜その他＞

会社法を既に履修していることが最低条件である。そのほか、金融商品取引法、独占禁止法、労働法な

ど、事案に則して関連する法領域についても自主的に学習することが求められる。

平成 26年度まで開講されていた企業法務演習Ⅰとは違うテーマを採り上げるので、Ⅰ・Ⅱを重複履修し

てもかまわない。

隔年開講科目であり、平成 28 年度は開講しない。
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科目群

授業科目

配当年次

展開・先端科目

商取引法演習

Ｌ２、３

単位 ２ 担当教員 清水 真希子

開講学期 前期 週間授業回数 １回

＜目 的＞

商取引法とは、企業が行う取引の私法的側面を検討する学問分野である。企業が行う取引はきわめて多

様であるので、商取引法の対象も広範にわたる。

本演習では、さまざまな分野の企業取引に関係する裁判例をとりあげて、これらの判例の読解と議論を

通じ、問題となる論点を把握・分析する能力を向上させることを目的とし、あわせて、各種の企業取引が

私法的（契約法的）にどのように構成されているかについての理解を深めることを目的とする。

これらの取引は、学生にとってなじみ深いものばかりではなく体系的でもない。しかし、既存の知識を

応用しつつ自分にとって未知の問題に対処する経験を積むということで得られるメリットは大きい。意欲

的な学生の参加を希望する。

　

＜達成度＞

判例の分析を通じて、各種の企業取引において問題となる諸論点についての理解を深め、未知の問題に

対する分析能力を向上させるとともに、各種の企業取引が私法的（契約法的）にどのように構成されてい

るかについての理解を深める。

＜授業内容と方法＞

●授業の内容

下記のような分野の取引を対象とした判例を取り上げて議論する。取り上げる判例は、主として、近年

の最高裁判例（民集掲載判例）である。（一部、民集以外の最高裁判例、下級審判例も含まれる。）

・銀行（預金取引、融資取引ほか）

・クレジット（割賦販売法）

・保険（損害保険、生命保険）

・フランチャイズ（コンビニ）

・消費者契約関係（特定商取引法ほか） など。

●授業の進め方

各回につき１件～２件程度の判例を指定する。全員が指定された判例といくつかの評釈等を読んできて、

当該判決で問題となる論点、判決の意義、射程等について全員で議論する。教員との間の質疑応答という

よりも受講者間の議論を通じて、判決に対する理解を深め、初めて接する法律問題に対する分析能力を向

上させることを目標とする。

　

＜教科書・教材＞

主として判例・評釈等を教材として用いる。教材は授業内で指示する。

＜成績評価の方法＞

レポート（60％）および平常点（40 ％）により評価する。

なお、成績評価に際しては、上記の＜達成度＞が指標の１つとなる。

＜その他＞

受講を希望する者は初回授業に必ず出席すること。

なお、この演習は 2016 年度以降は開催されない。

― ―97



科目群

授業科目

配当年次

展開・先端科目

民事執行・保全法

Ｌ２、３

単位 ２ 担当教員
坂田 宏

今津 綾子

開講学期 前期 週間授業回数 １回

＜目 的＞

民事執行および民事保全の手続についての基本的な知識を得る。

＜達成度＞

民事執行および民事保全の手続に妥当する基本的な要請を踏まえ、それぞれの手続の概要を理解する。

その際、すでに学んだ民事実体法および判決手続に関する知識を再確認し、それらとの関連性を踏まえて

私人の権利実現までの過程を体系的に理解する。

＜授業内容・方法＞

１．授業内容

民事執行法および民事保全法の解釈を中心とし、適宜判例にも触れる。

２．授業方法

講義形式による。

３．予定

第 1 回 民事執行・保全法総論

第 2 回 強制執行総論：債務名義

第 3 回 強制執行総論：執行文

第 4 回 強制執行総論：違法執行に対する救済

第 5 回 強制執行総論：不当執行に対する救済

第 6 回 強制執行各論：不動産執行①

第 7 回 強制執行各論：不動産執行②

第 8 回 強制執行各論：不動産執行③

第 9 回 強制執行各論：動産執行

第 10回 強制執行各論：権利執行

第 11 回 強制執行各論：非金銭執行

第 12回 強制執行各論：担保権の実行①

第 13 回 強制執行各論：担保権の実行②

第 14 回 民事保全

第 15 回 試験

＜教科書・教材＞

教科書：上原敏夫＝長谷部由起子＝山本和彦『民事執行・保全法［第 4版］』（有斐閣、2014）

参考書：中野貞一郎『民事執行・保全入門［補訂版］』（有斐閣、2013）

参考書：上原敏夫ほか編『民事執行・保全判例百選［第 2版］』（有斐閣、2012）

＜成績評価の方法＞

期末試験（90％）および平常点（10％）による。なお、成績評価に際しては、上記の＜達成度＞が指標

の１つとなる。

＜その他＞
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科目群

授業科目

配当年次

展開・先端科目

倒産法

Ｌ２、３

単位 ２ 担当教員 中島 弘雅

開講学期 前期 週間授業回数 2回（隔週）

＜目 的＞

倒産法とは、倒産処理のプロセスについて定める法律の総称であり、倒産処理法と呼ばれることもある。

倒産法に含まれる代表的なものには、破産法、特別清算、民事再生法、会社更生法がある。これらの法的

倒産手続は、清算型と再建型に分類され、清算型の手続は、債務者の財産を換価することによって得られ

た換価金から債権者に平等に配当することを主たる目的としており、破産と特別清算がこれに含まれる。

再建型の手続は、債務者を再生・再建させることにより将来の収益から債権者に弁済することを主たる目

的としており、民事再生と会社更生がこれに含まれる。

本講義では、清算型の一般法である破産法について学習する。倒産法全体の基本である破産法を理解す

ることによって、倒産法全体に通ずる基礎を習得することを目的としている。また、後期の「応用倒産法」

において、事例問題に取り組むためのいわば基礎体力を養うことも目的としている。

＜達成度＞

①本講義により、受講生は、破産法が定める手続の流れに習熟し、手続遂行過程で生じる様々な論点につ

いて、問題の所在とそれをめぐる判例・学説の状況を理解し、これを踏まえて自らの結論を裏付けるため

の論理的な議論を展開することができる。

②受講生は、倒産法全体に通ずる基本的な構造を理解し、民事再生法の学習への応用、「応用倒産法」にお

ける事例問題の検討への応用に備えた基礎を固めることができる。

＜授業内容・方法＞

授業は、中島が執筆した『倒産法講義案〔清算手続編〕』に基づき講義形式で行う。受講生は、あらかじ

めこの講義案で予習した上で、講義に臨むことが求められる。授業内容が平板にならないよう、適宜、受

講生の理解を深めるのに適切な裁判例にも触れる。

第 1 回 倒産法序説：倒産処理制度の必要性、わが国の倒産処理手続の基本類型について学ぶ。

第 2 回 破産手続開始の申立て：破産手続開始申立ての手続、破産手続開始申立ての審理、破産手続前

の保全処分などについて学ぶ。

第 3 回 破産手続の開始：破産手続開始決定、破産手続開始の効果について学ぶ。

第 4 回 破産手続の機関：破産裁判所、破産管財人、保全管理人、債権者集会、債権者委員会・代理委

員、破産手続の利害関係人について学ぶ。　

第 5 回 破産財団と破産債権：破産財団の意義と範囲、破産債権の意義・要件・処遇、破産債権の届出・

調査・確定手続について学ぶ。

第 6 回 財団債権と労働債権・租税債権：財団債権の意義と種類を学んだ後、労働債権・租税債権の処

遇について学ぶ。

第 7 回 破産手続における法律関係の処理 (1)：破産手続開始後の法律行為の効力、双方未履行双務契

約に関する破産法の規律について学ぶ。

第 8 回 破産財団をめぐる契約関係 (2)：賃貸借契約、継続的供給契約、請負契約、雇用契約、ファイ

ナンス・リース契約、委任契約等について学ぶ。併せて、係属中の訴訟等の処遇についても

学ぶ。

第 9 回 破産手続における担保権の処遇 (別除権 )：破産手続の中で担保権がどのように扱われている

かを学ぶ。

第 10回 否認権 (1)：否認権の意義と機能、否認権の一般的要件、詐害行為の否認について学ぶ。

第 11 回 否認権 (2)：偏頗行為の否認、特別な否認類型、否認権の行使について学ぶ。

第 12回 相殺権：破産手続において相殺が可能な場合と相殺が禁止される場合について学ぶ。

第 13 回 取戻権：一般の取戻権と特別の取戻権について学ぶ。
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第 14 回 破産財団の管理・換価・配当・手続の終結：破産財団の管理・換価のプロセス、配当の種類と

プロセス、手続の終結について学ぶ。

第 15 回 個人債務者の破産・免責手続：消費者破産の現状、消費者についての破産手続開始申立て、同

時破産廃止、免責と復権について学ぶ。

＜教科書・教材＞

１ 本講義では、中島が執筆した『倒産法講義案〔清算手続編〕』をあらかじめ配布し、これをテキスト

として講義を行う。授業の中で、適宜、伊藤眞 =松下淳一編『倒産判例百選〔第 5版〕』所収の裁判例

に触れるので、本書も六法全書とともに毎回携行してほしい。

２ 参考書としては、中島自身の執筆にかかるものとしては、以下のものがある。

・中島弘雅『体系倒産法Ⅰ〔破産・特別清算〕』（中央経済社、2007 年）

・中島弘雅＝佐藤鉄男『現代倒産手続法』（有斐閣、2013 年）

・加藤哲夫＝中島弘雅編『ロースクール演習 倒産法』（法学書院、2012 年）

そのほか、以下の参考書を推薦する。

・伊藤眞『破産法・民事再生法〔第 3版〕』（有斐閣、2014 年）

・山本和彦 =中西正 =笠井正俊 =沖野眞巳 =水元宏典『倒産法概説〔第 2版〕』（弘文堂、2010 年）

・山本克己＝小久保孝雄＝中井康之編『新基本法コンメンタール破産法』（日本評論社、2014 年）

３ 判例解説書としては、以下のものがある。

・伊藤眞 =松下淳一編『倒産判例百選〔第 5版〕』（有斐閣、2013 年）

・瀬戸英雄 =山本和彦編『倒産判例インデックス〔第 3版〕』（商事法務、2014 年）

＜成績評価の方法＞

期末試験 70％および中間試験 30 ％により評価する。なお、成績評価に際しては、上記の＜達成度＞が

指標の１つとなる。

＜その他＞

中島の連絡先：nakajima@ls.keio.ac.jp
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科目群

授業科目

配当年次

展開・先端科目

応用倒産法

Ｌ２、３

単位 ２ 担当教員 菱田 雄郷

開講学期 後期 週間授業回数 １回

＜目 的＞

この授業では、受講者が破産法についての基礎的な知識を有していることを前提として、再建型手続の

基本法であるところの民事再生法についての基礎的な理解を得るとともに、破産法および民事再生法の双

方について、具体的な事案に対して適切な法的検討を加える能力を修得することを目的とする。

＜達成度＞

民事再生法が用意する様々な法的規律について、その趣旨、要件、効果を説明することができる。

具体的な事案を前提として、その中から破産法および民事再生法の適用上問題になる事実関係を的確に

把握できる。

以上のように把握された事実関係に適用されるべき法理論を構築し、これを当該事実関係に適切に適用

することによって結論を得ることができる。

＜授業内容・方法＞

受講者との対話・討論によって授業を進める。素材となるべき事案や判例は、事前に TKC にアップす

るので、受講者は、これらを事前に検討した上で授業に臨むことが求められる。

この授業で取り扱う項目としては、１．破産原因、2．債権の確定、3．多数当事者関係、4．財団債権、

共益債権、5．取戻権、6．担保権の処遇、7．双方未履行双務契約、8．否認の要件、9．否認の効果、10．

特殊な否認、11．相殺、12．再生計画、13．破産免責、14．個人再生を予定している。

＜教科書・教材＞

● 教科書　手頃なサイズの教科書としては、山本和彦ほか『倒産法概説』（弘文堂）と山本克己編著『破

産法・民事再生法概論』（商事法務）があり、定評ある体系書としては、やや大部であるが、伊藤眞『破

産法・民事再生法』（有斐閣）がある。受講の際には、この 3種のいずれかを用意するのが好ましい。

ただし、授業科目「倒産法」で用いたものがあればそれを継続して用いて構わない。

● 判例集　伊藤眞＝松下淳一編『倒産判例百選』（有斐閣）

● 参考書　中島弘雅『体系倒産法 I』（中央経済社）、松下淳一『民事再生法入門』（有斐閣）、山本和彦『倒

産処理法入門』（有斐閣）、山本和彦ほ編著『倒産法演習ノート』（弘文堂）、伊藤眞『会社更生法』（有

斐閣）

＜成績評価の方法＞

期末試験（90％）、授業の際の発言内容等の平常点（10 ％）によることを予定している。なお、成績評

価に際しては、上記の＜達成度＞が指標の１つとなる。

＜その他＞

メールでも質問を受け付ける。メールアドレスは、hishida@j.u-tokyo.ac.jp である。
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科目群

授業科目

配当年次

展開・先端科目

実務労働法Ⅰ

Ｌ２、３

単位 ２ 担当教員 水町 勇一郎

開講学期 前期 週間授業回数 隔週 2回

＜目 的＞

労働法総論と雇用関係法の前半部分について授業を行う。この授業の目的は、労働法の基本的な枠組み

を理解し、雇用関係法に関わる具体的な問題について思考・議論する能力を養うことにある。

＜達成度＞

判例を含む現行労働法の基本的な解釈論および制度論について、問題の所在を明らかにし、事案解決の

前提となる法理論をその法的根拠とともに提示することができる。基本的な法解釈論上の問題を含む事案

について、その解決に必要となる事実を抽出し、結論に至るまでの道筋を説得的に示すことができる。

＜授業内容・方法・進度予定＞

各回の授業内容は、以下を予定している。

・労働法総論

１ イントロダクション、労働法上の「労働者」／２ 労働法上の「使用者」／

３ 労働法規・労働契約／４ 就業規則 （１）／５ 就業規則 （２）／６ 労働協約

・雇用関係法

７ 労働者の人権－労基法上の人権擁護規定、人格権・プライバシー保護・セクハラなど

８ 雇用差別－労基法 3条・4条、男女雇用機会均等法、均等・均衡処遇、年齢差別など

９ 労働関係の成立－募集、採用、内定、試用など

10 賃金／ 11 労働時間／ 12 休暇・休業／ 13 安全衛生・労働災害

14 人事－昇進・昇格、降格、配転、出向、転籍、休職など

各回の授業は、重要判例を素材として教員と学生の対話形式で進め、適宜、教員によるポイント解説を

織り交ぜる。具体的には、ケースブック（下記＜教科書・教材＞①）の設問の検討を中心に行う。このよ

うな方法を通して、労働法の理論的枠組みを正確に理解するとともに、論理的思考能力や問題解決能力を

養うことを目指す。

＜教科書・教材＞

教材として、①荒木尚志ほか『ケースブック労働法〔第 3版〕』（有斐閣、2011）、教科書として、②水町

勇一郎『労働法〔第 5版〕』（有斐閣、2014 年）を指定する。

参考書として、③菅野和夫『労働法〔第 10 版〕』（弘文堂、2012 年）、④水町勇一郎・緒方桂子編『事例

演習労働法〔第 2版〕』（有斐閣、2011）を挙げておく。なお、初めて労働法を学ぶ場合は、⑤水町勇一郎

『労働法入門』（岩波書店〔岩波新書〕、2011）を開講までに読んでおくとよい。

＜成績評価の方法＞

期末試験（論述式）9割、平常点（授業への取組の状況、授業中における質疑応答の状況）1割で評価す

る。

なお、成績評価に際しては、上記の＜達成度＞が指標の１つとなる。

＜その他＞

各授業の終了後、質問を受ける時間を設ける。
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科目群

授業科目

配当年次

展開・先端科目

実務労働法Ⅱ

Ｌ２、３

単位 ２ 担当教員 桑村 裕美子

開講学期 後期 週間授業回数 1回

＜目 的＞

雇用関係法（後半部分）、労使関係法、労働法の新領域、労働法の総合的考察について授業する。この授

業の目的は、労働法の基本的な枠組みを理解するとともに、労働法をめぐる新たな課題や複合的問題につ

いて思考・議論する能力を養うことにある。

＜達成度＞

実務労働法Ⅰに続くテーマにおいて、判例を含む現行労働法の基本的な解釈論および制度論について問

題の所在を明らかにし、事案解決の前提となる法理論をその法的根拠とともに提示することができる。基

本的な法解釈論上の問題を含む事案について、その解決に必要となる事実を抽出し、結論に至るまでの道

筋を説得的に示すことができる。授業の後半で扱う総合的考察を通じて、複数のテーマが関わる問題につ

いても論点を正確に把握し、説得的な論理展開によって自らの結論を導くことができる。

＜授業内容・方法・進度予定＞

各回の授業内容は、次の通りである。

・雇用関係法

１ イントロダクション、企業秩序・懲戒（１）／２ 企業秩序・懲戒（２）／

３ 労働関係の終了１―解雇／４ 労働関係の終了２―辞職、合意解約、定年、雇止めなど

・労使関係法

５ 労働組合と団体交渉／６ 団体行動／７ 不当労働行為／８ 労働紛争の処理

・労働法の新領域

９ 合併・事業譲渡・会社分割と労働関係

10 知的財産と労働関係―企業秘密、競業避止など

11 労働市場と法規制―人材ビジネス業の規制、雇用政策など

・総合的考察

12 労働条件の変更／ 13 企業組織再編と労働関係／ 14 使用者の権限と労働者の権利保護

各回の授業は、重要判例を素材として教員と学生の対話形式で進め、適宜、教員によるポイント解説を

織り交ぜる。具体的には、ケースブック（下記＜教科書・教材＞①）の設問の検討を中心に行う。総合的

考察では、複合的な事例をもとに議論を行い、具体的な問題解決能力を養う。このような方法を通して、

労働法の理論的枠組みを正確に理解するとともに、論理的思考能力や問題解決能力を養うことを目指す。

＜教科書・教材＞

教材として、①荒木尚志ほか『ケースブック労働法〔第 3版〕』（有斐閣、2011）、教科書として、②水町

勇一郎『労働法〔第 5版〕』（有斐閣、2014 年）を指定する。

参考書として、③菅野和夫『労働法〔第 10 版〕』（弘文堂、2012 年）④水町勇一郎・緒方桂子編『事例

演習労働法〔第 2版〕』（有斐閣、2011）を挙げておく。なお、初めて労働法を学ぶ場合は、⑤水町勇一郎

『労働法入門』（岩波書店〔岩波新書〕、2011）を開講までに読んでおくとよい。

＜成績評価の方法＞

期末試験（論述式）9割、平常点（授業への取組の状況、授業中における質疑応答の状況）1割で評価する。

なお、成績評価に際しては、上記の＜達成度＞が指標の１つとなる。

＜その他＞

各授業の終了後、個別の質問を受ける時間を設ける。
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科目群

授業科目

配当年次

展開・先端科目

社会保障法

Ｌ２、３

単位 ２ 担当教員 嵩 さやか

開講学期 前期 週間授業回数 週１回

＜目 的＞

本授業では、少子高齢化の進展などにより法制度のあり方がますます注目されている社会保障について、

制度の概要と主な法的問題について取り上げることにより、社会保障法制についての基本的な知識を習得

することを目的とする。また、社会保障についての法的問題は民法、行政法、憲法などとの交錯領域であ

ることが多い。本授業では、民法、行政法、憲法などの応用問題としての意義を有する法的問題も取り上

げることにより、これらの法領域と社会保障法との関連についても習得する。

＜達成度＞

社会保障制度の仕組みを、根拠条文にあたりながら正確に把握することができる。社会保障制度をめぐ

る法的論点の所在を理解し、それに関連する判例や学説にあたりながら解釈論を展開することができる。

＜授業内容・方法＞

１．授業内容：本授業では、社会保障法初学者でも授業内容を理解できるように、まず各社会保障制度の

概要を講義し、そこでの理解を前提に特に重要と思われる法律問題について検討する。

２．教育方法：制度の概要については講義でも解説するが、参考書などを利用してあらかじめ理解してお

くことが望ましい。法律問題の検討については、事前配布するレジュメ及びそこで指定された資料（主に、

『社会保障判例百選〔第 4版〕』（有斐閣、2008 年）に掲載されている裁判例）を予習してきたことを前提

に授業を進める。制度の概要と法的問題についての基本的理解を確認するため、適宜質疑応答を行う。

３．予定

第 1回 ガイダンス・社会保障法の概観

第 2～ 4回 生活保護－生活保護制度の概要と法的問題

第 5～ 7 回 年金－公的年金制度の概要と法的問題、企業年金制度の概要

第 8～ 10 回 医療－公的医療制度の概要と法的問題

第 11 回 労働保険－労災保険・雇用保険の概要

第 12 ～ 14 回 社会福祉－社会福祉の概要（介護保険、障害者福祉、児童福祉など）と法的問題

第 15 回 試験

なお、法改正や裁判例の動向により、上記の予定は変更されることがある。

＜教科書・教材＞

１．教科書等

・『社会保障判例百選〔第 4版〕』（有斐閣、2008 年）

・社会保障関連法律の掲載されている六法、あるいは、『社会保障法令便覧』（労働調査会出版局）

２．参考書

加藤智章・菊池馨実・倉田聡・前田雅子『社会保障法〔第 5版〕』（有斐閣、2013 年）

西村健一郎『社会保障法入門〔補訂版〕』（有斐閣、2010 年）

西村健一郎『社会保障法』（有斐閣、2003 年）

岩村正彦『社会保障法Ⅰ』（弘文堂、2001 年）

＜成績評価の方法＞

期末試験（90 ％）及び平常点（10％）により評価する。平常点の評価のため、授業の途中で課題を課す

予定である。なお、成績評価に際しては、上記の＜達成度＞が指標の１つとなる。

＜その他＞
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科目群

授業科目

配当年次

展開・先端科目

知的財産法Ⅰ

Ｌ２、３

単位 ２ 担当教員
蘆立 順美

秋田 将行

開講学期 前期 週間授業回数 １回

＜目 的＞

この授業は、知的財産法に属する諸法のうち、主に特許法について、法制度の枠組みや基本概念等に関

する知識の定着、理解を目指すとともに、実務上問題となっている重要論点を整理し、特許法の分野で生

じる諸問題の解決に必要となる基礎的知識、及び、法的思考力を習得することを目的とする。

＜達成度＞

特許法に関する主要論点について、問題の所在を把握し、事案解決の前提となる法理論をその法的根拠

とともに提示することができる。

特許法に関する基本的論点を含む事案について、その解決に必要となる事実を抽出・指摘し、結論を基

礎づけることができる。

＜授業内容・方法＞

１．授業方法

授業は、指定された文献や裁判例を素材として、基本的概念や制度についての確認、及び、予め示

された予習課題に関する質疑・応答により進められる。学生は、指定された文献・裁判例等を十分に

予習し、課題について検討した上で授業に参加することが要求される。

２．授業の内容と順序　（数字は予定回）。

１．特許法の概要（１）　　

２．発明の概念（２）　　

３．特許要件・不特許事由（３－４）

４．権利取得手続（出願・審査・審判・審決取消訴訟）（５）

５．特許権の侵害（６－８）

①権利の効力、②文言侵害（クレームの解釈）、③均等論、④間接侵害

６．侵害の抗弁（９－１１）

①権利の制限、②権利行使の制限、③先使用権、④権利の消尽・並行輸入

７．特許権の帰属（１２）

８．権利侵害の効果（１３）

９．特許権の経済的利用にかかわる問題（１４）

＜教科書・教材＞　

教 科 書：詳しくは、事前にＴＫＣに掲示をする。

大渕哲也他著『知的財産法判例集〔第 2版〕』（有斐閣 2015）

参考文献：中山信弘他編『特許判例百選〔第 4版〕』（有斐閣 2012）

なお、最新の特許法の条文（抄録でないもの）を各自準備し、授業に持参すること。

＜成績評価の方法＞

期末試験（80％）、平常点（授業での発言の内容等）（20％）により評価する。なお、成績評価に際して

は、上記の＜達成度＞が指標の１つとなる。

＜その他＞

司法試験受験科目として知的財産法を選択することを予定している者は、「知的財産法Ⅱ」及び「知的財

産法発展」についても履修すること。

授業開講前の事前準備、及び、各回の予習課題等については、ＴＫＣに掲示するので、必ず事前に確認

の上、授業に参加すること。
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科目群

授業科目

配当年次

展開・先端科目

知的財産法Ⅱ

Ｌ２、３

単位 ２ 担当教員 蘆立 順美

開講学期 前期 週間授業回数 １回

＜目 的＞

この授業は、知的財産法に属する諸法のうち、主に著作権法について、法制度の枠組みや基本概念等に

関する知識の定着、理解を目指すとともに、実務上問題となっている重要論点を整理し、著作権法の分野

で生じる諸問題の解決に必要となる基礎的知識、及び、法的思考力を習得することを目的とする。

＜達成度＞

著作権法に関する主要論点について、問題の所在を把握し、事案解決の前提となる法理論をその法的根

拠とともに提示することができる。

著作権法に関する基本的論点を含む事案について、その解決に必要となる事実を抽出・指摘し、結論を

基礎づけることができる。

＜授業内容・方法＞

１．授業方法

授業は指定された文献や裁判例を素材として、基本的概念や制度についての確認、及び、予め示さ

れた予習課題に関する質疑・応答により進められる。学生は、指定された文献・裁判例を十分に予習

し、課題について検討した上で授業に参加することが要求される。

２．授業の内容と順序　（数字は予定回）

１．著作権法の全体像（１）

２．著作物

①思想又は感情の創作的表現（１－２）、②文芸・学術・美術・音楽の範囲（３）

３．著作権侵害の要件

①依拠性（４）、　②類似性（４－５）、　③法定上の利用行為（５－７）

４．著作権の制限（８－９）

５．著作者人格権侵害の要件（１０－１１）

６．著作者の認定・権利の帰属（１１－１２）

①著作者・共同著作者、　②職務著作、　③映画の著作物に関する特則

７．侵害の効果（１３）

８．侵害の主体・共同不法行為（１３－１４）

＜教材・教科書＞（詳しくは、事前にＴＫＣに掲示をするので、必ず確認すること）

教 科 書：島並良＝上野達弘＝横山久芳『著作権法入門』（有斐閣 2009）または、

中山信弘『著作権法〔第 2版〕』（有斐閣 2013）（いずれか 1冊）

大渕哲也他著『知的財産法判例集〔第 2版〕』（有斐閣 2015）

参考文献：斉藤博他編『著作権判例百選〔第 4版〕』（有斐閣 2009）

なお、最新の著作権法の条文（抄録でないもの）を準備し、授業に持参すること。

＜成績評価の方法＞

期末試験（80％）、平常点（授業での発言の内容等）（20％）により評価する。なお、成績評価に際して

は、上記の＜達成度＞が指標の１つとなる。

＜その他＞

司法試験受験科目として知的財産法を選択することを予定している者は、「知的財産法Ⅰ」及び「知的財

産法発展」についても履修すること。

授業開講前の事前準備、及び、各回の予習課題等については、ＴＫＣに掲示するので、必ず事前に確認

の上、授業に参加すること。
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科目群

授業科目

配当年次

展開・先端科目

知的財産法発展

Ｌ２、３

単位 ２ 担当教員 蘆立 順美

開講学期 後期 週間授業回数 １回

＜目 的＞

この授業では、「知的財産法Ⅰ」及び「知的財産法Ⅱ」において習得された、特許法及び著作権法の基礎

的な知識を前提として、両法の重要概念や実務上問題となっている重要論点についての理解をさらに深め、

応用事例の解決に必要となる法的知識、及び、法的思考力を習得することを目的とする。

＜達成度＞

特許法、著作権法に関する応用的論点について、問題の所在を把握し、事案解決の前提となる法理論を

その法的根拠とともに提示することができる。

複数の論点が関連する事案について、論点を把握・整理したうえで、その解決に必要となる事実を抽出・

指摘し、結論を基礎づけることができる。

＜授業内容・方法＞

１．授業方法

授業は指定された課題や文献・裁判例等を素材として、質疑や討論等により教官と学生がインタラクティ

ブに参加する形式で行う。学生は指定された課題等を予習し、関連する法的知識を確認し、論点及び関連

判例等を理解した上で授業に参加することが要求される。

２．授業の内容と順序

取り扱う主な内容と順序は以下のとおりである（なお、内容については変更の可能性がある）。

１）クレームの解釈 ８）著作物性

２）審決取消訴訟と審判の関係 ９）著作権侵害の応用事例１

３）特許権侵害の応用事例１ 10）著作権侵害の応用事例２

４）特許権侵害の応用事例２ 11）著作権侵害の応用事例３

５）特許権侵害の応用事例３ 12）著作者人格権侵害の応用事例

６）権利の帰属、実施権に関わる問題 13）権利の帰属に関わる問題

７）中間試験 14）著作権侵害幇助者等の責任

15）定期試験

＜教材・教科書＞

教科書については、前期の知的財産法Ⅰ・Ⅱで使用したもの。

各回の参考資料等については、適宜、指定または配布する。参考文献については授業において紹介する。

なお、最新の特許法及び著作権法の条文（抄録でないもの）を各自準備し、授業に持参すること。

＜成績評価の方法＞

期末試験（40 ％）、中間試験（40 ％）、平常点（授業での発言の内容等）（20％）を総合して評価するこ

とを予定しているが、履修者の希望に応じて、試験の実施態様については変更することがある。履修者の

希望については、初回の授業開始前に確認し、変更の場合には、事前に TKC に掲示を行う。なお、成績

評価に際しては、上記の＜達成度＞が指標の１つとなる。

＜その他＞

「知的財産法Ⅰ」及び「知的財産法Ⅱ」を履修済みであること（単位を取得済みであることは要件とは

しない）。

予習課題等については TKC に掲示するので、事前に確認の上、授業に参加すること。
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科目群

授業科目

配当年次

展開・先端科目

実務知的財産法

Ｌ２、３

単位 ２ 担当教員
蘆立 順美

秋田 将行

開講学期 後期 週間授業回数 １回

＜目 的＞

この授業は、知的財産法に属する諸法について、法制度や重要概念に関する基礎的知識を修得すること

を目的とする。特に、実務において重要性の高い事項を取り上げ、具体的事例や各法制度の関係にも言及

しながら、法的助言や紛争解決の前提として必要となる知識、及び、法的思考力等の修得を目指す。

＜達成度＞

知的財産法に属する諸法について、各法の基本構造や基本概念を正確に理解し、同法が関連する典型的

事案について、適用される法律や問題の所在を整理し、結論を基礎づけることができる。

＜授業内容・方法＞

１．授業方法

授業は、指定された文献等を素材として、基本的概念の確認や予習課題に関する質疑・応答により進め

られる。学生は、予習課題を十分に検討した上で授業に参加することが要求される。

２．授業の内容と順序　

１．知的財産法の全体像

２．著作権法の基礎 （１）著作物

（２）著作権・著作者人格権の内容と制限

（３）権利の活用や権利行使

３．不正競争防止法の基礎 （１）商品等表示の保護

（２）営業秘密の保護

（３）その他の不正競争

４．商標法の基礎 （１）権利取得の手続

（２）権利の内容と制限

（３）特殊な商標制度

５．特許法の基礎 （１）権利取得手続と権利帰属

（２）権利の内容と制限

６．意匠法の基礎

７．知的財産法各法の交錯領域

８．知的財産法分野における法改正の動向

＜教科書・教材＞

教科書：詳細は開講時までに掲示する。

参考文献：大渕哲也他著『知的財産法判例集〔第 2版〕』（有斐閣 2015）

その他の参考文献については、適宜、授業において配布、紹介する。

なお、最新の条文（抄録でないもの）を各自準備し、授業に持参すること。

＜成績評価の方法＞

レポート試験（80％）、平常点（授業での発言の内容等）（20％）により評価する。なお、成績評価に際

しては、上記の＜達成度＞が指標の１つとなる。

＜その他＞

司法試験対応科目ではないが、受験科目として選択することを考えている者が本科目を履修することは

妨げない（受験科目として知的財産法を選択することを考えている者は、「知的財産法Ⅰ」「知的財産法Ⅱ」

「知的財産法発展」を履修すること）。研究大学院科目と合併開講。
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科目群

授業科目

配当年次

展開・先端科目

少年法・刑事政策

Ｌ２、３

単位 ２ 担当教員 廣瀬 健二

開講学期 集中講義 週間授業回数

＜講義の目的・内容＞

少年犯罪は、現在でも全体の相当数を占め、犯罪対策上重要である。また、未成年者の規範逸脱行動の

規制及びその育成は近代国家の大きな課題であり、その規制の中核となる法が少年法である。少年の非行

も成人同様な犯罪被害を生み出すと共に、少年に対する方策には保護教育的な要素が不可欠である。それ

故に、少年法は、犯罪対策のほかに保護教育という本質的に相矛盾しかねない二つの要請を内包しており、

これらの要請の調和をどの水準において図るかが、その性格・在り方を左右することになる。このような

少年法を正確に理解し、適切に運用するには、刑法、刑事訴訟法等の刑事法に関する知識のみならず、人

間関係諸科学等の基礎知識、教育等に対する理解、さらには少年の育成に対する情熱や素養も要求される。

このように少年法には、法的知識のほか、法曹の基本的資質ともいうべき、人間存在及びその発達等に関

する理解と洞察、弱者を守り、育む情熱と素養、複合的な諸要請の総合的調整等の能力などが要求される。

したがって、これらを学ぶことによって、法曹として必要かつ有益な能力の開発に資するところは非常に

大きいと思われる。とりわけ今日、少年による凶悪事件等が注目を集め、平成 12年、平成 19 年、平成 20

年、平成 26 年と相次いで改正少年法が成立、施行され、被害者の審判傍聴も認められ、検察官関与・国選

付添人選任事件の範囲拡大、少年の刑の引き上げなどが改正された。また、少年院法の全面改正も行われ、

少年法に関する一般国民の関心も非常に高まっている。法律実務家としても、裁判官・検察官はもちろん、

弁護士も、公的付添人や被疑者国選弁護の拡充に伴い、少年事件に関わる可能性は大幅に高まっている。

少年法を正当に理解し有効・適切に運用することができる法曹を育成することは国家的急務である。

本講義では、まず前提となる刑事政策、刑罰制度等に触れたうえ、児童福祉法、更生保護法等の実質的

な意義の少年法にも論及し、裁判例等実務運用の実情を踏まえる。少年法の特別法としての性格から、前

提となる刑事訴訟手続、刑法・刑事訴訟法の知識・理解が必要不可欠であるので、その実質的な復習をも

させながら、手続の流れに即して理解を深めさせていく。従って、刑事法が得意な学生はもちろん、苦手

な学生でも真摯に学ぶ者は歓迎する。授業では、以下の項目・スケジュール順に関わらず関連する事項を

総合的・重点的に取り上げて説明する。

＜達成度＞

犯罪の原因・対策についての基本的な問題点や考え方・対応策の基礎的な知識を修得する。

少年法の基本原則・基本理念、手続の概要（刑事訴訟手続との差異・相互関係）を理解し、少年事件に

関わる法曹三者として、少年法の基本理念に即した適切な対応を考えることができる基礎を修得する。

講義スケジュール

１．刑事政策の基礎―犯罪の実情、刑罰制度とその運用

２．少年法の課題、少年の意義・年齢、少年法の意義

３．少年犯罪の現状、少年法の歴史と基本理念、比較法制

４．少年の責任能力、保護者、少年の付添人、少年事件の原則

５．少年事件の手続、少年事件の捜査、

６．事件の受理、身柄の保全（観護措置）

７．虞犯・触法事件・福祉機関先議

８．審判の対象－非行事実と要保護性

９．調査および審判の運営

10．非行事実の認定－証拠法則と証拠調べ

11．要保護性の審理、保護処分と処遇の選択

12．刑事処分の選択と少年に対する刑事手続

13．不服申立手続・少年法改正問題等

14．法改正を含む今後の展望
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＜指導方法＞

講義を基本とした双方向授業とする。

＜成績評価の方法＞

定期試験（７０％）及び平常点（３０％）による。なお、成績評価に際しては、上記の＜達成度＞が指

標の１つとなる。

＜テキスト＞

廣瀬健二『子どもの法律入門〔改訂版〕』（金剛出版・平成 24 年）

＜参考書＞

田宮裕・廣瀬健二編『注釈少年法〔３訂版〕』（平成 21 年・有斐閣）

廣瀬健二編著『少年事件重要判決 50選』（平成 22 年・立花書房）

廣瀬健二編著『裁判例コンメンタール少年法』（平成 23 年・立花書房）

廣瀬健二編著『刑事公判法演習』（平成 24 年・立花書房）

廣瀬健二著『コンパクト刑事訴訟法』（平成 27 年 4 月刊行予定・新世社）

＜授業回数＞

１４回
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科目群

授業科目

配当年次

展開・先端科目

国際法発展

Ｌ２、３

単位 ２ 担当教員 西本 健太郎

開講学期 前期 週間授業回数 １回

＜目 的＞

国際法（国際公法）全般に関する講義を行う。国際法の基礎的な概念、規則及び考え方について知識

を身につけ、これを具体的な事案に即して運用することのできる専門的能力を習得することを目的とす

る。

＜達成度＞

国際法の基礎的な概念、規則及び考え方を正確に理解し、具体的な事案に即して国際法を解釈・適用

できるようになること。

＜授業内容・方法＞

国際法全般にわたって基礎的な専門知識を体系的に修得できるよう、各分野の要点について解説を行

う。その際、先例となる判例・事例等を取り上げ、概念・規則の具体的な適用のあり方を検討すること

を通じて国際法の解釈・適用に関する実践的能力を養う。

教科書及び判例集の関係部分を事前に指定し、受講者があらかじめ準備と検討をしてきたことを前提

に、適宜質疑応答を取り入れつつ可能な限り双方向型の授業を進める。

○進行予定

（１）イントロダクション

（２）国際法の法源

（３）国際法と国内法

（４）条約法

（５）国際法の主体

（６）国家の基本的権利義務

（７）国家管轄権と主権免除

（８）外交・領事関係法

（９）国家の国際責任

（10）国際社会の空間的秩序（1）

（11）国際社会の空間的秩序（2）

（12）国際法における個人

（13）国際環境法

（14）国際紛争の司法的解決

（15）国際安全保障と武力紛争法

＜教科書・教材＞

柳原正治・森川幸一・兼原敦子編『プラクティス国際法講義』（第２版）（信山社、2013 年）を教科書

とする。判例集として『国際法判例百選』（第二版）（有斐閣、2011 年）を用いる。また、奥脇直也・岩

澤雄司編集代表『国際条約集 2015 年版』（有斐閣、2015 年）は毎回の授業の際に参照するので、必ず持

参すること。

＜成績評価の方法＞

期末試験（90％）及び平常点（10％）により評価する。なお、成績評価に際しては、上記の＜達成度＞

が指標の１つとなる。
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科目群

授業科目

配当年次

展開・先端科目

国際法発展演習

Ｌ２、３

単位 ２ 担当教員 西本 健太郎

開講学期 後期 週間授業回数 １回

＜目 的＞

本演習では、国際法（国際公法）にとって重要な国際裁判所または国内裁判所の判決を取り上げ、当

該判決においてどのように国際法が解釈・適用されているのかについて詳しく検討する。国際法に関す

る基礎的な知識は一定程度有していることを前提とした上で、具体的な事案に即して国際法の概念及び

規則を運用する能力を向上させることを目的とする。

＜達成度＞

国際裁判所または国内裁判所における具体的な事件に即して、そこでの国際法の解釈・適用のあり方

に関する十分な理解を得ること。また、先例となる判決の意義と限界に関する十分な理解を前提として、

関連する具体的な事案に対して説得力ある法的主張を組み立てることができるようになること。

＜授業内容・方法＞

国際司法裁判所（ICJ）をはじめとする国際裁判所の判決及び国際法上の論点が含まれる国内判決を取

り上げ、そこでの当事国（者）の主張及びこれに対する裁判所の論理を整理・分析することを通じて、

問題となった国際法上の論点についての専門的理解を深める。また、関連する具体的な仮想事例につい

て、判決の内容からどのような議論を組み立てることができるかを検討する。

国際裁判所の判決については、１つの判決が複数の重要な論点に関連している場合も少なくないが、

既存の教材では編集上・学習上の便宜のために論点ごとの整理がなされている場合が多い。これに対し

て、本演習では可能な限り１つの判決の全体を取り上げることで、当事国（者）間で問題となった紛争

の全体像との関係において判決を捉えることができるようにしたい。

授業では、１～２回につき１つの判決を取り上げる。事前に指定した資料を受講者が各自検討してき

たことを前提に、質疑応答と討論を通じて各判決を読み解く。取り上げる具体的な判決については、演

習の中で指示する。

＜教科書・教材＞

小寺彰・森川幸一・西村弓編『国際法判例百選』（第 2版）（有斐閣、2011 年）を基本教材として使用

するほか、適宜資料を配付する。奥脇直也・岩澤雄二編集代表『国際条約集 2015 年版』（有斐閣、2015

年）は毎回の授業の際に参照するので、必ず持参すること。

＜成績評価の方法＞

期末試験（80 ％）及び授業中の質疑応答の状況を基にした平常点（20％）により評価する。なお、成

績評価に際しては、上記の＜達成度＞が指標の１つとなる。

＜その他＞

本演習の受講者は、前期開講の「国際法発展」を受講していることが望ましい。

― ―112



科目群

授業科目

配当年次

展開・先端科目

トランスナショナル情報法

Ｌ２、３

単位 ２ 担当教員 金谷、芹澤、早川

開講学期 後期 週間授業回数 １回

＜目 的＞

この授業は、インターネットをはじめとする情報通信技術の進展により新たに生じてきた法的諸問題に

ついて基礎的な素養を習得することに加えて、国境を越えた情報流通をめぐる法律問題を題材として、電

子取引社会が直面している情報法の最先端問題について理解を深めることを目的とする。国際条約やアメ

リカ法、EU 法の動向及び、我が国における情報取引、電子商取引、電子マネー法制のあり方についての

実践的な取り組み、さらにはサイバー空間におけるプライバシー、個人情報、青少年保護の現状と新たな

課題について考察することにより、情報法政策の基本的な枠組みを理解し、法政策判断能力や分析能力を

兼ね備え、先端的領域において活躍が期待できる実務法曹を養成することを目指す。

＜達成度＞

情報通信技術の進展により国境を越えて生じているさまざまな法律問題について、社会的・技術的背景

を理解した上で、関係する法制度や法理論についての知識を習得する。情報法に関する具体的・国際的な

事案について、情報法の理論から適切な結論を導くことができる。

＜授業内容・方法＞

授業の第 1部では、情報法の基本問題について、憲法、民法、刑法などの法領域を横断的に捉えて概説

的に検討する。第 2部では、アメリカ法を中心に、情報法の最先端の理論を解説する。第 3部では、国際

的な情報法政策問題について考察を深める。学生は、あらかじめ指定された教材と基本判例（日本、アメ

リカ、EU諸国等）を読み、自らの理解・問題認識を深めたうえで授業に臨むことが要求される。

第 1部 情報法の基本問題

1. はじめに：サイバースペース上の情報法規制

2. 表現の自由と青少年の保護

3. 表現の自由とプライバシー、個人情報の保護

4. 名誉毀損、プロバイダの責任

5. 電子署名・認証制度と電子公証制度

6. 電子商取引（ネットワーク上の契約問題、電子決済、電子マネー、電子記録債権）

7. 情報ライセンス法（知的財産、ライセンス契約）

8. サイバー犯罪（わいせつ、コンピュータ・ウイルス、不正アクセス規制、迷惑メール規制）

第 2部 情報法の理論

9. アメリカ法におけるサイバースペース上の情報法規制

10. アメリカ法における表現の自由と青少年の保護

11. 名誉毀損・プロバイダ責任の考え方（アメリカ法）

12. プライバシー・個人情報の保護の比較法

13. アメリカ情報ライセンス法・情報法理論

第 3部 トランスナショナル情報法の課題

14. 国際的な民事事件の解決枠組

15. 国際的知的財産権紛争（裁判管轄及び準拠法選択）
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＜教科書・教材＞

高橋和之，松井茂記，鈴木秀美編『インターネットと法』（有斐閣，第 4版，2010 年）

堀部政男，長谷部恭男編『メディア判例百選』（有斐閣，別冊ジュリスト 179 号，2005 年）

その他、必要な文献・資料・ウェブサイト等については、講義の中で適宜紹介する。

＜成績評価の方法＞

期末に行われる最終課題（レポート試験、90%）および講義への取組の状況、講義における発言・態度、

自由提出レポートの内容等（平常点、10%）を考慮して、総合的に評価する。なお、成績評価に際しては、

上記の＜達成度＞が指標の１つとなる。

＜その他＞

オフィス・アワーについては、別途案内する。
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科目群

授業科目

配当年次

展開・先端科目

実務国際私法Ⅰ

Ｌ２、３

単位 ２ 担当教員 竹下 啓介

開講学期 前期 週間授業回数 ３週に一度・３回

＜目 的＞

本授業は、国際的私法的法律関係の規律に関して、受講者が自らそれらの分析を行うために必要となる

基礎的知識及び思考能力を修得することを目的とする。

＜達成度＞

具体的な国際的私法的法律関係に関し、①いかなる実体法上の問題が発生するのか、②当該問題に対し

て、いかなる規律が与えられるかについて、自らの言葉で説明・議論することができる。

＜授業内容・方法＞

具体的な国際的私法的法律関係に関し、それが国際的であるが故に発生する特殊性について、いかなる

規律が与えられているかを順次検討する。実務国際私法Ⅰでは、狭義の国際私法（準拠法選択に関する規

律）を検討する。また、授業方法は講義形式を基本とするが、その中で、受講者に対する質問も行うとい

う方法による。

各回における授業内容は、基本的に、以下のとおりとする。

１ イントロダクション：国際的私法的法律関係の規律の全体像

２ 国際私法総論（１）法律関係の性質決定

３ 国際私法総論（２）連結点の確定

４ 国際私法総論（３）不統一法国

５ 国際私法総論（４）反致・公序

６ 国際私法総論（５）その他の総論上の問題

７ 国際私法各論（１）婚姻関係

８ 国際私法各論（２）親子関係

９ 国際私法各論（３）相続

１０ 国際私法各論（４）債権契約（１）

１１ 国際私法各論（５）債権契約（２）

１２ 国際私法各論（６）自然人・法人・法律行為の方式・代理

１３ 国際私法各論（７）法定債権

１４ 国際私法各論（８）物権・債権譲渡

１５ 国際私法に関するその他の問題

＜教科書・教材＞

以下の書籍を教科書として使用する。

・櫻田嘉章＝道垣内正人編『国際私法判例百選［第 2版］』（有斐閣、2012 年）

その他の参考書については、授業中に適宜、紹介する。

＜成績評価の方法＞

期末試験（８０％）及び平常点（２０％）により評価する。平常点とは、授業の中での質疑応答等を総

合して、判断する評価点のことである。

なお、成績評価に際しては、上記の＜達成度＞が指標の１つとなる。

＜その他＞

３週に一度、土曜日に３コマ実施する形で開講する。
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科目群

授業科目

配当年次

展開・先端科目

実務国際私法Ⅱ

Ｌ２、３

単位 ２ 担当教員 竹下 啓介

開講学期 前期 週間授業回数 ３週に一度・３回

＜目 的＞

本授業は、国際的私法的法律関係の規律に関して、受講者が自らそれらの分析を行うために必要となる

基礎的知識及び思考能力を修得することを目的とする。

＜達成度＞

具体的な国際的私法的法律関係に関し、①いかなる手続法上の問題が発生するのか、②当該問題に対し

て、いかなる規律が与えられるかについて、自らの言葉で説明・議論することができる。また、国際取引

に関していかなる問題が発生するかを理解し、説明することができる。

＜授業内容・方法＞

具体的な国際的私法的法律関係に関し、それが国際的であるが故に発生する特殊性について、いかなる

規律が与えられているかを順次検討する。実務国際私法Ⅱでは、国際民事手続法及び国際取引法に関する

諸問題を検討する。また、授業方法は講義形式を基本とするが、その中で、受講者に対する質問も行うと

いう方法による。

各回における授業内容は、基本的に、以下のとおりとする。

１ イントロダクション

２ 民事裁判権免除

３ 国際裁判管轄（１）－国際裁判管轄総論

４ 国際裁判管轄（２）－財産法関係の国際裁判管轄の規律

５ 国際裁判管轄（３）－財産法関係の国際裁判管轄の規律（続）

６ 国際裁判管轄（４）－家族法関係の国際裁判管轄の規律

７ 訴訟手続き上の諸問題

８ 外国判決の承認・執行（１）

９ 外国判決の承認・執行（２）

１０ 国際訴訟競合

１１ 保全処分・外国法の適用

１２ 国際商事仲裁・その他の国際民事手続法に関する事項

１３ 国際取引にと統一法

１４ 国際売買

１５ 国際運送・国際支払

＜教科書・教材＞

以下の書籍を教科書として使用する。

・櫻田嘉章＝道垣内正人編『国際私法判例百選［第 2版］』（有斐閣、2012 年）

その他の参考書については、授業中に適宜、紹介する。

＜成績評価の方法＞

期末試験（７０％）及び平常点（３０％）により評価する。平常点とは、授業の中での質疑応答等を総

合して、判断する評価点のことである。

なお、成績評価に際しては、上記の＜達成度＞が指標の１つとなる。

＜その他＞

授業内容の中に、実務国際私法Ⅰにおける知識を前提とする箇所があるため、本授業を履修する場合に

は、実務国際私法Ⅰを履修するか、自分で実務国際私法Ⅰで扱う準拠法選択に関する事項について学習し

た上で、履修すること。
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科目群

授業科目

配当年次

展開・先端科目

ジェンダーと法演習

Ｌ２、３

単位 ２ 担当教員
小島 妙子

糠塚 康江

開講学期 前期 週間授業回数 週１回

＜目 的＞

現代社会は男女平等な権利を保障する制度を達成したが、他方では、歴史的・社会的に形成された「ジェ

ンダー」により、女性は身体・社会関係・政治参加等で、差別／排除の対象となってきた。人間－男性を

社会的標準とし、女性を「男－人間」の下位、もしくは例外カテゴリーとして位置づける見方は、司法や

法学の領域でも例外ではなく、判例・学説、法曹実務家のなかにジェンダー・バイアスが現存する。

本演習では、以上のような状況をふまえて種々のジェンダー問題や既存の判例等を検討し、議論するこ

とで、法曹実務家に強く要求されるジェンダー・センシティヴな問題意識を養い、ジェンダーの視点から

法学研究を深めることを目的とする。

＜達成度＞

ジェンダー法学についての基本的な考え方や理論課題を把握し、伝統的な法学では見えてこなかった問

題群への視座を提示することができる。

ジェンダー領域の判例研究を通じて、そこにおいて特に顕著な権利のための闘争＝法実践による法の欠缺

補充の意義、法実践が新たな立法の可能性を開くダイナミズムを理解する。

＜授業内容・方法＞

本演習では、前半（糠塚担当）でジェンダーの理論的問題に関するトピックの検討を行い、後半（小島

担当）で家族・身体・労働領域における下記の判例を素材に判例研究を行う。受講者の中から担当者を決

め報告をしてもらい、受講者間、受講者と教員間で法的議論を行う方法により、ジェンダー法学の意義と

課題を明らかにしていく。最終回は外部講師による講演からジェンダー法学の可能性を展望する。

１ 序論：フェミニズム・ジェンダーと法――逸失利益の男女格差を手がかりに

２ 女性の権利の歴史――女権宣言から女性差別撤廃条約へ

３ 日本の男女平等政策と日本の現況

４ 普遍主義 vs．差異主義――法の想定する人間像

５ 憲法における平等原則と性差別禁止

６ 公私二元論と私的自治の中の男女平等

７ 間接差別の禁止とポジティブ・アクション

８ ジェンダー主流化の技法

９ セクシュアル・ハラスメント―－懲戒処分無効確認事件（最高裁平成 27 年 2 月 26 日判決）

10 妊娠、出産を理由とする降格（最高裁平成 26 年 10 月 23 日判決）

11 国籍法違憲判決（最高裁平成 20 年 6月 4 日大法廷判決）

12 婚外子法定相続分違憲決定（最高裁平成 25 年 9 月 4日大法廷決定）

13 性別変更者の妻が出産した子と嫡出推定（最高裁平成 25年 12 月 10 日決定）

14 生物学上の父子関係がない場合における親子関係不存在確認の訴え（最高裁平 26年 7月 17日判決）

15 まとめ：ジェンダー法学の可能性（外部講師）

＜教科書・教材＞

テーマに関連する文献、対象判例等は適宜配付する。
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＜参考書等＞

小島妙子ほか『現代家族の法と実務』日本加除出版（2015 年）、小島妙子『ＤＶ・ストーカー対策の法

と実務』民事法研究会（2014 年）、同『離婚実務と家事事件手続法』民事法研究会（2013 年）、辻村みよ

子『〔概説〕ジェンダーと法』信山社（2013 年 )、ジェンダー法学会編『講座　ジェンダーと法　Ⅰ～Ⅳ』

日本加除出版（2012 年）、辻村みよ子編『ジェンダー社会科学の可能性 第 1巻 かけがえのない個から』

岩波書店（2011 年）、同著『憲法とジェンダー』有斐閣（2009 年）、小島妙子・水谷英夫『ジェンダーと

法Ⅰ』信山社（2004 年）

＜成績評価の方法＞

前半部分・後半部分につき、それぞれ期末試験にかわるレポート（60％）及び平常点（報告・討論参加

状況）（40％）により評価する。なお、成績評価に際しては、上記の＜達成度＞が指標の１つとなる。
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科目群

授業科目

配当年次

展開・先端科目

子どもと法演習

Ｌ３

単位 ２ 担当教員 久保野 恵美子

開講学期 後期 週間授業回数 隔週２回

＜目 的＞

「子ども」という視点から、法的な対応が問題となる課題を取り上げ、民事法を中心としつつも、公法・

刑事法と分野横断的に、理論及び実務の観点から、法の解釈及び運用について考察を行う演習である。

＜達成度＞

「子ども」に関わる法的問題について、理論及び実務の両方の観点を有し、実践的に取り組むことので

きる法律専門職たるべき能力を備える。

＜授業内容・方法＞

・主として、次のような内容を扱う予定である。

① 民法、少年法、児童福祉法、教育法等の子どもに関わる法律の理論的検討

② 児童虐待、非行、いじめ、家庭内の養育環境の変動等の問題に対する法実務的対応に関わる知見の

獲得及び課題の検討

・本演習は、上記の分野に関わる複数の研究者及び実務家による報告等によって構成される予定である。

参加学生に報告を課すこともありうる。

＜教科書・教材＞

・「子ども法」への導入的参考書として、次のものを勧める。

大村敦志『法学入門－「児童虐待と法」から「こども法」へ』（羽鳥書店、2012 年）

大村敦志ほか『子ども法』（有斐閣、2015 年（出版予定））

＜成績評価の方法＞

報告を課した場合にはその内容、議論参加の状況（30％）、及び年度末に提出するレポート（70 ％）に

基づいて、行う。なお、成績評価に際しては、上記の＜達成度＞が指標の１つとなる。

＜その他＞

・本演習は、変則的な日程により開講する場合がある。詳細は追って掲示する。

・また、本演習は、法学研究科研究大学院の後継者養成コースと合併開講する。
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平成２７年度 「リサーチペーパー」担当教員一覧

担当教員 専攻分野 受け入れ条件等

蘆 立 教 授 知的財産法
将来、知的財産法の研究者となることを希望する者を受け入れる。面談を行ったうえで受け入れ
の可否を決定する。

飯 島 教 授 行政法
行政法専攻の研究者（大学教員）志望の者を若干名受け入れる。実務公法（行政法）の成績が A
以上の者について、レポート及び面接によって、受け入れの可否を決定する。

稲 葉 教 授 行政法
行政法専攻の研究者（大学教員）志望の者を若干名受け入れる。実務公法（行政法）の成績が A
以上の者について、レポート及び面接によって、受け入れの可否を決定する。

樺 島 教 授
法理学（とくに法律学
方法論、現代型訴訟）

法理学の諸問題に関心がある人の受講を希望します。

久保野教授 民法
将来、民法の研究に従事したいと考える者１名を受け入れる。受講希望者は、問題意識をまとめ
たレポートを提出すること。このレポートに基づいて、面接を行ったうえで、受け入れの可否を
を決定する。

坂 田 教 授 民事訴訟法（判決手続）
若干名。民事訴訟法学（民事手続法学）につき明確な問題意識をもち、将来、研究者として民事
訴訟法（民事手続法）を専攻したいと考えている者の中から、面談及びレポートの結果に基づき
選抜する。

佐々木教授 憲法 憲法研究者志望の者を、若干名、受け入れる。

澁 谷 教 授 租税法
研究者志望・実務家志望を問わないが、租税法の分野で高度の研究活動を行う意思と資質を備え
た学生に限る。

芹 澤 教 授 英米法
若干名。将来、法律実務に精通した実務法曹かつ研究者として、日本法との比較の観点から英米
法の理論的研究に従事したいと考える者を求める。「外国法文献研究 I（英米法）」を選択履修して
いることが望ましいが、この科目の履修要件とはしない。

中 原 教 授 行政法
行政法専攻の研究者（大学教員）志望の者を若干名受け入れる。実務公法（行政法）の成績が A
以上の者について、レポート及び面接によって、受け入れの可否を決定する。

成 瀬 教 授 刑法
将来研究者として、刑法の理論的研究を行うことを希望する者を受け入れる。なお、選抜を行う
場合がある。

糠 塚 教 授 憲法
すでに明確な問題意識を持ち、研究者（大学教員）として憲法を専攻することを志す者を 1名求
める。現在関心あるテーマを A4 2 枚以上にまとめ、事前に提出すること。このレポートに基づ
いて面接を行ったうえで、受け入れの可否を決定する。

森 田 教 授
民事法（民法・会社法・
商法の他、証取法や金
融法も含む）、実証分析

将来研究者として活動したいという明確な意思および能力のある者で、法理論（how の部分）よ
りも理論（why の部分）に関心を持っている者。人数制限は特にない。

吉 原 教 授 商法（特に会社法）
将来商法の研究者になろうとする強い意思と明確な問題意識をもった者を１名に限り受け入れる。
Ｌ２実務民事法（およびＬ１商法）において 70 点以上の成績を得た者について、レポートおよび
面接によって受入れの可否を決定する。

渡 辺 教 授 民法（財産法）
民法の研究者となることを志す者を１名受け入れる。希望者は、現段階における自己の研究関心
をＡ４版２枚のレポートに要約して提出すること。このレポートに基づき面接を実施し、受入れ
の可否を決定する。

石綿准教授 民法
将来、民法の研究者となることを考えている者を 1名を限度として受け入れる。希望者は、具体的
な研究テーマを提示し、現時点でそのテーマについて抱いている問題意識を A4用紙 2枚程度のレ
ポートにまとめて提出すること。このレポートに基づき面談を行い、受け入れの可否を決定する。

井上准教授 刑事訴訟法
将来的に、研究者として、刑事訴訟法の理論的研究を行うことを希望する者を受け入れる。履修
希望者は、事前に簡単な研究計画もしくは学問的関心（最低 2000 字以上。詳細であればあるほど
望ましい）を提出すること。これに基づいて面接を行ったうえで、履修の可否を決定する。

今津准教授 民事訴訟法
民事訴訟法の研究者になろうと考えている者を、1名を限度に受け入れる。希望者は、関心のあるテー
マについてまとめた A4用紙 2枚程度のレポートを提出すること。面接のうえ、受入れの可否を決
定する。

遠藤准教授 刑法
刑法の理論的研究を行うことに関心のある者を受け入れる。現時点において研究者志望か実務家志
望かは問わない。関心ある問題点についてのレポートと面接によって、受け入れの可否を決定する。

北島准教授 行政法
行政法専攻の研究者（大学教員）志望の者を若干名受け入れる。実務公法（行政法）の成績が A
以上の者について、レポート及び面接によって、受け入れの可否を決定する。

桑村准教授 労働法
２名を限度とし、研究者志望の者を対象とする。労働法に関する基本的知識を有し、問題意識が明確
な者に限る。志望者は研究テーマについてレポートを提出すること（A4 用紙３枚以内）。

清水准教授 取引法
リサーチペーパー執筆ないし将来の進路について明確な目的を持ち、かつ取引法に関し十分な研
究能力を有すると認められる者を、１名程度受け入れる。希望者は研究計画書を提出すること。
その上で面談を行って受入の可否を判断する。

滝澤准教授
経済法

（主に独占禁止法）

受入人数：若干名。将来経済法の研究者になることを視野に入れ、十分その資質を備えた者を対
象とする。履修希望者は事前に簡単な研究計画もしくは学問的関心（1500 ～ 2000 字程度）を提
出すること。これに基づいて面接を行った上で、履修の可否を決める。

嵩 准教授 社会保障法

2名を限度とし、社会保障法・政策についての明確な問題関心および基本的な知識を有しており、
将来社会保障法の研究者となることを希望している者を求める。希望者は問題意識を記載したレポー
ト（2000字程度）を提出すること。3名以上の学生から希望があった場合には、提出されたレポート
に基づいて選抜する。

得津准教授 商法
商法の研究者になりたいと思っている者、または、講学上の商法の分野で明確な問題意識を持っ
ている者を受け入れる。面談、現在の成績、現在の問題意識をまとめたレジュメないしレポート、
他の申請者の数を勘案して受け入れの可否を決定する。

― ―120



中林准教授 憲法（特に人権）
将来、憲法の研究に従事したいと考える者を受け入れる。希望する学生は、現在関心のあるテー
マについての学問的関心をまとめたレポート（A4用紙 5枚以内）を提出すること。そのレポート
にもとづいて面接を行い、その上で、１名を限度として受け入れる。

中原准教授 民法
民法研究者（大学教員）を志し、フランス法ないしドイツ法を研究する意欲のある者 1名を受け
入れる。希望者は、問題意識を記した研究計画書を提出すること。成績・研究計画書・面談結果
等により、受け入れの可否を決定する。

西本准教授 国際法
国際法専攻の研究者志望者または国際組織・国際裁判所への就職志望者を若干名受け入れる。希
望者は、履修を希望する理由及び具体的な研究テーマに関するレポートを提出すること（A4 用紙
５枚以内）。提出書類に基づき面接を行い、履修の可否を決定する。

担当教員 専攻分野 受け入れ条件等
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法 科 大 学 院

授 業 日 程

時 間 割 表





後期補講期間

平成２７（２０１５）年度授業日程

（法科大学院）

授業等の区分 授業等の日程

オリエンテーション ４月２日（木）

授 業 時 間

第１講時 ８：５０　～　１０：２０

第２講時 １０：４０　～　１２：１０

第３講時 １３：００　～　１４：３０

第４講時 １４：４０　～　１６：１０

第５講時 １６：２０　～　１７：５０

第６講時 １８：００　～　１９：３０

個別履修指導 ４月３日（金）

前期授業 ４月６日（月）～７月２２日（水）

前期補講期間 ７月２３日（木）

１２月２４日（木）
（月曜日の補講を行う）

試験準備期間 ７月２４日（金）

前期試験期間 ７月２７日（月）～８月３日（月）

夏季授業
８月４日（火）～８月７日（金）
８月１７日（月）～９月３０日（水）

冬季休業 １２月２５日（金）～１月１日（金）

後期授業Ⅱ １月４日（月）～１月２５日（月）

試験準備期間 １月２６日（火）・１月２７日（水）

夏季休業 ８月１０日（月）～８月１４日（金）

※ ４月 ３日（金）：東北大学入学式

３月２５日（金）：東北大学学位記授与式

後期授業Ⅰ
１０月１日（木）～１２月２２日（火）
※１１月６日（金）３，４，５，６限は法科大
学院入試設営に伴う休講（予定）

後期試験期間 １月２８日（木）～２月４日（木）
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